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序 章 課題と方法

第１節 問題の所在

新疆ウイグル自治区（以下新疆と呼ぶ）は中

国における主要な牧畜地帯である。新疆は土地

総面積の約31％，可利用土地面積の約80％を占

める広い自然草地資源を擁し，中国においては

内モンゴル自治区に次ぐ遊牧地帯である。新疆

における牧畜農家の戸数は2005年で約23.6万

戸，その人口は106.8万人であり，その中には

カザフ・モンゴル・タジク・キルギスなど多く

の少数民族が含まれており，遊牧は主としてこ

れらの民族によって幾千年にもわたって営まれ

てきたのである。

遊牧による牧畜業は，水と草を求めて営地を
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移動する（「逐水草而居」）という，自然環境に

依存した伝統的な生産方式をもつ。この粗放的

生産方式は人口と家畜の密度が少なく，草地の

家畜載畜量が少ない場合には，極めて少ない投

入によって各種牧畜生産物を得ると同時に，草

地の自然的更新と回復を保証してきた。その反

面，ひとたび自然災害の影響をこうむると，草

資源は季節的なつりあいを保つことができず，

「夏壮，秋肥，冬痩，春死」（夏に壮健で，秋に

肥え，冬に痩せ，春に死んでしまう）という状

況を繰り返してきた。

このような自然条件に大きく依存する牧畜業

のあり方は，その発展の障害になると同時に，

人口増加とそれに伴う畜産物需要の増加は家畜

頭数を増加させ，過放牧と草地資源の悪化問題，

可利用草地面積の縮小と飼料不足問題を引き起

こしてきた。一方，請負制度の実施によって遊

牧民も農耕民と同様に個別経営への転換がすす

み，草地資源の共同利用システムの維持が困難

となってきた。このような矛盾を緩和し，草地

資源の不足を解消するために，広い範囲で自然

荒漠草原を開墾し，人工的に飼料作の拡大を図

る対応が必要となっている。さらに，四季折々

に営地を移動するという遊牧民に対して，彼ら

の生活福祉の向上を図ることが必要であった

（註１）。

新疆政府は1986年，乾燥地帯の乏しい草資源

の保全を目的として，「新疆北疆牧区経済工作会

議」をきっかけに遊牧民の定住化推進を開始し

た。具体的には第１に，定住化によって遊牧業

とともに耕種業に従事させ，飼料と食糧生産を

おこない，家畜の飼料不足問題と遊牧民の食糧

問題の解決を図る。第２に，家畜を冬季に畜舎

で飼うことにより，家畜の冬季災害による損失

を最小化したうえで草地資源の悪化をある程度

コントロールする。第３に，生活の面ではより

安定的な生活環境を形成させ，遊牧民の生活福

祉の改善を図ることである。このように定住化

の推進は，経営方式の変化にとどまらず，生活

習慣や文化の変化をももたらすと考えられる。

しかし，各定住地の自然条件，地理的位置，生

活・生産の基盤となるインフラ整備の水準の違

い，さらには遊牧民の新たな生産と生活環境に

対する適応能力及び市場対応意識の転換程度な

どの諸点において地域ごとに相違があり，定住

化による経営展開度合いには違いがみられる。

すなわち，定住化のプロセスと経営展開には地

域条件に応じた違いが見られ，結果的に生産・

生活における改善効果も違いを見せているので

ある。

定住化の成果は，こうした諸変化の総合的な

検討を通じて把握されるべきであるが，現状で

はその実態把握も不十分であると考えられる。

また，定住化政策についてもさまざまな見解が

みられる。いずれにしても，定住化政策が牧畜

業経営の発展に寄与するものなのか，といった

遊牧民の定住化効果に関する実証的な検討が，

新疆において定住化を進めている遊牧経営の実

態把握を踏まえておこなわれる必要がある。

注

（註１)新疆維吾尓自治区国土整冶農業地域計

画局［19］，崔恒心［35］，権藤与志夫［74］，

黒河功・甫尓加甫［72］，七戸長生（研

究代表）［80］をそれぞれ参照のこと。

第２節 既存研究の整理

中国及び新疆における定住化問題に関して，

七戸長生は遊牧形態を水平的に移動する形態と

垂直的に移動する形態という２つの典型にまと

めたうえで，この「二種の典型的放牧形態は同

様に中国における代表的遊牧地域の遊牧展開に

適応する。内モンゴルの遊牧生産は広大な丘陵

草原を利用して水平的に移動する方式で，新疆

地区の遊牧生産は天山山脈を利用して上下垂直

的に展開されている」「遊牧民を定住化させる政

策を制定するときに，放牧の技術的条件を考慮

するべきである。定住化は比較的水平的放牧地

帯に適応する。ただし，新疆のような資源を垂

直的利用する地域では，地域の配分は制約され，

定住化に適応できない」と指摘した（註２）。ま

た，中国及び新疆で定住化政策が実施されたこ

とに対しては黒河功・甫尓加甫が「画一的な施

策によって設計されるのではなく，遊牧独自の

展開論理を主軸におきながら自らのあり方を規

定していかねばならない」とした（註３）。

また，オーストラリアの John W.Longworth
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とGregory J.Williamsonらは「中国における

牧畜地域では30余の少数民族が生活している

ため，政治・経済的戦略視角から牧畜地域の持

続的発展を強調しなければならない。これは牧

畜地域少数民族の経済的利益と生存条件を高め

る面で，それに国家の安定と統一を保つ面で極

めて重大な意義を持つ」と認め，草原牧畜業の

主要な生産基盤となる草地資源の退化問題につ

いて「草原退化が引き起こされた原因は技術的

な問題だけではなく，政策と体制にもある」と

指摘した（註４）。

中国において遊牧民の定住化施策に関する研

究は，施策方法と意義に関して論述したものが

多いが，施策の成果に関する実証はほとんど見

当たらない。たとえば，許鵬（Xu Peng）は「遊

牧民の定住化は系統的工程である」として，こ

の系統的工程には，①人工飼料基地を開拓し，

畜舎による飼養能力を高める。②季節牧場の利

用時期を調整する。すなわち，冬営地を暖期に

利用する。③四季遊牧から冬季に舎飼，夏季に

放牧する方式に転換する。④生産力の潜在力を

掘り起し，草の畜産物への転化率を高める。⑤

生産経営観念を転換し，市場とのつながりを推

進する。⑥定住地建設によって牧民の生活条件

を改善する，といった６つの要素が含まれるべ

きだと指摘した（註５）。また，崔恒心（Cui
 

Hengxin）は「遊牧による牧畜業は最も経済的

牧畜業である。しかし，耕種業が後押ししてい

ない牧畜業は安定的な牧畜業にならない」「世界

における先進国の経験を取りまとめて農牧を結

合し，耕種業によって人工飼料地の開発建設を

行うため，遊牧民の定住化を推進しなければな

らない」と指摘した。さらに，定住化は伝統的

な牧畜業構造の調整と生産生活環境の改善など

の面でも役立ち，生態環境を保護すると同時に

牧畜業の継続的な発展を実現する面で大きな意

義を持つという観点から，定住地における人工

草地の建設方案を提案した（註６）。新疆社会科

学院課題組（研究グループ）は，「遊牧民族は人

類文明発展史上に赫々たる功績を打ち立てたに

もかかわらず，社会の発展・人類文明の進歩に

従って，人々の物質・文化生活に対する要求が

高まり，多数の遊牧民族が遊牧生産・生活方式

から定住的生産・生活方式に転換した。この面

でみると中国および新疆における遊牧民の定住

化問題は人類社会発展の必然趨勢である」とし，

新疆における遊牧民族の定住化の現状と課題に

関する分析を行った（註７）。また，吐尓遜娜依・

熱依木（Tursunay Reyim）は草地資源の利用と

生態保護の視点から，定住地における経済発展

には自然草地の合理的な配置と飼草飼料生産の

対策を講じるべきであると指摘した（註８）。

以上の諸研究は，定住化の意義と定住化施策

の手法を論じることに重点が置かれているが，

定住農家の生産・生活の実態と定住化に伴う変

化の実態は必ずしも十分に把握されておらず，

その発展条件にも触れられていないといえる。

注

（註２)七戸長生・丁澤 ［36］，pp.7-13。

（註３)黒河功・甫尓加甫［72］，pp.2-3。

（註４)John W.Longworth・Gregory J.Wil-

liamson［17］，p.３。

（註５)許鵬［10］。

（註６)崔恒心［35］，pp.10-11。

（註７)新疆社会科学院課題組［27］，pp.3-14。

（註８)吐尓遜娜依・熱依木［42］，pp.6-12。

第３節 課題と本論文の構成

そこで本論文では，多面的な意義をもつ定住

化の成功を展望する立場から，定住化政策がす

すめられた地域（定住地・定住点）と定住化し

た牧畜業経営（以下，定住農家）を対象に，定

住化政策がすすめた地域の生産・社会生活基盤

の整備と，定住化に伴う定住農家の経営・生活

方式の変容に着目した実態分析をおこない，定

住農家をとりまく環境条件の諸変化，それらに

規定された経営展開，新たな生活様式への移行

といった観点から，定住化による草原牧畜業経

営の変化を総合的に把握し，特徴づけることを

課題とする。このような課題を設定するのは，

定住農家が定着を確実なものとするには，定住

により経営や生活が好転することが不可欠であ

り，定住農家がそうした実態にあるのか，それ

を規定する要因を把握することが必要であると

考えるからである。

実態分析は，新疆の代表的な草原牧畜業地帯
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である昌吉（チャンジ）回族自治州，伊 （イ

リ），阿勒泰（アルタイ）の３地区にわたる５つ

の定住地（点）において実施した調査結果にも

とづいている（調査定住点の位置は図1－1参

照）。

本論文の構成は序章，終章を含む６章構成と

なっている。

第１章「新疆における牧畜業の概観と特徴」

は，新疆における牧畜業の現状と推移を統計資

料にもとづいて概観し，新疆牧畜業の位置づけ

と地域別の特徴，また，牧畜業の展開にかかわ

る近年の特徴的な諸変化を確認する。

第２章「定住化政策の実施と新たな差異の形

成」は，新疆における定住化政策の内容を把握

したうえで，定住化政策がすすめた環境条件の

変化を地域間の重層的な差異の形成という視点
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から整理し，実態分析の視角を提示する。

第３章「定住化による生産・社会生活基盤の

形成」は，事例定住地を対象として生産・社会

生活基盤の整備状況を具体的に分析する。

第４章「牧畜業経営の現況と定住化による変

容」は，事例定住地における定住農家の経営・

生活方式の変化に関する実態分析をおこなう。

最後に，終章「定住化による草原牧畜業の変

化」は，以上の分析を踏まえた総合的考察をお

こない，本論文の結論を提示する。

第１章 新疆における牧畜業の概観と特徴

本章は，本論の考察対象となる新疆牧畜業の

特徴を把握することによって，新疆牧畜業の位

置づけと展開過程を明らかにすることを課題と

する。90年代以降の新疆牧畜業はどのような特

徴を持って展開しているのか，統計的資料に基

づいて統計分析を行い，新疆における各地域の

うち主要な牧畜地域あるいは遊牧地帯を確認す

る。これらの地域を新疆牧畜業の代表的地域と

して位置付けをして，新疆牧畜業の特徴および

動向を整理する。それに各地域の遊牧条件が定

住化率を左右していることを指摘する。また，

定住化政策の背景となる課題を明らかにする。

第１節 新疆における牧畜地域の分布

新疆における牧畜業は草原牧畜業が一般的で

ある。ここでは新疆における牧畜業地帯の分布

を草地資源の分布によって把握する。ただし，

新疆における土地資源に関する統計資料は，新

疆全体の数字のみであり，各地域に関する数字

については公表されていない。そのためここで

は新疆牧畜庁の『新疆草地資源及其利用』（註１）

により，新疆における草地資源の分布に基づい

て考察を行う。

１．新疆の概要

新疆は北緯34°25′～49°10′，東経73°42′～96°

23′にあって（日本の旭川と同じくらいで，日本

とは三時間の時差がある），中国の西北部に位置

しており，総面積は約１億6,628万 haで，中国

全国土面積の約６分の１を占めている。中国で

はもっとも大きい一級的行政区であり，また

ユーラシア大陸の中腹にも位置する。ロシア・

カザフスタン・キルギスタン・タジキスタン・

パキスタン・モンゴル・インド・アフガニスタ

ンなど８つの国家と隣接し，国境線は5,600

km余りである。

新疆の境界線の北縁部はアルタイ山脈（平均

標高4,300m前後），南縁部はコンロン山脈（最

高標高は8,600m）によって囲まれ，非常に閉鎖

的な地形となっている（図1－1）。また新疆は東

西に向かって走る天山山脈（最高標高は7,400

m）によって中央部で二分されており，それぞれ

図1－1 新疆の地形と事例地域の位置
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北新疆，南新疆とも呼ばれ，自然条件などに著

しい相違がある。しかし，それぞれに大きな盆

地が存在すること（北新疆にジュンガル盆地，

南新疆にタリム盆地），更に盆地のなかにそれぞ

れ砂漠地域があること（北新疆にグルバンテュ

ンギュト砂漠，南新疆にタクラマカン砂漠）な

ど，地勢に共通する側面もみられる。これらの

砂漠盆地のなかに数多くのオアシスが点在して

おり，そこに限って昔から農業生産が盛んに行

われている（註２）。

新疆は豊富な水度光熱資源を擁し，日照時期

が長い，積温度が高い，昼夜の温度格差が大き

い，無霜期が長いなどの特徴を持つ。気候は大

陸性気候で夏は高温，冬は寒さが激しく乾燥す

る。年間平均気温は北新疆で８℃，南新疆で

11℃である。また最寒の１月の平均気温は北新

疆で－17℃前後，南新疆で－10℃前後で，最暖

７月の平均気温は北新疆で20～25℃，南新疆で

25～27℃である。年降水量は砂漠盆地の10mm

から高山地帯の600mmまでと変化は大きい

が，全体に降水量は少なく，平均で150mmで

ある。水資源は季節的要因の影響を受け，地域

的及び特期的な分布は一様でない。また，地表

水の蒸発量が大きいため，ある地域では水資源

は不足している（註３）。

新疆では14個地区・自治州・市と88個県（県

級市）があり，それ以外また特別な社会組織で

ある新疆生産建設兵団がある。2005年年末に新

疆の総人口は2,010万人となり（表1－1），うち

少数民族人口は総人口の60.4％を占める。新疆

には合計47個民族成分があり，うち主要な民族

が13個である。各民族中，人口がもっとも多い

のはウイグル族で（923.5万人），総人口数の

45.9％，漢民族を除いた少数民族人口の76.0％

を占める。次は漢民族で795.7万人となり，総

人口の39.6％を占める。その次はカザフ族で

表1－1 新疆人口の分布 （単位：％）

民族別割合

地区
総人口

（万人）
少数民族

漢族 計 ウイグル カザフ モンゴル キルギス その他

新疆総計 2,010 39.6 60.4 76.0 11.6 1.4 1.4 9.5

阿勒泰
アルタイ

地区 63 42.8 57.2 2.8 87.9 1.6 0.0 7.6

伊
イリ

地区 260 40.2 59.8 39.6 34.2 2.1 1.0 23.2

昌吉
チャンジ

回族自治州 158 74.4 25.6 15.8 32.6 1.7 0.0 49.8

塔城
ターチン

地区 97 58.3 41.7 9.7 59.5 8.1 0.5 22.2

北
新
疆

博尓塔拉
ボルタラ

蒙古自治州 46 67.7 32.3 39.0 28.9 18.3 0.1 13.8

哈密
ハミ

地区 54 69.0 31.0 58.6 28.6 1.4 0.0 11.5

烏魯木斉
ウルムチ

市 194 73.7 26.3 49.7 10.6 1.6 0.3 37.8

克拉瑪依
カラマイ

市 26 75.2 24.8 62.1 16.4 3.5 0.2 17.9

吐魯番
トルファン

地区 58 23.1 76.9 91.3 0.1 0.0 0.0 8.6

北新疆計 955 57.5 42.5 39.1 33.9 2.9 0.5 23.7

克孜勒蘇 尓克孜
キジルス・キルギス

自治州 48 7.0 93.0 68.8 0.0 0.0 29.8 1.3

巴音郭
バインゴロン

蒙古自治州 117 57.9 42.1 76.6 0.2 9.7 0.0 13.4

南
新
疆

阿克蘇
アクス

地区 226 25.7 74.3 98.1 0.0 0.1 0.6 1.2

喀什
カシュガル

地区 369 8.5 91.5 98.4 0.0 0.0 0.2 1.4

和田
ホータン

地区 183 3.1 96.9 99.8 0.0 0.0 0.0 0.2

南新疆計 943 17.7 82.3 95.6 0.0 0.6 1.9 1.9

資料：『新疆統計年鑑』2006より作成。

註：総人口は2005年の１％のサンプリング調査数字を依拠して推定したもの。各地区民族の数値は公安数

字をもとに算出しており，総人口の内訳と一致しない。
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141.4万人となり，総人口の7.0％，少数民族人

口の11.6％を占める。残り回族・モンゴル・キ

ルギスなど他の民族は総人口の7.5％を占め

る。また，人口の各地域での分布を南北新疆別

でみてみると，総人口は北新疆（955.1万人）が

南新疆（943.1万人）よりやや高くなっている。

民族のうち，北新疆では漢民族の割合が57.5％

で，少数民族の割合が42.5％となっている。ま

たその少数民族のうちウイグル族・カザフ族・

その他の民族はそれぞれ約４・３・３割を占め

る。南新疆では漢民族の割合が17.7％で，少数

民族の割合は82.3％となっている。少数民族の

うち最も多いのがウイグル族で95.6％を占め，

他の民族はわずか0.4％しか占めていない。こ

れによって，北新疆は約６割を占める漢民族以

外，主な少数民族であるウイグル族とカザフ族

の分布はほぼ均衡しており，それ以外の少数民

族も集中して分布していることと，南新疆はウ

イグル族が中心となる地域であることが考えら

れる。

土地利用の形態についてみると，耕地および

草地面積の割合はそれぞれ２％，29％であり，

ゴビ砂漠などの利用不能地（非農業用地）の割

合は63％であり，残りは水域３％，林地２％，

生活用地１％となっている（図1－2）（註４）。

以上のように新疆の国土面積が中国で一番広

いにもかかわらず，利用可能な土地の割合が限

られたものであり，自然条件も厳しいことがわ

かる。だだし，その可利用土地のうち草地面積

が最も広くみられ，新疆は遊牧による牧畜業を

展開するに適応する地域であることを確認でき

ると考えられる。

２．新疆生産建設兵団と本論文上の位置付け

新疆生産建設兵団（以下「兵団」と呼ぶ）は，

新疆で中国人民解放軍から離れ，軍隊組織で農

耕生産と辺境防衛という二重任務を執行する特

有国家機関である。

1952年当時，新疆に駐屯していた人民解放軍

第２軍，第６軍，第15軍の大部分約10万人が

屯田開墾と辺境防衛任務を与えられたのに始ま

り，1954年には中央から正式に新疆軍区生産建

設兵団の名称を与えられ，開墾地は国営農牧場

となった。中心地は天山北麓中段，ジュンガル

盆地の南縁に位置する石河子（シヘズ）市に所

在する。1956年12月には全員が復員手続きを

取って軍籍を離れたが，その後も各地の知識青

年や復員軍人を集めて拡張を重ね，現在では総

数254万人で，88％は漢民族である。14個師（13

個農業師と１個建築工程師を含む），185個団場

（うち11個建築工程隊で，残り174個は農牧団

場である）を数え，517社独立計算を行う工業・

交通・建築・商業企業があり，うち上場企業11

社と大学２校，農業開墾科学院，国家級石河子

経済技術開発区を有する。

これらの組織は新疆の各地域に分布され（図

1－3），新疆の政治と経済に重要な地位を占め

る。農業は兵団の基礎的産業であり，表1－2に

示したように，兵団の総人口は新疆総人口の

13％，土地総面積は新疆土地総面積の４％しか

占めてないのにもかかわらず，耕地面積は新疆

耕地面積の26％を占める。それに兵団における

耕種農業は規模が大きい，機械化率が高い，水

利など生産基礎施設が完備であり，小麦や綿花

など作物の単収は新疆及び全国で高いレベルで

ある。綿花・植物油・糖などの主要な生産基地

となっている。農林牧漁業総生産値からみれば，

新疆総体の33％となり，かなり高い割合を占め

ている。構造から見ても，農業生産値は総生産

図1－2 新疆における土地利用形態

資料：沙塔尓尼亜孜［20］，pp.114より引用。

註：１）生活用地は居住地，工鉱用地，

交通用地等を示す。

２）水域には氷河・積雪面積を含む。
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値の73％あまりを占め，新疆の平均レベル

（72％）よりも上回っている。相対的に牧畜業

をみてみると，兵団の草地面積は新疆草地面積

の５％しか占めていない。牧畜業生産値は総生

産値の14％しか占めていない。これは新疆の平

均（22％）よりかなり低くなっているが，新疆

牧畜業生産値に占める割合は20％となってい

る。『新疆統計年鑑』2006をよると，2005年に

兵団に属する牧畜業人口はわずか319戸，1457

人しかないことが分かる。これによって兵団の

牧畜業は草原牧畜業よりも各農業師・団場にお

ける農区牧畜業に依存していると考えられる

（註５）。

そこで本論は上述した分析によって得た兵団

における草原牧畜業の割合はとても小さいとい

う結論を依拠とし，以下に行う遊牧地帯におけ

る牧畜業および定住化問題に関する分析では兵

団を省略し，各地方地域を主として分析を行う

ことにする。

３．新疆における草地資源の分布

まず牧畜業にとって最も主要となる草地資源

が新疆全土地資源に占める位置を把握する。表

1－3は，新疆各地域における各地類面積の割合

を示している。新疆の総土地面積は約１億

6,628万 haであり，各地類の面積とその割合を

みると，自然草地面積は約5,726万 haで，新疆

総土地面積の34.4％を占める。非草地の面積お

よび新疆全体に占める割合はそれぞれ以下のよ

うになっている。農業用地面積は630万 ha

（3.8％），林地面積は約207万 ha（1.2％），灌

木林地面積は77万 ha（0.5％），稀疏植被（希少

な植生）面積は2,385万 ha（14.4％）， 河およ

び永雪区面積は423万 ha（2.6％），沼沢地面積

は９万 ha（0.05％），水域面積は 66万 ha

（0.4％），城鎮工鉱区用地面積は22万 ha

（0.1％），それ以外全新疆における裸地の面積

図1－3 新疆生産建設兵団の分布

表1－2 新疆生産建設兵団の概況

人口 土地資源（万ha） 農林牧漁業総生産値

総人口
（万人）

少数民族
割合（％）

総面積 耕地面積 草地面積
総生産値
（億元）

農業生産値
（億元） 割合（％）

牧業生産値
（億元） 割合（％）

新 疆 2,010 60.0 16,649 406 5,116 831 596 72.0 184 22.0

兵 団 254 12.0 690 106 240 274 201 73.0 38 14.0

〃割合 12.6 4.1 26.1 4.7 33.0 33.7 21

資料：『新疆統計年鑑』2006年，新疆生産建設兵団http://www.bingtuan.gov.cn/より作成。
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は7,080万 ha（42.6％）となっている。つまり

裸地を除けば，草地資源は新疆で最も広い土地

資源であることと，これらの草地資源は新疆牧

畜業の展開にとって重要な基礎になっていると

言える。

つぎに，草地資源の割合を地域別で見ると（同

表1－3），総土地面積に占める自然草地面積の

割合は，新疆平均で34.4％を示しているが，北

新疆と南新疆の平均を見ると，大きな差異がみ

てとれる。北新疆の平均は55.1％と高く，北新

疆に属する９つの地域のうち，50％以上の割合

を示している地域は２地域，60％以上の割合を

示している地域は５地域ある。そのなかでも阿

勒泰地区の自然草地面積割合が最も高く

（83.4％），確実に草原地帯であるといえよう。

南新疆の平均は22.6％と低く，このうち克孜勒

蘇 尓克孜自治州（キルギス州）のみ自然草地

面積の割合が高い（45％）。ただし，自然草地面

積に占める可利用草地面積の割合は，新疆の平

均は83.8％となっているのに対して，北新疆は

84.1％，南新疆は83.5％であり，地域別で見て

も大きな開きは見られない。

続いて，農業用地すなわち耕種業用地の割合

を地域別で見ると（同表1－3），総土地面積に占

める農業用地面積の割合は，新疆の平均で

3.8％を示している。北新疆と南新疆の平均は，

草地資源と同様に大きな差異がみてとれる。北

新疆の平均は6.4％であり，この平均より高い

地域は６地域，そのうち地域面積の10％以上の

割合を占める地域が５地域となっている。南新

疆の平均は2.3％であり，この平均より高い地

域は，２地域しかない。これにより北新疆では

農業用地の占める割合が南新疆に比べて高いこ

とが分かる。なおかつ伊 地区，昌吉回族自治

州などいくつかの地域は牧畜業と耕種業を並行

している主要な地域であると考えられる。

このように，新疆は土地資源のうち草地資源

が貴重な資源であり，草原牧畜区として位置づ

けられる。その分布によって，北新疆の土地面

積の55％以上は草地資源であることから，北新

疆は新疆における主要な牧畜地帯であると考え

られる。また，そのなかでも，阿勒泰地区，伊

新疆総計 16,62834.4 83.8 3.8 1.2 0.5 14.3 2.5 0.1 0.4 0.1 42.6

阿勒泰地区 1,18083.4 73.6 2.6 4.1 0.8 1.2 5.8 1.0 0.1 1.1
伊 地区 56260.9 90.8 14.5 7.4 0.3 0.0 16.2 0.0 0.4 0.2 0.0
昌吉回族自治州 86864.2 90.7 11.2 2.1 0.1 15.8 2.4 0.1 0.1 4.1
塔城地区 92676.0 81.3 11.5 0.7 1.1 2.3 3.9 0.1 0.2 4.3

北
新
疆

博尓塔拉蒙古自治州 24268.9 97.4 7.5 2.7 0.5 7.6 1.5 4.1 0.3 7.0
哈密地区 1,40428.4 93.3 1.1 0.3 0.0 39.7 0.1 0.1 0.1 30.2
烏魯木斉市 11155.8 95.0 10.9 4.2 0.2 9.6 0.7 1.3 17.2
克拉瑪依市 9550.6 70.5 10.3 1.9 29.3 0.5 6.8 0.6
吐魯番地区 66811.0 90.4 2.0 0.1 0.0 22.9 0.1 0.3 0.0 0.1 63.5

北新疆計 6,05655.1 84.1 6.4 2.2 0.4 15.5 3.7 0.0 0.5 0.2 16.1

克孜勒蘇 尓克孜自治州 73345.0 91.7 1.2 0.1 0.1 16.3 3.9 0.0 0.0 33.3
巴音郭 蒙古自治州 4,77823.1 74.8 0.6 0.4 0.4 9.6 0.9 0.1 0.4 0.1 64.5

南
新
疆

阿克蘇地区 1,30027.2 94.2 7.0 2.7 1.8 22.6 1.5 0.8 0.2 36.1
喀什地区 1,27826.7 84.2 6.9 1.3 0.0 31.0 2.7 0.4 0.0 31.0
和田地区 2,48310.6 94.2 1.2 0.2 0.3 7.3 3.0 0.1 0.1 77.1

南新疆計 10,57222.6 83.5 2.3 0.7 0.5 13.7 1.9 0.1 0.4 0.1 57.8

資料：新疆ウイグル自治区牧畜庁『新疆草地資源及其利用』，新疆科技衛生出版社，1993年より作成。

註：１）空欄はその地域で相当する地類がないことを，0.0％は単位に満たないことをそれぞれ意味する。

２）裸地とは植物も生えない土地を示す。

３）稀疏植被は希少な植生である。

表1－3 新疆各地区・州における各地類面積の割合 （単位：万ha，％）

自然
草地

うち
可利用
草地

農業
用地

林地
灌木
林地

稀疏
植被

河及び
永雪区

沼沢 水域
城鎮
工鉱区

裸地

総土地面積に占める割合

総土地

面積
地区
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地区，昌吉回族自治州，塔城（タチン）地区，

博尓塔拉（ボルタラ）蒙古自治州などでの自然

草地面積の割合は高く，これらの地域は新疆草

原牧畜業が展開する中心的な地域であることを

示唆している。

４．新疆草地資源における各季節営地の分布

気候，地形と水源などの特徴によって自然草

地を季節的に遊牧して利用するのが新疆草原牧

畜業における基本的な生産方式であり，その移

動は垂直型で行うのが顕著的特徴である。放牧

的観点から新疆の草地資源は大体冬営地・春／

秋営地・夏営地といった３類に分かれ，それぞ

れの分布は，冬営地は普段農業地域周辺あるい

は牧畜業村の周辺にある丘陵山区に分布してい

る。春／秋営地は耕種農業地域と低山丘陵間の

平原地域に位置する。夏営地は高山地域に分布

している。具体的に，自然草地は利用する時期

によって夏営地・春秋営地・冬営地・夏秋営地・

冬春営地・冬春秋営地・全年（四節）営地の７

つに分類されている。これらの季節営地の分布

は図1－4のようになっている。

新疆における各季節営地の面積および割合は

（表1－4），冬営地の割合が最大で，草地総面積

の約３分の１（30.8％）を占める。次は春秋営

地（18.9％）で，全年営地，夏営地，夏秋営地

と冬春営地と続き，冬春秋営地が最小（6.5％）

となっている。また各季節営地のうち自然草地

面積に占める可利用面積の割合は，夏営地

（91.9％）と冬春秋営地（91.2％）が最大で，

冬営地（79.1％）と全年営地（79.3％）が最小

となっている。ここで指摘するべきは，冬営地

の割合は30.8％と最大であるにもかかわらず，

可利用面積が79.1％と最小であるということ

である。これは家畜頭数の増加によって，越冬

飼料が不足する問題の重要な要因となる。それ

と同時に定住化政策を実施する理由の一つであ

ると考えられる。すなわち定住化政策を実施す

図1－4 新疆の季節牧場

資料：権藤与志夫所編著［70］，pp.106より引用。

表1－4 新疆における各季節営地の面積と割合

（単位：万ha，％）

自然草地面積 A 可利用草地面積 B
季節営地 B/A

面積 割合 面積 割合

新疆総計 5,726 100.0 4,801 100.0 83.8

冬営地 1,766 30.8 1,396 29.1 79.1

春秋営地 1,083 18.9 943 19.7 87.1

全年営地 929 16.2 736 15.3 79.3

夏営地 695 12.1 639 13.3 91.9

夏秋営地 481 8.4 397 8.3 82.5

冬春営地 402 7.0 352 7.3 87.7

冬春秋営地 369 6.5 337 7.0 91.2

資料：新疆ウイグル自治区牧畜庁『新疆草地資源及

其利用』，新疆科技衛生出版社，1993年より作

成。
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る理由の一つとして，定住化することで冬以外

の季節に用意した餌と配合飼料を畜舎の家畜に

与えることが可能となり，これによって越冬飼

料不足問題を緩和させることがあげられる。

表1－5は新疆各地域における季節営地の割

合を示している。まず北新疆では夏営地，春秋

営地と冬営地の割合が高く（10％以上），そのう

ち冬営地が最も高く約47.8％となっている。春

秋営地は約29.2％となっている。地域別でみて

も，季節営地の構造がほぼ同じであり，冬営地

の割合が最高で，春秋営地，夏営地の割合がそ

の次に高い。伊 地区と吐魯番（トルファン）

地区のみ季節営地の割合の順番が異なり，伊

地区では夏営地，冬営地，春秋営地，吐魯番地

区では冬営地，夏営地，春秋営地となっている。

次に南新疆をみると，平均で全年営地の割合

が最高で，夏秋営地，冬春営地はその次に高く

なっているが，夏営地と冬営地の割合も10％前

後となっている。地域別では，各地域の季節営

地構造がそれぞれ様々な構造となっている。こ

れは北新疆が中温帯乾燥地域で，南新疆は暖温

帯乾燥地帯であることによって，北新疆と南新

疆の地形・気候・水文・土壌など地理要因の違

いがあることと，各地域のこのような自然・地

理環境の違いによって各季節営地の分布も様々

であると考えられる。これによって北新疆と南

新疆における各営地の分布には地域性が見られ

ることを指摘できる。たとえば，北新疆におけ

る牧畜業は，主に冬営地，春秋営地，夏営地と

いった３つの季節営地を利用して行われている

ことが考えられる。

このように草地資源の分布を整理すると，新

疆における牧畜業は，自然草地資源の分布に

よって北新疆を中心に展開していることが分か

る。また，北新疆と南新疆における自然・地理

環境は新疆牧畜業に地域性をもたらす最も重要

な要素であることが指摘できる。季節営地の分

布によって，各地域の草地資源条件にはそれぞ

れ違いがみられ，各地域の牧畜業の展開にも影

響をおよぼしていると考えられる。

注

（註１)新疆維吾尓自治区畜牧庁［20］を参照の

こと。

（註２)権藤与志夫［74］を参照のこと。

（註４)沙塔尓 尼亜孜［75］を参照のこと。

（註５)新疆生産建設兵団WEBサイトhttp://

www.bingtuan.gov.cn/を参照のこと。

新疆総計 5,726 30.8 18.9 12.1 16.2 8.4 7.0 6.5

阿勒泰地区 984 51.8 34.7 11.4 2.1
伊 地区 342 27.1 26.7 33.2 0.5 12.5
昌吉回族自治州 558 56.2 29.4 7.5 2.1 1.9 2.9
塔城地区 703 54.4 28.0 14.5 3.1

北
新
疆

博尓塔拉蒙古自治州 167 46.0 38.0 15.9
哈密地区 398 31.9 19.3 6.7 17.8 24.3
烏魯木斉市 62 39.5 28.9 18.1 7.8 1.3 4.2 0.2
克拉瑪依市 48 66.6 33.4
吐魯番地区 74 51.2 10.8 17.8 18.4 1.8

小計 3,336 47.8 29.2 13.4 3.1 0.1 0.4 6.0

克孜勒蘇 尓克孜自治州 330 8.2 0.7 20.6 48.0 22.5
巴音郭 蒙古自治州 1,102 7.9 8.1 14.5 47.7 11.4 7.8 2.5

南
新
疆

阿克蘇地区 354 20.8 3.9 7.4 42.5 8.8 6.7 10.0
喀什地区 341 1.7 1.6 10.4 30.7 42.8 3.0 9.8
和田地区 263 16.5 41.6 41.8

小計 2,390 9.5 4.5 10.3 33.5 19.1 16.2 6.9

資料：新疆ウイグル自治区牧畜庁『新疆草地資源及其利用』，新疆科技衛生出版社，1993年より作成。

註：空欄はその地域で相当する営地がないという意味をする。

冬春秋
営地

冬春
営地

夏秋
営地

全年
営地

夏営地
春秋
営地

冬営地

自然草地面積に占める割合自然
草地
面積

地区

表1－5 新疆各地域・州における季節営地の割合 （単位：万ha，％）
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第２節 新疆における牧畜業の現状

１．新疆牧畜業の概況

改革開放以来，中国における牧畜業は，農村

経済の「支柱産業」の一つである。現在，牧畜

業の総生産値は全国の農林牧漁業（註６）総生

産値の３分の１に達し，なかでも耕種業および

林業に比べて，牧畜業の伸びは著しく，農林牧

漁業に占める割合も次第に増加する傾向にあ

る。

新疆における牧畜業は前節で述べたように，

自然条件の厳しさにもかかわらず新疆の牧畜業

生産値の増加率は全国水準とほぼ同等であり，

新疆の畜産物消費需要を満たしている。表1－6

では中国における牧畜業省（自治区）（註７）そ

れぞれの主な畜産物の生産量を示している。う

ち羊肉，綿羊毛，山羊毛，羊絨（カシミヤ）な

ど畜産物の生産量が内モンゴルに次いで上位に

なっている。さらに，牛肉と乳類の生産量も４

位であり，新疆は中国における重要な畜産物の

生産地であると言える。

また，1990年から2005年までの全国農林牧

漁業総生産値についても5.1倍に伸びている

（表1－7）。そのうち，農業生産値は4.0倍，牧

業生産値は6.8倍である。牧畜業12省（自治区）

の伸びは総生産値，農業生産値，牧業生産値い

ずれも全国の平均より高く，それぞれ5.6倍，

4.4倍，8.5倍となっている。それに牧業生産値

の伸びが最も顕著であり，これは中国および各

地方政府の農業構造を調整し，農業と牧畜業を

同様に重んずる，牧畜業の発展を重視する政策

の結果であると考えられる。新疆では，1990年

から2005年までの総生産値と農業生産値の倍

率は全国と牧業12省の平均より高いが，牧業生

産値（6.2倍）は全国平均よりやや低くなってい

る。しかし，1990年から2000年までの倍率は

3.9倍となり，全国平均（3.8倍）より高かった。

家畜飼養頭数とその変化をみると（表1－8），

2005年年末の実数では，全国の場合豚の頭数が

最大で，その次は羊，牛の順になっている。牧

業12省の場合では羊が最大で，その次は豚，牛

の順になっている。そのうち，新疆では羊（4,356

万頭），牛（504.2万頭），豚（228.5万頭）の順

になっている。このことから新疆は羊を主とし

た牧畜業が展開していると考えられる。しかし，

家畜の変化動向をみると，1990年から2005年

までには，全国と牧業12省の倍率は羊が最大，

表1－6 中国牧業省における畜産物生産量（2005年）

（単位：万 t，t，％）

肉類生産物 毛類生産物牧業省
（自治区）

乳類
合計 羊肉 牛肉 綿羊毛 山羊毛 羊絨

全 国 計 Ａ 7743.1 435.5 711.5 2864.8 393,172 36,904 15,435

牧業省 計 Ｂ 2603.7 251.0 352.6 2032.7 347,152 25,094 13,193

新 疆 Ｃ 143.3 59.9 34.2 159.8 89,772 4,067 1,258
内蒙古 229.5 72.4 33.6 696.9 94,902 7,558 6,395
河 北 571.9 33.7 86.9 348.6 36,466 3,565 890
山 西 68.2 7.4 6.9 73.8 8,805 1,740 795
遼 寧 347.9 7.1 42.2 78.8 10,412 1,680 1,053
吉 林 260.2 4.2 51.0 30.0 19,971 425 60
黒龍江 173.5 10.7 31.1 444.2 25,734 874 791
四 川 653.6 20.0 28.5 59.0 5,801 495 21
西 蔵 21.5 7.5 12.8 27.0 8,718 1,226 906
甘 粛 82.1 12.5 12.8 31.7 21,134 1,794 416
青 海 25.8 9.2 7.4 25.0 16,501 1,151 355
寧 夏 26.2 6.4 5.2 57.9 8,936 519 253

牧業省割合 Ｂ/Ａ 33.6 57.6 49.6 71.0 88.3 68.0 85.5

新疆の割合 Ｃ/Ａ 1.9 13.8 4.8 5.6 22.8 11.0 8.2

資料：『中国統計年鑑』，2006より作成。

註：肉類生産物・乳類の単位は万 t，毛類生産物の単位は tである。
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豚が最小となっているが，新疆では豚の倍率は

最も（2.5倍）高い。それに全国と牧業12省の

平均（同様1.4倍）よりもかなり高い。反対に

羊と牛の倍率は全国および牧業12省の倍率よ

り低くなっている。イスラム民族が中心となる

新疆で豚の倍率はこのように高くなっていると

いうことは，中央政府と新疆政府が実施してき

た新疆建設に支援する政策や西北大開発政策に

よって，他の地域から非イスラム民族が新疆に

大量に入ってきていることが考えられる。

家畜のこのような変化を1990年から2000年

まで，2000年から2005年までと分けてみる。ま

ず1990年から2000年までの動向をみると，豚

の伸びは最大で1.5倍になっているが，その次

は羊1.3倍，牛1.0倍となっている。これによっ

て，豚以外に，新疆牧畜業は羊を中心に展開し

ていたことがわかる。しかし，2000年から2005

年の動向をみると，豚の伸びはまた最大で1.7

倍となるが，その次は牛1.3倍で，羊1.2倍と

なっている。これは，2000年にかけて新疆では，

表1－7 全国農林牧漁業総生産額の推移 （単位：億元）

2005年 ’05/’90 ’05/’00 ’00/’90

農林牧漁
総生産額

農業
生産額

牧業
生産額

農林牧漁
総生産額

農業
生産額

牧業
生産額

農林牧漁
総生産額

農業
生産額

牧業
生産額

農林牧漁
総生産額

農業
生産額

牧業
生産額

全国計 39,451 19,613 13,311 5.1 4.0 6.8 1.6 1.4 1.8 3.3 2.8 3.8

牧業省計 12,853 6,386 5,203 5.6 4.4 8.5 1.7 1.6 2.1 3.2 2.8 4.0

新 疆 831 596 184 5.7 5.7 6.2 1.7 1.7 1.6 3.4 3.5 3.9
内蒙古 980 474 445 6.2 5.3 9.6 1.8 1.5 2.2 3.5 3.5 4.4
河 北 2,601 1,258 1,124 7.3 5.3 13.5 1.7 1.5 1.8 4.3 3.5 7.4
山 西 484 282 149 3.9 3.3 5.4 1.5 1.3 1.7 2.6 2.5 3.2
遼 寧 1,672 640 636 6.1 4.4 8.4 1.7 1.4 2.1 3.5 3.2 4.0
吉 林 1,050 518 468 5.6 3.8 11.3 1.7 1.6 1.7 3.2 2.4 6.5
黒龍江 1,294 719 461 5.3 4.0 9.4 2.1 1.7 2.6 2.5 2.3 3.6
四 川 3,120 1,396 1,480 4.9 3.8 7.1 1.7 1.8 2.7 2.9 2.2 2.6
西 蔵 68 25 30 3.9 3.5 3.6 1.3 1.0 1.3 3.0 3.6 2.9
甘 粛 522 363 129 5.1 5.4 4.9 1.6 1.5 1.8 3.1 3.5 2.7
青 海 94 36 52 3.8 3.2 4.7 1.7 1.5 1.7 2.3 2.2 2.8
寧 夏 138 79 46 5.6 4.6 8.5 1.8 1.7 1.8 3.1 2.7 4.8

資料：『中国統計年鑑』各年より作成。

註：データを一致させるため，2000・2005年の四川には重慶市を加えた。

表1－8 全国家畜飼養頭数の推移 （単位：万頭）

2005年 ’05/’90 ’05/’00 ’00/’90

総数 羊 牛 豚 総数 羊 牛 豚 総数 羊 牛 豚 総数 羊 牛 豚

全国計 103,548 37,266 14,158 50,335 1.5 1.8 1.4 1.4 1.2 1.3 1.1 1.1 1.3 1.4 1.3 1.2

牧業省計 47,434 23,279 6,415 16,290 1.5 1.7 1.5 1.4 1.2 1.3 1.2 1.1 1.2 1.3 1.3 1.2

新 疆 5,324 4,356 504 229 1.5 1.5 1.3 2.5 1.2 1.2 1.3 1.7 1.3 1.3 1.0 1.5
内蒙古 6,942 5,420 576 739 1.6 1.8 1.5 1.4 1.4 1.5 1.6 0.9 1.2 1.2 0.9 1.5
河 北 6,565 2,482 827 3,064 2.1 2.3 4.0 2.1 1.2 1.2 1.2 1.3 1.8 1.9 3.4 1.6
山 西 1,805 1,029 219 463 1.3 1.5 1.2 1.3 1.0 1.0 1.0 1.0 1.3 1.5 1.3 1.3
遼 寧 2,945 996 345 1,454 1.7 3.7 2.3 1.3 1.4 2.6 1.4 1.1 1.2 1.4 1.7 1.2
吉 林 1,680 430 550 615 1.6 1.8 2.9 1.2 1.1 1.2 1.3 1.0 1.5 1.5 2.3 1.3
黒龍江 3,078 1,180 527 1,317 2.4 4.2 2.2 2.0 1.5 2.3 1.1 1.3 1.6 1.8 1.9 1.5
四 川 10,820 1,891 1,421 7,501 1.3 2.0 1.4 1.1 1.2 1.3 1.2 1.2 1.1 1.6 1.2 1.0
西 蔵 2,415 1,698 633 30 1.1 1.0 1.3 1.8 1.1 1.0 1.2 1.3 1.0 1.0 1.0 1.4
甘 粛 2,791 1,526 309 650 1.2 1.4 0.9 1.1 1.2 1.3 0.9 1.2 1.0 1.0 1.0 0.9
青 海 2,324 1,766 406 105 1.0 1.1 0.8 1.1 1.1 1.1 1.0 1.0 0.9 1.0 0.7 1.1
寧 夏 744 505 98 123 1.6 1.6 3.5 1.9 1.2 1.3 1.6 1.0 1.3 1.2 2.2 1.8

資料：『中国統計年鑑』各年より作成。

註：１）データを一致させるため，2000・2005年の四川には重慶市を加えた。

２）羊は綿羊と山羊の合計である。
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市場の乳製品消費需要と乳製品加工生産需要が

増加していることと，政府の乳業（酪農）を発

展させる方針が要因になると考えられる。また，

新疆家畜の概況を新疆における主な家畜の歴年

頭数（図1－5）からもみてとれる。そして羊の

なかでも綿羊の増加が著しいことが指摘でき

る。

以上の分析により，新疆は中国における草原

牧畜業の主要な展開地域の１つであることがわ

かる。それに，新疆における草原牧畜業は羊を

中心に展開されていることも明確になった。以

下では新疆牧畜業の動向について具体的に分析

を行う。

２．牧畜農家の動向

牧畜農家の推移を『新疆統計年鑑』によって

みると，1990年の新疆における郷村人口（註８）

戸数は約170万戸で，そのうち牧畜農家戸数は

10万戸であったものが，2005年には郷村人口戸

数は224万戸，牧畜農家戸数は24万戸まで増加

し，郷村人口戸数に占める牧畜農家戸数の割合

はそれぞれ5.9％から10.6％へと増加した。こ

れによって，人口の自然増加に伴い郷村人口も

増加傾向にあることと，牧畜業人口の割合が高

くなってきたことが分かる。

表1－9では，1990年から2005年における郷

村人口戸数に占める牧畜農家戸数の割合を示し

た。新疆全体，地方計（註９），南北新疆小計か

らみると，牧畜農家戸数の割合は次第に増加し

ていることがみてとれる。各地域からみても，

穏やかに増加する傾向であることがみてとれ

る。とくに北新疆における牧畜農家の割合が南

新疆より高く，なかでも阿勒泰地区，伊 地区，

昌吉回族自治州の牧畜農家割合は，高い割合で

推移してきている。なかでもほぼ地方平均の

10％以上の割合を示している地域が８地域見ら

れるが，そのうちの７地域は北新疆に属してい

る。そのなかでも阿勒泰地区の牧畜戸数割合が

最も高く（33.6％），伊 地区と昌吉回族自治州

は北新疆の平均に大体相当する。南新疆では克

孜勒蘇 尓克孜自治州のみ牧畜戸数の割合が高

い。すなわち新疆のなかでも北新疆は牧畜業に

従事している牧畜農家の割合が高く，阿勒泰地

区をはじめとして牧畜業の展開している地域で

あることが言える。

さらに，北新疆において郷村人口戸数に占め

る牧畜農家の割合が南新疆より高いのは，先述

してきた自然環境すなわち自然草地資源の分布

と関連しており，北新疆各地域に牧畜業が展開

する条件をより多くもたらしていると考えられ

る。また，郷村人口戸数に占める牧畜農家の割

図1－5 新疆における主要家畜頭数の推移

資料：『新疆統計年鑑』，2006年より作成。
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合が年々高くなってきたのは，中国の「一人っ

子政策」に対して少数民族の人口数が増加して

いることと，伝統的な季節によって移動すると

いう遊牧といった生産方式で牧畜農家の他産業

への流動する可能性が耕種業などの農家より低

くなることが考えられる。

以上により新疆における牧畜業は北新疆を中

心にして展開している事が指摘できるととも

に，北新疆のうち阿勒泰地区，伊 地区と昌吉

回族自治州は牧畜農家の割合が高い地域である

ことが明らかになった。そのため，以下ではこ

の３つの地域を事例として家畜生産に関する分

析を行う。

３．家畜生産の動向

表1－10は1990年から2005年までの家畜頭

数の動向を示す。新疆，地方計と３つの地域は

総数，綿羊と牛がそれぞれ増加傾向にある。1990

年を100とする指数でみると，家畜の総数では

1995年までは７ポイント，1995年から2000年

までは22ポイント，2000年から2005年までは

24ポイント増加しており，とくに1995年以降

の家畜頭数の増加が目立つ。家畜頭数のこのよ

うな増加には，一方では人口増加による食肉需

要の高まりが背景にあるとみる必要がある。ま

た，一方では政府が農林牧漁業のうち，牧畜業

を中心に発展させる方針（註10）をとった結果

であると考えられる。

家畜頭数の動向を北新疆の主要な牧畜業地域

である阿勒泰地区，伊 地区，昌吉回族自治州

の３つの地域別でみると，これらの地域の家畜

の総数は増加傾向であり，新疆総計と地方計と

同様に1995年以降大幅に増加していることを

みてとれる。指数で見た増加ポイントは新疆と

地方は高いが，阿勒泰地区のみは2000年から

2005年にかけて停滞傾向にある。ただし新疆に

おける主な家畜である綿羊と牛に分けてみる

と，綿羊の場合では，阿勒泰地区と昌吉回族自

治州は増加傾向で，伊 地区は2000年から停滞

あるいは減少傾向である。牛の場合では，阿勒

泰地区は1990年から1995年にかけて３ポイン

ト減少し，1995年以降は変化がみられないが，

2005年には１ポイントしか増加していない。伊

地区と昌吉回族自治州は増加傾向であるが，

なかでも昌吉回族自治州の増加ポイントは，

1990年から1995年までは26ポイント，1995年

から2000年までは105ポイント，2000年から

2005年までは53ポイント増加していることが

みてとれる。こうした背景には各地域の自然環

表1－9 新疆の郷村農家戸数に対する牧畜農家戸数割合の推移

（単位：％）

年次 1990年 ’95年 2000年 ’05年

新疆計 5.9 6.7 7.7 10.6

阿勒泰地区 29.2 36.1 33.2 33.6
伊 地区 11.4 11.5 12.1 13.7
昌吉回族自治州 9.1 9.9 11.5 13.9
塔城地区 9.1 9.4 9.6 11.2

北
新
疆

博尓塔拉蒙古自治州 9.0 9.0 9.7 10.9
哈密地区 7.6 7.5 9.4 11.6
烏魯木斉市 10.4 9.3 8.4 10.7
克拉瑪依市 5.0 4.5 3.0 8.9
吐魯番地区 1.5 2.0 2.0 3.7

北新彊計 10.3 11.1 11.5 14.3

克孜勒蘇 尓克孜自治州 24.6 26.6 25.7 26.3
巴音郭 蒙古自治州 9.3 8.3 8.7 9.5

南
新
疆

阿克蘇地区 3.2 3.2 4.7 6.6
喀什地区 1.2 1.5 3.6 7.9
和田地区 2.1 3.4 3.7 5.9

南新彊計 3.6 4.1 5.4 8.2

資料：『新疆統計年鑑』各年より作成。

註：2000年以前の伊 地区は奎屯市を含む。
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境条件が異なっていることがあげられる。阿勒

泰地区は先にも述べたように草原面積がもっと

も広い地域であるうえに，ほとんど山間地帯で

あるため，このような広い範囲の山間地帯に長

距離を移動するには，綿羊のほうが牛より適し

ており，綿羊を中心に増加していると考えられ

る。また，阿勒泰地区における牧畜地域は都市

より離れているうえに，都市人口が少ない，交

通，販売条件が比較的悪いため，酪農生産物加

工企業の数が少なく，牛と乳製品の増加が制限

されていることも考えられる。逆に，伊 地区

における牧畜地域は広い範囲の耕種業地域と隣

接しているうえに，都市人口も多く，交通，販

売条件もより恵まれている。そのため牛を増加

させて酪農業を中心にして牧畜業を発展させて

いると考えられる。とくに，昌吉回族自治州は

伊 地区と同じ都市人口が多く，交通，販売条

件に恵まれているうえに，新疆における中心都

市である烏魯木斉（ウルムチ）市と隣接してお

り，販売の範囲はもっとも広い。このような背

景により，90年代に中国のいくつかの大型の集

団企業が昌吉回族自治州で酪農生産物加工企業

を設立し，当地域の牧畜業に発展のきっかけを

与え，モデルケースとして地域酪農生産物加工

企業の推進を向上させた。これによって，昌吉

回族自治州は新疆における酪農業を中心にする

牧畜業が強い地域となった。政府も当地域のみ

の優遇政策を実施し，酪農生産物加工企業を導

入するための環境条件を整備させている。その

結果，昌吉回族自治州では綿羊の増加とともに

牛および乳製品の増加も急速になったと考えら

れる。

上述した分析結果を，基本的な畜産物である

肉類畜産物の生産量によっても示すことができ

る。表1－11には1990年から2005年までの新

疆における肉類畜産物の生産量を示した。生産

量からみると，総生産量，綿羊肉，牛肉のいず

れも増加傾向であるが，３つの地域の伸び率の

格差が大きい。総生産量からみると，1990年か

ら2005年にかけて，阿勒泰地区は4.1万トン，

伊 地区は12.9万トン，昌吉回族自治州は

20.8万トン増加している。そのうち昌吉回族自

治州は1990年の最小から2005年の最大にな

り，増加幅は最も著しい。阿勒泰地区の増加幅

は最小となっている。これを綿羊肉でみても，

同じ結果とみてとれる。

牛肉の場合では阿勒泰地区の増加幅は同様に

最小であるが，ただし伊 地区の増加幅は最大

となっている。これは，前掲表1－10で示した

ように伊 地区の牛頭数が最大であることと，

昌吉回族自治州の牛頭数の増加幅が最大にもか

かわらず，乳製品加工業の展開によって，牛肉

生産が限られているためであると考えられる。

また，新疆全体で肉総生産量が占める地方お

よび３つの地域の割合をみると，地方計は1990

年の84％から2005年の89.2％になり，そのう

ち３つの地域の（３地区計）割合は33.4％から

33.9％になっている。これによって，新疆にお

表1－10 新疆における家畜頭数の推移 （単位：万頭）

総数 羊 牛
地 区

1990年 ’95年 2000年 ’05年 1990年 ’95年 2000年 ’05年 1990年 ’95年 2000年 ’05年

新疆総計 3,496 3,724 4,525 5,334 2,381 2,538 3,104 3,696 338 344 385 504
地方計 3,165 3,396 4,046 4,550 2,128 2,298 2,751 3,111 322 329 365 462実

数
阿勒泰地区 242 257 323 322 149 154 198 212 38 37 37 37
伊 地区 452 486 632 646 326 350 457 452 66 71 90 91
昌吉回族自治州 246 269 368 414 170 173 231 254 14 18 33 41

全疆総計 100 107 129 153 100 107 130 155 100 102 114 149
地方計 100 107 128 144 100 108 129 146 100 102 113 144指

数
阿勒泰地区 100 106 134 134 100 103 133 142 100 97 97 98
伊 地区 100 107 140 143 100 107 140 139 100 108 135 137
昌吉回族自治州 100 109 149 168 100 101 136 149 100 126 231 284

資料：『新疆統計年鑑』，各年より作成。

註：１）指数はそれぞれ，1990年を100とした値で示した。

２）地方計は，新彊総計から新彊兵団を除いたものである。
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いて肉類畜産物の３分の１以上はこれらの３つ

の地域により生産されていることが分かる。地

域別で見ると，総生産量の場合では，阿勒泰地

区の占める割合は1990年から2005年にかけて

10.3％から5.1％へ減少しており，伊 地区は

14.7％から12.3％へ微減した。

ただし，昌吉回族自治州は8.4％から16.5％

までに大幅で増加している。綿羊肉および牛肉

の場合も増減傾向は同様であり，阿勒泰地区の

割合が比較的大幅に減少し，伊 地区は微減，

昌吉回族自治州は大幅に増加していることが見

て取れる。これによっても，上述したように３

つの地域における都市人口，交通，販売など市

場条件の違いが牧畜業における畜産物生産にも

影響を与えていることが考えられる。

４．総生産値の動向

表1－12に新疆における農林牧漁業総生産値

の動向を示した。まず2005年の新疆における耕

種業生産値と牧畜業生産値の割合を見てみる

と，耕種業の割合が最大で71.7％を占め，牧畜

業は22.1％を占めていることが分かる。次に，

2000年と1990年における割合を比べると，新

疆全体では1990年から2000年にかけて耕種業

と牧畜業は増加傾向にあるが，2000年から2005

年にかけて耕種業と牧畜業ともやや減少傾向に

ある。これにより新疆における農業部門のうち，

耕種業と牧畜業以外に林業と漁業の発展も比較

的順調であったことが考えられる。そのうち，

地方計をみると，総生産値のうち，耕種業の割

合が減少しているのに対して，牧畜業の割合が

増加していることがみてとれる。

これらの背景には，90年代以来政府からの牧

畜業の発展を推進する方針の結果と，一方で社

会経済の発展と人口増加に伴い畜産物に対する

需要が増加したことが考えられる。また北新疆

において事例とした３つの地域間でも，伊 地

区と昌吉回族自治州の動向が地方計の動向と一

致しているが，阿勒泰地区では相反的動向がみ

新疆総計 831 71.7 74.0 72.1 22.1 23.5 20.3 5.7 5.7 6.2 1.7 1.7 1.6 3.4 3.5 3.9

地方計 622 63.0 70.3 68.0 30.1 26.9 23.4 5.9 5.4 7.5 1.7 1.5 1.9 3.5 3.6 4.0

阿勒泰地区 26 42.6 42.3 30.8 49.6 55.7 61.5 6.6 9.1 5.3 1.7 1.7 1.5 3.8 5.3 3.5

伊 地区 64 51.2 56.4 56.5 43.5 41.2 32.0 4.3 3.9 5.9 1.5 1.4 1.6 2.8 2.8 3.6

昌吉回族自治州 97 52.0 65.0 68.0 43.2 32.7 24.0 9.7 7.4 17.4 1.7 1.4 2.3 5.5 5.3 7.6

資料：『新疆統計年鑑』各年より作成。

表1－12 新疆農林牧漁業総生産値の推移 （単位：億元，％）

農林牧
漁業

総生産額

農業
生産額

牧業
生産額

農林牧
漁業

総生産額

農業
生産額

牧業
生産額

牧業
生産額

農業
生産額

1990年2000年1990年2000年

農林牧
漁業

総生産額2005年2005年2005年

’00/’90’05/’00’05/’90
牧業生産額割合農業生産額割合

農林牧
漁業

総生産額地 区

表1－11 新疆における畜産物の生産量 （単位：万 t，％）

総生産量 綿羊肉 牛肉
地 区

1990年 ’95年 2000年 ’05年 1990年 ’95年 2000年 ’05年 1990年 ’95年 2000年 ’05年

新疆総計 30.5 52.4 90.0 141.5 15.8 24.5 32.9 51.5 7.1 13.1 22.2 34.2
地方計 25.7 45.7 81.1 126.2 14.3 22.6 32.4 47.7 6.6 12.6 21.0 34.2
三地区計 10.2 18.0 33.3 48.0 4.8 6.9 10.2 13.9 3.1 5.5 9.3 11.6実

数 阿勒泰地区 3.1 4.4 6.6 7.2 1.7 2.1 2.3 3.1 1.1 1.6 2.2 2.2
伊 地区 4.5 7.7 12.8 17.4 2.0 2.9 4.2 5.0 1.5 3.0 4.4 6.8
昌吉回族自治州 2.6 5.9 13.9 23.4 1.1 1.9 3.7 5.8 0.5 0.9 2.6 4.7

新疆総計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
地方計 84.5 87.2 90.2 89.2 90.8 92.2 98.4 92.6 93.6 95.5 94.3 100.0
三地区計 33.4 34.4 37.0 33.9 30.3 28.1 31.0 27.0 43.6 42.0 41.8 33.9割

合 阿勒泰地区 10.3 8.4 7.4 5.1 10.7 8.6 7.0 6.0 15.4 12.3 10.1 6.4
伊 地区 14.7 14.7 14.2 12.3 12.8 11.7 12.9 9.7 21.8 22.7 20.0 19.9
昌吉回族自治州 8.4 11.2 15.4 16.5 6.8 7.9 11.1 11.3 6.4 6.9 11.7 13.7

資料：『新疆統計年鑑』各年より作成。
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られ，耕種業の割合が増加しているのに対して，

牧畜業の割合が減少している。実際には，これ

も政府が耕種業と牧畜業の発展を並行して推進

した効果であると考えられる。すなわち，他の

地域では牧畜業の発展を重視していたが，阿勒

泰地区は古くから草原地帯であり，牧畜業が主

な産業であったため，政府は耕種業と牧畜業を

結びつけることによって，阿勒泰地区における

牧草不足問題を緩和させることと食料を自給さ

せることを目的として，耕種業の発展を重視し

てきたと考えられる。

また，総生産額の増加率からも同じ結果がみ

てとれる（同表1－12）。1990年に対する2005年

の増加率をみると，総生産額は新疆総計と地方

計ともに５倍以上にも増加している。その中身

である農業生産額の方もともに５倍以上に増加

しているが，さらに牧業生産額の方は，新疆総

計で6.2倍，地方計で7.5倍ときわめて大きな

倍率で推移してきたことを示している。

さらにそれら生産額の増加率を，2000年から

2005年までと1990年から2000年までに分け

て検討すると，2000年から2005年までは，全新

疆と地方計の総生産額はともに1.7倍もの増加

が示されているが，農業生産額と牧畜業生産額

とに内わけてみても，全新疆および地方計とで

若干の多寡はみられるが，いずれも同じ程度の

貢献を果たしている。同じく1990年から2000

年までの期間についてみると，総生産額は全新

疆についても地方計についても3.5倍前後とき

わめて高い増加率となっており，その中でとく

に牧畜業生産額の増加率がより大きな貢献を果

たしてきていることがわかる。このように，と

くに前半の10年間における畜牧業生産におけ

る発展が，その後の農業生産振興と全期間にわ

たる総生産額増加を下支えの役割を果たしてき

たといえよう。

また，事例とした地域の状況のいずれをみて

も（同表1－12），阿勒泰地区は牧畜業生産値の

増加率は最小で，農業生産値の増加率は最大と

なっている。伊 地区と昌吉回族自治州は地方

計と同じ傾向となっている。ただし，昌吉回族

自治州における総生産値の倍率が9.7倍に，牧

畜業の倍率が最も高く17.0倍になっている。そ

れは先に述べたように昌吉回族自治州を中心に

政府による酪農業振興の結果であると考えられ

る。

５．載畜量にみる草地利用

先に述べたように，草地資源は牧畜地域にお

ける牧畜業を持続的に発展させるための重要な

基盤であり，この重要な基盤となっている草地

資源の利用状況を把握することが必要であろ

う。このため，草地資源の利用状況を反映する

載畜量について分析を行う。

載畜量とは自然草地を合理的に利用する原則

のもと，家畜の良好的な成長と正常的な育成を

保証するという前提で放牧可能である家畜の頭

数（羊単位）を示すものである。あるいはある

一定の草地面積で放牧できる家畜頭数の標準を

示す。この指標は草地の可利用程度を示す重要

な指標の一つである。

表1－13では，新疆における自然草地の理論

的載畜量と実際的載畜量を示している。1993年

に示された新疆ウイグル自治区牧畜庁の『新疆

草地資源及其利用』によると，理論的載畜量を

計算する際には，羊の１日当たり牧草消費量が

北新疆では５kg，南新疆では４kg，そのうち北

新疆に位置する伊 地区のみ６kgとされてい

る。牧草の利用率も各季節によって区分され，

夏営地は60～70％，春秋営地は50～55％，冬営

地は35～55％，全年営地は45～55％とされてい

る（註11）。

まず，新疆における可利用草地の理論的載畜

量と実際的載畜量を比べてみると，2005年にお

ける新疆の実際的載畜量すなわち実際的草原家

畜頭数は7,751万頭羊単位に達し，理論的載畜

量より2.4倍も越えていることがわかる。それ

と相対的に，一頭羊単位の家畜が実際的に占め

る草地面積は2005年の時点には0.62haであ

り，これは一頭羊単位の家畜が理論的に占める

面積である1.49haよりかなり少なくなり，家

畜の一定的面積での密度は高くなっていること

が示されている。またこれらの倍数によって家

畜頭数が確実に増えていることが証明できる。

次に，載畜量を地域別でみると，阿勒泰地区

の実際的家畜が理論的載畜量に対する倍率は

1.1倍であり，一頭羊単位の家畜が実際的に占
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める草地面積（1.25ha）も理論的面積（1.43ha）

に近接し，他の地域と比べるとより高いレベル

である。これによって草地が充分にあるいは

100％に利用されていると考えられる。伊 地区

では，実際的家畜の倍率は2.0倍であり，新疆

平均（2.4倍）に近接している。しかし一頭羊単

位の家畜が実際的に占める草地面積は最も低く

（0.26ha）となり，新疆平均の半分以下となっ

ている。昌吉回族自治州では，実際的家畜の倍

率は3.1倍で，オーバーとなっている。相対的

に一頭羊単位の家畜が実際的に占める草地面積

は0.93haであり，理論的に占める草地面積

（2.84ha）よりかなり低くとなっている。これ

によって，各地域の草地利用状況はそれぞれの

違いをもっていることと，家畜の増加に伴い，

可利用草地面積が相対的に縮小していることを

指摘できる。

なお，新疆牧畜庁の紹介によると，新疆にお

ける草地資源の85％が程度こそ異なり退化し，

うち退化がとてもひどい草地面積が37.5％に

達している。一方，新疆の自然草地はしだいに

退化し，面積が大幅に減少しているが，家畜頭

数が急速に増えているため，必ず「過放牧」が

現れるだろうと指摘されている。80年代には新

疆の草地載畜能力は毎年3,200万頭となってい

たが，2000年にかけては2,600万頭しかない。

この事情によって，新疆における過放牧率は

68.9％，ある地区では100％以上となっている

ことがわかる。このような高い過放牧率は自然

草地の退化と砂漠化を招き，草の生産量は50％

近くに低下した（註12）。このような草地資源の

減少と家畜頭数の増加問題は重視しなければな

らない。現在の段階ではこの問題はとても重要

な課題である。

ここまでは統計と新疆牧畜庁の草地資源およ

び利用に関連する資料を利用して新疆における

牧畜地域の分布（第一節）と牧畜業経営状況に

関する分析（第二節）を行った。第三節ではこ

れらの分析の結果を踏まえて新疆牧畜業の特徴

をまとめていく。

注

（註６)農林牧漁業とは耕種業，林業，牧畜業，

漁業を示す。ここでの農業は小農業すな

わち耕種業を意味する。

（註７)牧畜業省は，中国における草地資源の分

布によって，全国31個省（自治区，直

轄市）うち12個省（自治区）は牧畜省

と区分されている。これらの牧畜省（自

治区）は主に中国の西北と東北に分布し

表1－13 新疆における可利用草地面積と載畜量

地 区

可利用
草地
面積

（万ha）
Ａ

理論的
載畜量

（羊単位）

（万頭）
Ｂ

2005年の
実際的
載畜量

（羊単位）

（万頭）
Ｃ

実際的
家畜の
倍率

Ｃ/Ｂ

羊単位が
理論的に
占める
草地面積

（ha／羊）
Ａ/Ｂ

羊単位が
実際的に
占める
草地面積

（ha／羊）
Ａ/Ｃ

新疆総計 4,801 3,225 7,751 2.40 1.49 0.62

阿勒泰地区 724 507 577 1.14 1.43 1.25
伊 地区 310 595 1,189 2.00 0.52 0.26
昌吉回族自治州 506 178 545 3.06 2.84 0.93

資料：１）新疆ウイグル自治区牧畜庁『新疆草地資源及其利用』，新疆科技衛生出版社，

1993年。

２）『新疆統計年鑑』2006より作成。

註：１）可利用草地面積と理論的載畜量は資料１）から引用したものである。

２）実際的載畜量は草原牧畜業５つの家畜に基づいて計算したものである。

３）羊単位の換算は規定に基づき，牛：羊＝５：１，馬：羊＝６：１，駱駝：羊＝

７：１，山羊：羊＝0.9：１の比を用いて換算している。

４）理論的載畜量は一定の草地面積で１年間に放牧できる家畜頭数の標準を示

す。
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ている。

（註８)郷村農家とは，郷村に居住して，大農業

あるいは耕種業，牧畜業，林業，漁業を

従事している農家を示す。

（註９)新疆生産建設兵団を除いた新疆地方各

地域の合計を地方計と表現する。

（註10)90年代から中国政府は牧畜業を農村経

済の新たな成長点，農家収入を増加させ

るための主要なルート，農村構造調整の

重要な内容として，牧畜業の推進に力を

入れてきた。特に，1998年10月に行っ

た中国共産党第15期三中全会には「時

機にかなって牧畜業を最も重要な地位

におくべきである」と指摘した。 幼陵

［８］を参照。

（註11)新疆維吾尓自治区牧畜庁［20］pp.214か

ら引用。

（註12)王言彬・趙春暉［52］から引用。

第３節 新疆牧畜業の特徴と課題

以上，各種統計資料に基づきながら新疆にお

ける草原資源の分布と90年代以降の牧畜業の

展開状況について分析を行ったが，明らかに

なってきた新疆牧畜業の特徴をまとめていく。

第１に，新疆における牧畜業の展開は明らか

に地域性を示している。新疆は草原牧畜区とし

て最も広大な草地資源を擁している。ただし，

草地資源の自然分布は南北新疆各地域において

異なっており，そのうち北新疆の土地面積の半

分以上が草地資源であることによって，北新疆

は新疆における主要な牧畜業地帯であることが

考えられる。牧畜農家の分布によっても，新疆

の牧畜業は北新疆を中心に展開されていること

が明らかである。また，北新疆のなかでも，阿

勒泰地区，伊 地区，昌吉回族自治州という３

つの地域の草地面積が広く，牧畜農家もこれら

の地域に多く分布しているため，３つの地域は

新疆牧畜業が展開している中心的な地域である

と位置付けられる。

第２に，新疆における各地域の牧畜業の展開

は異なっている。新疆全般および各地域総数を

牧畜農家，家畜生産，総生産値などの動向から

みると，1990年から2005年にかけてほとんど

増加傾向を示している。ただし，牧畜業の具体

的な内容からみると，各地域の自然環境条件の

違いによって，牧畜業の展開には畜種によって

さまざまな傾向を示している。具体的には家畜

別で見ると，阿勒泰地区では，羊が増加傾向で，

牛が停滞の状況である。伊 地区では，羊が停

滞状況で，牛が増加傾向である。昌吉回族自治

州では，羊も，牛も増加傾向である。

最後に，草原牧畜業の基本的な生産方式であ

る遊牧の動向的特徴をまとめてみよう。先に述

べたように，新疆全般的には家畜頭数の増加と

草地資源の退化に伴い，羊１頭単位の家畜が実

際的に占める面積の減少が著しくなっており，

これによって遊牧を継続することが困難になり

つつあると考えられる。政府もこの問題を緩和

させるため，遊牧民に対して定住化政策を80年

代の後半から本格的に行い，遊牧時期と遊牧範

囲に対してある程度コントロールしようとして

いる。しかし，各地域の自然環境条件の差異が

定住化政策の効果にも差異をもたらす結果と

なっている。これを新疆における典型的な牧畜

業地域である３つの地域別でみると，前掲表

1－11で示したように，2005年において阿勒泰

地区では一頭あたり羊単位の家畜が占める面積

は高くなっているため，遊牧による移動距離が

かなり広くあることと，相対的に定住化率は低

くなることが考えられる。伊 地区では家畜の

増加率はほぼ新疆の平均と同じレベルであった

が，一頭当たり羊単位の家畜が占める面積が小

さい。これによって遊牧の移動範囲が狭くなり，

定住しやすい条件となるのではないかと考えら

れる。昌吉回族自治州では家畜の増加率はオー

バーであるが，ただし，一頭当たり羊単位の家

畜が実際的に占める面積は新疆平均よりやや高

くなっている。このような状況によって，該当

地域での遊牧条件が他の地域より悪いのではな

いかと考えられる。それに，このような地域で

定住化を実施するのが可能となるパターンは二

つ考えられる。一つは耕種業を中心に定住させ，

農耕を奨励すること。もう一つはある程度の遊

牧を行いながら定住させるというパターンであ

る。つまり，遊牧の移動特徴をまとめていうと，

各地域の遊牧条件もそれぞれ違いがあり，それ

は定住化政策の効果を左右するという点であ
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る。これらはいずれも仮説の域にとどまり，次

の章節で行う定住化の効果および定住化実態に

関する分析を基づいて実証していきたい。

第４節 小 括

本章では，新疆における牧畜業が全国および

新疆に占める位置と新疆牧畜業の特徴を把握す

ることによって，定住化政策を実施する背景と

なる草原牧畜業すなわち遊牧による牧畜業にお

ける草地資源の利用に関する課題を明らかにし

た。

中国西北部に位置する新疆は全国土面積の約

６分の１を占め，もっとも大きな行政区となっ

ている。北縁部はアルタイ山脈，南縁部はコン

ロン山脈によって囲まれ，閉鎖的な地形となっ

ている。また，東西に走る天山山脈によって中

央部で二分され，それぞれ北新疆，南新疆と呼

ばれる。両地域は自然条件などで著しい相違が

ある。新疆全体には14地区・自治州・市と88県

（県級市）があり，これ以外に「新疆生産建設

兵団」がある。総人口は約２千万人であり，こ

のうち少数民族人口が約６割を占めている。

土地利用の形態によれば，可利用土地面積の

うち草地が最も多く，その分布をみると北新疆

が主要な牧畜地帯となっている。そのなかでも，

本論文の事例地域である阿勒泰地区，伊 地区，

昌吉回族自治州の自然草地面積の割合は高く

なっている。また，季節営地の面積と構成によ

ると，新疆全体では冬営地は３割ともっとも多

いが，可利用草地面積の割合は低い水準となっ

ている。このことが越冬飼料の不足問題を引き

起こす要因となり，定住化政策を実施する背景

の一つであると考えられる。

新疆は中国における重要な畜産物生産地であ

る。1990年～2005年にかけて中国全体と新疆の

いずれにおいても牧業生産額の伸びは農業を上

回っている。新疆の牧畜業は言うまでもなく，

羊を中心に展開しているが，飼養頭数の伸び（倍

率）を見ると豚が最も高い。これは政府の新疆

建設・西北大開発政策によって，非イスラム民

族が大量に流入してきたことを反映している。

また，2000年～2005年にかけては牛の飼養頭数

の伸びがわずかながら羊を上回っており，近年

では乳業の育成もすすめられている。

次に，牧畜農家戸数の推移によると，牧畜戸

数割合は高まっていることが見て取れるが，こ

のことは中国の「一人っ子政策」に対して少数

民族の人口が増加していること，また，牧畜農

家の他産業への流動が低いことが背景にあると

考えられる。また，本論文で対象とする北新疆

の３地域はいずれも牧畜農家戸数割合が高い。

さらに，家畜頭数，畜産物（肉類），および生産

額の動向を見ると，いずれも増加傾向にあるこ

とが見て取れる。しかしながら草地資源の利用

状況を示すと，新疆の実際の載畜量は理論的載

畜量の2.4倍となっており，家畜頭数の増加に

よる密度の高さがうかがえる。このことは過放

牧を引き起こし，自然草地の退化と砂漠化を招

く原因である。新疆政府によれば，草地資源の

８割以上に何らかの退化現象が見られ，そのう

ち退化程度が深刻な草地が約４割に達している

ということであった。

以上のように，新疆牧畜業は中国と新疆にお

いて主要な位置を占め，国民の食生活すなわち

畜産物への需要を満たす面で主な役割を果たし

ているものの，顕著的な地域性をもつ。草地資

源の季節的な分布が均等でない，特に冬季営地

の可利用率の低下は冬季において飼料不足問題

を招き，人口増加による畜産物需要の増加が過

放牧を招き，これは冬季飼料不足と草地資源の

退化や砂漠化の原因となる課題であることが明

らかになった。それにこれらの課題は定住化政

策の背景となることを指摘した。

第２章 定住化政策の実施と新たな差異の形成

本章では，「定住化」と「半定住化」を定義し，

新疆における定住化政策が開始された背景およ

び経緯，実施された政策の内容を把握する。そ

の上で，定住化政策によって生じた環境条件の

変化を地域間の重層的な差異の形成という視点

から整理し，実態分析の視角を提示する。

第１節 新疆定住化政策の経緯と概要

１．「定住化」と「半定住化」の定義

本論文では「定住化」と「半定住化」という

用語を用いている。定住化政策に関して論じる

際にこの２つの用語を区別するために，先に「定
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住化」と「半定住化」の定義をする必要がある。

まず「定住化」とは，定住化政策によって住

居の定住地が確定され，家族と担い手労働力は

定住地に固定的に居住し，耕種経営と舎飼時期

の家畜生産管理を行うこと，また，遊牧を担当

する労働力は季節によって営地範囲の移動をお

こない，遊牧による家畜管理を行うことをいう。

次に「半定住化」とは，定住化の条件は形式

的に確保されているが，定住化の指標標準を満

たせない事情が実態として存在する状況を指

す。新疆ウイグル自治区畜牧庁からの聞き取り

によれば，完全な定住化の実現率は30％に満た

ない状況にあり，ほとんどが半定住化の状態に

ある。本論文では，この半定住化も含めて定住

化を論じることとする。

２．新疆定住化政策の背景

自然環境の変化に大きく左右される遊牧によ

る牧畜業は，降雪および寒波などの自然災害に

よって大きな被害を受けてきた。このような牧

畜業のあり方はその発展にとって大きなネック

となっていた。そのうえ，近年の人口の急増に

伴う畜産物需要量の増加に対し，家畜の過放牧

による草地資源の劣化が畜産物の安定供給を阻

み，牧畜業における重大な課題となっていた。

表2－1に示したように，1990年から2005年

にかけて人口が増加傾向であるが，そのうち新

疆における郷村人口の増加率（1.2倍）は全国に

おける郷村人口の増加率（1.4倍）より低くなっ

ている。逆に，新疆総人口の増加率（1.3倍）は

全国総人口の増加率（1.1倍）より高くなってい

る。とくに2005年度の人口増加率は，全国では

5.9％となっているのに対して，新疆では

11.4％という高い増加率となっている。これは

中国全体では「一人っ子政策」によって人口増

加に歯止めがかかっている一方で，前掲表1－8

の分析で述べたように，政府の新疆建設及び西

北大開発政策によって，他の地域から新疆へ人

口が大量に流入してきたことと，少数民族自治

区では「一人っ子政策」の制限を受けないため

人口が増加していることが背景にあると考えら

れる（註１）。

家畜頭数を見ると，全国と新疆いずれも増加

傾向であることがわかる。家畜の増加率は人口

の増加率より大きく，とくに新疆の場合その幅

が最も大きくなっている。人口増加に伴い食肉

を始めとする畜産物に対する需要が大幅に増加

し，それに答えるため供給量が増加していると

考えられる。

このような，人口増加にともなう農産物への

需要の増大を満たすため，耕地の開拓は継続的

に進められ，耕地面積も増加傾向であるが（同

表2－1），人口の増加が耕地の増加より早いた

め，郷村人口一人当たり耕地面積は減少する傾

向である。また，草地面積を統計から見ると，

「量」的に変わってないが，実際には前章で述

べたように，近年新疆における草地資源は自然

災害や過放牧によりしだいに退化し，「質」的な

面から見れば可利用草地面積は縮小している。

すなわち，草資源の確保は牧畜業において最

も重要な課題であるが，遊牧による伝統的な生

産方式のもとで年々増加する家畜頭数と利用可

能な草地面積の減少といった矛盾は，深刻さを

増しており，多くの地域で過放牧現象がみられ

るようになってきた。加えて，病虫害，旱魃な

ど自然災害による多くの草地の退化や砂漠化も

家畜飼料量の減少を招く大きな原因となってい

表2－1 人口，家畜，草地面積の動向

郷村人口（万人） 総人口（万人） 草地資源（万ha）
2005年 1990年 ’05/’90 2005年 1990年 ’05/’90 年増加率 2005年

全国 94,908 69,590 1.4 130,756 114,333 1.1 5.9 40,000
新疆 990 814 1.2 2,010 1,529 1.3 11.4 5,116

家畜頭数（万頭） 耕地面積（万ha） 郷村人口１人当たり耕地面積（畝）
2005年 1990年 ’05/’90 2005年 1990年 ’05/’90 2005年 1990年

全国 103,548 70,264 1.5 13,003 9,567 1.4 7.3 9.4
新疆 5,323 3,496 1.5 406 309 1.3 2.4 2.6

資料：『中国統計年鑑』，『新疆統計年鑑』各年より作成。

註：年増加率は2005年の値である。
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る。世界銀行が1992年に発表した研究成果によ

ると，中国では1980年以前に既に3.3千万 ha

の自然草地が荒漠化してしまい，80年代には毎

年15万 haずつ砂漠化が進行し，今後さらに広

大な自然草地が荒廃しつつあることが報告され

ている（註２）。

中国と新疆政府は牧畜業の重要性を次第に認

識してきており，草地の退化程度の調査や草地

改良・人工草地開発など技術面での改良を行っ

てきたが，牧畜農家の草地利用問題（過放牧）

への対応は軽視されていた。表2－2によれば，

新疆では「中華人民共和国草原法」（1985年６月

18日公布，同年10月１日施行）を基礎とした

「自治区草原承包管理方法」を制定し，1989年

９月１日から施行した。関係する規定によって，

草地を請負った牧畜農家には「草地利用証書」

が配布され，各種草地の最大載畜量（放牧密度）

が明確に規定された。しかし，それぞれ牧畜農

家が有する実際の家畜頭数が，「草地利用証書」

に規定されている限度内にあるかどうかを，地

域牧畜局草原管理センターの役人は把握できて

いない場合が多いとされている（註３）。

このまま草地の荒廃が続けば，遊牧民の生

産・生活基盤が失われる結果となり，中国政府

にとっても国家戦略的・政治的にも等閑視でき

ない問題となってくる。また，遊牧民の生産活

動と生活の基盤となっている牧畜業の発展は，

国境地域を安定化させる役割をも果たしてい

る。したがって，新疆政府はもちろん中国政府

においても牧畜業危機の重大性について認識を

深めるようになっており，こうした点からも，

草地退化の要因解明や遊牧民を対象とした適切

な政策の立案が重要な課題となったのである。

以上のような現情を背景に，中国および新疆政

府は遊牧民を定住化させる政策を推進しはじめ

たのである。

３．新疆定住化施策の経緯

遊牧民を定住化させる政策は，国土の自然生

態環境と草原牧畜業の状況（過放牧現象）を改

善させるために採用したものである。かつては

1950～60年代にも取り上げられたことがある

が，当時は定住化に対する理解が乏しく，認識

も不足していた（註４）。

定住化対策において最も重要となるのは冬場

の飼料確保である。80年代以前におこなわれて

いた対策は，基本的に，冬草地に簡易住宅と畜

舎を設置する程度であり，電気・水道などの基

礎施設や給飼草地に関する整備はなかった。そ

のため遊牧民は，春の羊の出産期と秋の種付け

を行う期間のみ宿泊し，その他の時期には遊牧

表2－2 遊牧・定住化に関連する法律等および内容

法律法規・その他 施策の内容
施行時期

中 国 新 疆 草 原 遊牧・放牧 定 住 化

1985.10 中華人民共和国草原法 草原保護・建設・利用全般 遊牧・放牧・裁畜量
1986.08 北新疆牧区経済工作会議 合理利用・人工草地建設 夏秋放牧・冬春舎飼 定住地建設・定住化の推進
1987.08 全国牧区工作会議紀要 同上 同上 定住化による牧畜業の発展
1989.09 新疆実施 草原法 細則 草原保護・建設・利用全般 遊牧・放牧・裁畜量
1989.12 中華人民共和国環境保護法 草原保護
1991.01 移民安置条例 大中型水利水電工程建設

征地補償和標準
土地征収方法・補償標準 移民安置補助費標準

1992.11 新疆草原管理費征収規定 草原管理費用など
1996.01 新疆草場承包管理方法 草場請負う管理
1994～ 扶貧優恵政策 耕種業免税５年，各種費用の減免
1996.08 新疆加快草地総合開発，発展

辺遠牧区経済総体規画
草地開発，人工草地建設 定住化規画，年度実施計画

1996.08 新疆牧民定居標準 定住のインフラ整備について
1996.08 新疆牧民定居検収方法 インフラ整備の実情に評価
1998.10 農業部関与制止非法開墾，

保護草地資源的通知
草原保護・非法的開墾を禁止，
退耕還草

2003.03 中華人民共和国草原法（修訂） 草原保護・建設・利用
全般（詳細化）

輪牧・休牧・禁牧と
載畜量

一定的食糧と資金の補助

2006.07 中華人民共和国畜牧法 牧畜業発展の方針政策を法律
化し，牧畜業を発展させる・
管理する経験を制度化

資料：新疆維吾尓自治区畜牧庁『法律手冊』により作成。
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を行っていた。また，そのような簡易な施設を

有していた遊牧民自体が全体の20％のみで

あった。こうした状況は80年代初期まで続いて

いた（註５）。

中国政府の農村体制改革政策のなかで，遊牧

地帯において重点化された政策は，なによりも

遊牧民の定住化であった（註６）。1986年に新疆

政府は「新疆北新疆牧畜業工作会議」を開催し，

遊牧民の定住工作は自治区各級政府の工作とし

て行われた。約10年を経て，この政策は90年

代以降，急速に浸透し，第９回５年計画期間，

すなわち96年の自治区牧畜業工作会議の後で，

各地区政府は優遇的な政策（優恵政策）を行い，

遊牧民の定住化を促進させた（註７）。

関連する法律については（前掲表2－2），1985

年10月１日から 中華人民共和国草原法 （略

称 草原法 ）が実施され，他の草原関連法案で

も草原利用と保護にかかわる規定が明示され

た。 草原法 は制定以後一定の成果をあげてい

たが，草原の概念が明確でなかったために，実

施の過程で旧 草原法 の適用範囲の曖昧さが

問題となっていた。加えて，情勢の変化に伴っ

て草原保護と管理の面においても不十分な点が

あったために，2002年12月28日に改定が行わ

れ，2003年３月１日に再施行させた。旧 草原

法 は，23条から成り立っていたが，修訂後の

新 草原法 は全文9000字，９章75条となっ

ており，総則・草原権属・企画・建設・利用・

保護・監督検査・法律責任・附則にわたり，多

方面において改訂が行われた。草原の概念が明

確に規定されたことに加え，草原保護・建設・

利用制度などに関してもより詳しい規定が盛り

込まれ，現状に適合した法律となっている。

新疆では「新疆維吾尓自治区実施 草原法

細則」を中心にいくつかの法律が発布され，新

疆の草原保護・利用・管理と定住化施策を実施

する法的根拠となっている。とくに，「新疆維吾

尓自治区定居標準」（後述する）と「自治区牧民

定居験収 法」（検収方法）は，1986年から1995

年までの十年間新疆で行った定住化施策の経験

を総括したうえで新たに制定されている。

さらに，2006年７月により 中華人民共和国

畜牧法 （以下 畜牧法 ）が公表され施行され

た。 畜牧法 によって政府の牧畜業を発展させ

る方針と政策が法定化され，中国における牧畜

業を発展させる管理する制度が整った。この法

律では，牧畜業生産経営方式の規範化，畜産物

の安定的供給と安全性の確保，家畜・家禽の遺

伝資源の保護および合理的利用，農家収入の増

加，牧畜業の持続的発展を図ることを政策目標

としている。また，定住化に関しては，飼草飼

料基地の建設を主とする遊牧民の定住化政策を

行い，草原保護，草畜平衡，休牧禁牧制度によっ

て草原生態を保護しようとしている。

４．新疆定住化政策の概要

以上定住化の背景と経緯に関して論じたが，

ここでは定住化政策の概要，すなわち定住化政

策の具体的内容とその定住化を実施する方式に

関して把握する。

１）新疆定住化政策の内容

新疆における遊牧民の定住化政策は，新疆各

級政府が国家の統一的な要求項目に基づいて，

当該地の自然資源条件に合わせて国家・集団と

遊牧農家の三者が投資主体となり，新疆全域で

行われた総合的建設事業である。そのため，新

疆政府は遊牧民の定住化標準を制定した。この

定住化標準は，施策の基本的標準と定住化後の

農家経営に対する技術指針を定めている。

定住化を持続的なものとするために必要とな

る基本標準は「三通・四有・五配套」と呼ばれ，

その具体的内容は表2－3にまとめて示した。

「三通」は通水・通電・通路を指す。通水は，

定住地に水利施設を建設し，定住農家が経営し

ている飼料地における農業用水を確保し，住人

には安全で信頼できる飲料水を提供することを

指す。通電は，電線網，小型水力発電，微型ユ

ニット（いくつかの機械を組み立てたもの―機

組），風力エネルギー，太陽光エネルギーなど多

種の動力形式を採用して，定住地における生産

と生活用電を確保することを指す。通路は，定

住地と郷村城鎮をつなぐアスファルト道路を建

設し，定住地内部には生産・生活に活用する道

路を整備することを示している。

「四有」は畜舎・飼料採草地・住宅・防風林を

保有することを指す。定住農家は最低でも

150～250m あるいは大家畜は５m/頭，小家

66 北海道大学大学院農学研究院邦文紀要 第30巻 第1号



畜は1.3m/頭の標準面積の，レンガあるいは

プラスチックの耐久性畜舎を建設する。定住農

家が請負った飼草飼料地と人工草地は，北新疆

では戸あたり60～120畝，南新疆は20～50畝を

下限面積とし，改良草地は主に囲欄された改良

草地で，北新疆は戸当たり150～200畝，南新疆

は100～150畝となる。住宅は，一人当たりの建

築面積は15m/人の面積を基本としつつも，定

住農家自身の要望を加味し耐久性を持つレンガ

造や木造の住宅を建設する。また，定住地には

防風林と庭を建設し，果樹や野菜の栽培を推進

する。

「五配套」は学校・病院・訓練センター・文化

センター・商店の建設を行い，これら全てを利

用できるようにすることを指す。

定住化による政府の技術指針は「一三三工

程」，「両不転」と「三化」を含み，その具体的

内容は表2－4に示した。

「一三三工程」とは，遊牧民が定住化した場合，

牧畜経営における新たな課題として，冬春期に

おける飼料確保の問題が出てくる。これに対処

するため，政府が防寒用レンガ畜舎一棟（羊

200～300頭規模の収容を想定），粗飼料300kg/

頭，配合飼料30kg/頭を準備しておくよう，各

農家に指導している。この冬春期対策を数字で

表現して「一・三・三工程」と称している。

「両不転」とは，家畜が四季により移動する方

式から，定住した後は，暖季（夏と秋）には移

動して冷季（冬と春）には定住地で舎飼するこ

とを指す。舎飼時期は最小120～150日であるこ

とが指針として示されている。

「三化」とは，定住農家が経営している家畜の

良種化を実現することを示す。新疆において下

限水準とされた品種の良種化率は80％であり，

家畜の疫病予防措置を規範化し，冷季の舎飼用

飼草をつくる，飼草の加工率は80％以上を維持

表2－3 定住化施策の基本標準

内 容 目 的

通水（水道） 統一的に水利施設を建設し，灌漑・生活・家畜用水を保障する
三
通

通路（道路） 定住地と郷鎮をつなぐアスファルト道路があり，定住地には生産生活に便利な
道路を整備する

通電（電気） 多様な技術により，定住地の生産生活用の電気の使用を保障する

畜舎を保有 レンガあるいはプラスチックの畜舎を建設する
（150～250m/戸，もしくは大家畜５m/頭，小家畜1.3m/頭）

四
有

飼料採草地を保有 一定面積の自然草地と草借地を請け負う
（北新疆：60～120畝/戸，南新疆：20～50畝/戸）

住宅を保有 永久性レンガ木造の住宅を建設する（15m/人以上）
防風林を保有 防風林と庭園を建設し，果樹や野菜の栽培を推進する

学校 定住地において，最低でも小学校教育を受けられるようする
病院 診療所を建設し，定住地で一般的治療を受けられるようにする五

配
套

訓練センター 技術指導とサービスを提供する
文化センター（室） 文化娯楽生活を改善する
商店 日常生活に便利な売店を経営するか，その開店を指導する

資料：牧畜庁「新疆ウイグル自治区牧民定居標準」より作成。

表2－4 定住化による政府の技術指針

目 的 指 標

一三三工程
越冬のために畜舎と一定の飼草飼料を用
意すること

畜舎：１棟/一群家畜
飼草：300kg/頭
飼料：30kg/頭

両不転 冬季と春季には移動（転場）しないこと 舎飼：120～150日

家畜の良種化 良種家畜：80％以上

三化 予防措置の規範化

飼料飼草の加工化 飼草の加工利用率：80％以上

資料：牧畜庁「新疆ウイグル自治区牧民定居標準」より作成。
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することを指す。

これらのうち，「三通」は定住地の生産と生活

に直接関連するもっとも基本的なインフラ整備

であり，「四有」は生産基盤，「五配套」は社会

生活基盤の整備である。これらを基本とする定

住地の建設は水利・牧畜・農業・電力電信・交

通道路・教育・医療などの多部門を含む一貫し

た工程を指しており，それぞれの投資主体も異

なる。表2－5に示したように，水利・道路・草

地建設など「三通」に関連し，多額の投資が必

要な大型施設の建設は主に国家主体で，電力・

学校・病院など「五配套」に関連する公共施設

の建設は自治区あるいは地区主体で，その他の

住宅や畜舎など「四有」に関連する定住農家の

生産生活の基本となる施設の建設は主に農家の

自己負担によって行われていることがわかる。

ただし，各地域の自然と経済条件の格差と国家

及び自治区，地方政府の投資主体の格差によっ

て，各級政府の補助率と定住農家自身の自己負

担比率は違ってくると考えられる。

２）新疆における定住化方式

新疆における定住化方式は定住地建設の項目

と投資主体の財政負担比率によっておおむね３

つに分けられる。また，政府は定住化に関する

報告の中で，定住化の具体的な形式をまとめて

「５つの模式」として掲げている（表2－6）。

先に，３つの定住化方式をみる。

①主に国家の投資によって定住する。

この方式では，国家の投資を主として，定住

地点の選定・構造物の配置・配套建設などに関

する詳細な企画に基づいて定住地建設と飼草飼

料地など配套施設の建設が集中的に行われる。

定住化の標準はほとんど実現される。ただし，

注意するべき点は，企画段階において定住地お

よび配套施設建設そのものだけではなく，その

定住地が有する条件から，これらの施設の利用

可能性に影響及ぼすさまざまな要素をも考慮に

入れなければならない。地域条件の適切な把握

と計画の綿密さにおいて設計ミスがあった場合

は多大な損失を招くことがある（これに関する

例を後述する）。

②国家・集団・個人の投資を結合して定住する。

この方式では，戸を単位にして定住化建設を

行い，定住化標準は段階的に実行に移される。

国家は各建設項目のうち，多額の資金が必要と

なり，現段階では集団や個人が負担できない項

表2－5 定住地における主な投資項目と投資主体

資金源

国家
財政

自治区
財政

地区
財政

県・市
財政

郷財政 村財政
定住
農家

水利施設 ◎ ○ ○ ○
三
通 主要道路建設 ◎ ○ ○ ○

電力建設 ◎ ○ ○ ○ ○

飼料地建設 ○ ○ ○ ◎
防風林 ○ ◎ ○ ○四

有 住宅 ○ ○ ○ ◎
畜舎 ○ ○ ○ ◎

学校 ○ ◎ ○ ○ ○
病院（治療所） ◎ ○ ○五

配
套

文化センター ◎ ○ ○ ○
訓練センター ◎ ○ ○ ○
商店 ○ ◎

草地建設 ◎ ○ ○
点内道路建設 ○ ◎ ○そ

の
他

電信建設 ◎ ○
交通建設
庭園 ○ ◎

資料：聞き取り調査により整理したものである。

註：資金の主要な投資主体を◎，補助的な投資主体を○とした。
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目へ投資し，集団は自力で負担できる定住地に

おける公共施設建設に投資する。定住農家は自

身の生産・生活に直接関連する基本的設備に，

自己負担による投資を行うことになっている。

③自力更生で自発的に定住する。

この方式では，いくつかの定住農家が自発的

に連合体を形成し，冷季（冬営地あるいは春営

地）営地に定住する。放牧と舎飼を結合して牧

畜業を主とする複合経営が行われる。定住農家

は自己資金で住宅や畜舎などを建設し，その他

は当地の自然環境条件をそのまま利用するとい

う形式である。

次に，５つの定住化模式をみる。

①「条帯式」－細長い地帯的模式

この模式では，定住農家の住宅と畜舎は主要

な道路や用水路支流に沿って建てられ，２km

もしくはもっと大きい範囲で細長い形で配列さ

れる。定住地のこのような配置形式のメリット

として定住農家はそれぞれの農地の傍に住宅を

建設でき，生産に有利である。ただし，電路と

水路は長くなり，電気と用水の供給は困難とな

る。加えて，定住農村の中心地を形成できず，

子弟の学校や買い物など生活の面で不便になる

と考えられる。

②「棋盤式」－将棋盤的模式

この模式は俗に「満天星－空いっぱいの星」

という。すなわち定住農家の住宅・畜舎・飼草

飼料地が緊密に結びつけられ，10戸あるいは数

10戸程度の牧畜農家を飼草飼料地の中に配置

する。この形式では，飼草飼料地における生産

と管理には有利であるが，模式１と同様に居住

する場所が分散し，電線が長く，公共施設への

アクセスに問題が生じ，用水の供給が困難であ

るなどの問題があると考えられる。

③「村落式」－村落形的模式

この模式は「大分散，小集中」という形式で

ある。すなわち，定住地となる地域の環境条件

に応じて20～30戸あるいは40～50戸の定住農

家を集めて新しい村を形成させる。住宅が分散

しないため電気と用水供給問題の解決が容易と

なる。また各地域の条件によって，このような

３～５村のうち１つを村の中心地として設計

し，この中心地に学校・病院・商店など公共施

設を建設し，生産と生活両面で利便性を確保で

きると考えられる。

④「挿花式」－混在形的模式

これは分散的に定住化させる形式であり，農

村内に定住農家を分散して配置し，一定数量の

耕地を定住農家に配分して定住させる。この模

式では，定住農家は耕種農家から耕種部門での

技術支援を受けやすくなる。加えて，国家の定

住地建設に対する投入が減少し，定住化を推進

しやすくなる。ただし，一定時期後は「牧畜農

家」と「耕種農家」の区別が縮小され，最終に

は統一される可能性があると考えられる。

⑤「異地搬迂式」－（山区の）牧畜農家を平原に

引越しさせる模式。

この模式は，山間地域の自然条件が悪い地帯

表2－6 新疆における定住化方式と定住地模式

内 容

１ 国家投資を主とする
計画的・集中的に定住地建設と飼料地建設が行う，定住化標
準は基本的に実現する定

住
化
方
式

２
国家・集団・個人投
資を結合する

戸単位で定住化建設を行い，定住化標準をしだいに実現する

３
自力更生で，自発的
定住する

何戸の農家が自発的連合体となり，冷季営地に定住し，舎飼
と放牧を結合する

１ 条帯式 住宅・餌地などを道路や水路に沿って細長い形で配列させる

２ 棋盤式
住宅・畜舎・餌地などを緊密に結びつけて，数十戸あまりの
農家を餌地の中に配置させる

定
住
化
模
式

３ 村落式 20～50戸の農家を集めて新しい村を形成する。

４ 挿花式 混在式で，農村内に牧畜農家を分散して配置する

５ 異地搬迂式
山区の牧畜農家を元の生産生活と関連がない他の平原に引越
しさせる

資料：2002年～2005年の聞き取り調査より作成。
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あるいは保護や観光を目的で今後の遊牧が禁止

される地帯にある牧畜農家を新しい開発地に移

転させる，あるいは異郷の農村で定住化させる

（すなわち挿花式）という形式である。これに

よって牧畜農家の生産と生活条件を改善し，あ

る程度草地資源の保護も実現できる。しかし，

多額の資金が必要となり，財政面で制限を受け

る可能性もあると考えられる。

概していえば，以上のように定住化施策中採

用されている定住化方式と定住化模式にはそれ

ぞれのメリットとデメリットを有するが，具体

的にどの方式と模式を採用するのは地域の自

然・経済条件によると考えられる。新疆牧畜庁

における聞き取り調査によると，これらの方式

と模式のうち「方式２」と「模式３」が広範に

実施に移されたものである。

注

（註１)中国では「一人っ子政策」が実施されて

いるが，少数民族に対しては第二子まで

の出産が許可されている。特別な事情が

あり適切な手続きを踏んだ場合は，漢民

族は第二子，少数民族は第三子までの出

産が許可される。

（註２)世界銀行の報告については［１］，pp.405

による。

（註３) 幼陵［54］による。

（註４)中国科学院新疆総合考察隊編著［38］に

よる。

（註５) 幼陵［８］による。

（註６)昌吉自治州加快牧畜業発展調研組［37］

による。

（註７)黒河 功・甫尓加甫［72］，pp.186-189に

よる。

第２節 定住化施策による新たな差異の形成

このような定住化政策は，全新疆にわたって

一律に実施されたが，第１章で述べたように，

各地域の自然環境条件の相違により，定住化政

策の効果に相違を生じさせている。すなわち，

定住化政策によって，地域間格差の増幅に結び

つくような新たな差異が重層的に形成されてい

ると考えられる。

以下，これらの定住化施策により新たに形成

した差異を区分して把握しておきたい。その前

にはまず，第１章で行った分析により指摘した

新疆における遊牧による牧畜業地帯の特徴であ

るその自然条件の地域差を「１次的差異」とす

る。この「１次的差異」はその他の差異を形成

される主な要因のひとつである。ここでは，こ

れに基づいて形成した新たな差異を指摘する。

１．定住化による２次差異の形成

各地域における定住地の建設は，前述した定

住化施策の標準となる「三通・四有・五配套」

と牧畜生産経営の技術指針となる「一三三工

程・両不転・三化」を実現できるような生産・

生活基盤を形成させることを目標としている。

しかし，各地域の自然環境条件によって採用さ

れる定住化方式と定住化模式は違う。加えて，

地域の財政力を考慮し，各定住地を国家投資重

点地区と各級政府投資地区（国家投資は補助的）

に分けたうえで開発が開始される。投資主体の

違いと財政力のレベルにより開発目標の実現程

度に差異が生じると考えられる。

牧畜農家の資産は現金ではなく家畜所有であ

るため，定住農家は住宅や畜舎などの建設を行

うため，家畜を換金し投資する。ただし，家畜

の再生産が行える家畜頭数を維持した上で販売

量を決定し，生活資金を確保して住宅・畜舎の

投資計画を決める。そのため，定住化の初期に

は定住農家の住宅や畜舎などは大体同じ水準で

あったとしても，その以降のレベルは各定住農

家の経済状況によって差異が生じると考えられ

る。

このような定住地建設あるいは生産・社会生

活基盤の整備水準の違いによって形成された差

異をここで「２次差異」とする。

２．定住化による３次差異の形成

伝統的遊牧による牧畜業の経営方式を，定住

化によって牧畜業と耕種業を結合した経営方式

に転換させるのが政府の定住化施策方針の一つ

である。定住地における生産経営活動は，おお

むねその方針に向かって行っている。しかし，

定住地それぞれ属している各地域の生産・経済

環境の差異，主な産業の特徴などの影響で，生

産経営の内実は定住地ごとに異なってくること

70 北海道大学大学院農学研究院邦文紀要 第30巻 第1号



が予想できる。さらに，その定住地の地理的位

置または周辺の市場アクセス条件も定住地の生

産経営に大きな影響を及ぼすことが考えられ

る。このような定住地域の社会経済的条件，と

りわけ市場アクセスに規定された経営展開の地

域的な差異をここで「３次的差異」とする。

３．定住化による４次差異の形成

定住化による生産経営の展開は，現段階では

おおむね政府の指導を受けながら行っている。

たとえば，家畜の移動時期の決定，品種改良や

飼料加工への指導，耕種作業の技術的指導など

生産管理活動の面では政府が統一的に指導を実

施している。ただし，家畜の規模と具体的管理，

作付けの内訳と各種作物の割合，畜産物と農産

物の販売，生産資材の購入，労働力の利用など

は，やはり経営の主体であるその定住農家の自

主的行為によって実施される。その結果は定住

農家それぞれの新たな生産・生活環境に対する

適応能力及び市場対応意識といった主体面での

差異によって異なってくると考えられる。ここ

ではこの差異を「４次的差異」とする。

第３節 小 括

定住化施策の背景を述べると，先に述べたよ

うに，新疆における遊牧による牧畜業は降雪，

寒波など自然災害によって大きな被害を受けて

きた。自然草地の退化・砂漠化と草地生産量の

減少に対して，草地改良や人工草地開発などで

対応しようとしてきたが，草地利用問題すなわ

ち過放牧問題への対応は軽視されてきた。この

ような家畜頭数の増加は，人口増加による食肉

需要の形成が背景にある（表2－1）。

家畜頭数の増加と草地資源の限界を克服する

ために，1950～60年代にも定住化が取り上げら

れたことがある。しかし，当時は定住化に対す

る理解が乏しく，1980年代初期までは簡易住宅

と畜舎を設置する程度であり，しかもこのよう

な施設を有している遊牧民は20％程度に留

まっていた。そこで，1986年の「新疆北疆牧区

経済工作会議」をきっかけにして，定住化政策

は各級政府の重点的工作として位置づけられ，

さまざまな政策が実施されることとなった（表

2－2）。

定住化政策の具体的な内容を見ると，定住化

の基本標準となる「三通・四有・五配套」（表2－

3）と，生産方式上の指針となる「一三三工程」・

「両不転」・「三化」（表2－4）がある。このうち

「三通」は定住地の生産・生活に直接関連する

もっとも基本的なインフラ整備であり，「四有」

は生産基盤，「五配套」は社会生活基盤の整備で

ある。定住地の建設は水利・牧畜・農業・電力

電信・交通道路・教育・医療などの多部門を含

む一貫した工程であり，投資主体もそれぞれ異

なる（表2－5）。さらに具体的に，３つの定住化

方式と５つの定住化模式が示され（表2－6），こ

のうち「方式２」「模式３」は広範に実施に移さ

れたものである。

このような定住化政策は，全新疆にわたって

一律に実施されたが，第１章で述べたように，

各地域の自然環境条件には地域性により，各地

域の定住化政策の効果に相違を生じさせてい

る。すなわち，定住化政策によって，地域間格

差の増幅に結びつくような新たな差異が重層的

に形成されていると考えられる。

本章では，これらの差異を次のように区分し

て把握した。まず，第１章で指摘した自然環境

条件の地域性を「１次的差異」としたうえで，

定住地建設あるいは生産・社会生活基盤の整備

水準によって形成された差異が「２次的差異」

である。さらに，定住地域の社会経済的条件，

とりわけ市場アクセスに規定された経営展開の

地域的な差異を「３次的差異」とする。そのう

えで，定住農家の新たな生産・生活環境に対す

る適応能力及び市場対応意識といった主体面で

の差異が「４次的差異」である。これらの差異

の具体的な内容を次の第３章（２次的差異）及

び第４章（３次的及び４次的差異）によって検

討する。

第３章 定住化による生産・社会生活基盤の形

成

本章では，新疆における定住化政策の実施現

状を把握する。すなわち調査対象地域における

事例定住地の定住化実態を分析することによ

り，新疆における定住化施策による新たな生

産・社会生活基盤の形成およびその特徴を明ら

かにする。
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第１節 定住化実施の現状

本節では，新疆における定住化政策の実施現

状を把握する。そこから調査対象地域と事例定

住地を位置付け，それらの地域の概況と産業の

特徴を示す。

１．新疆における定住化施策の現況

新疆では，1986年に政府が「新彊北疆牧区経

済工作会議」の開催をきっかけにして定住化政

策を本格的に開始した。1996年には1986年

～1995年までの10年間の定住化施策工作の経

験を総括したうえで，定住化施策の基本的標準

が公表された。そこでは定住化が牧畜業工作の

中心的課題となった。これにより定住化が一層

推進されたが，2000年になると定住化は一段落

したとされたため，牧畜業工作の重点を酪農振

興に移したため，これ以降の定住化は緩慢なテ

ンポで進んでいる。この経緯は新疆における遊

牧民の定住化率（表3－1）からみてとれる。

表3－1に示したように，定住化率は年毎に上

昇している。1995年と2000年，2005年の定住

化率をみると，新疆全体で定住化率は1995年の

40.6％から2000年では72.5％まで上昇する。

しかしながら，2000年から2005年（78.0％）に

かけては5.5ポイントの上昇にとどまってい

る。これは上述したように，1995年から2000年

にかけて新疆の牧畜業工作の中心は定住化の推

進であったが，2000年以降は酪農振興に移った

ためである。また定住化の推進は一定的程度実

現されたことにより，施策による資金などに制

限を受け始めたため，2000年代に入り新疆全体

の定住化の進行は停滞したと考えられる。

次に南北新疆の状況についてそれぞれみてい

く。1995年と2000年の定住化率はいずれも北

新疆は南新疆を上回っているが，その上昇幅に

着目すると，南新疆では1995年から2000年に

かけて32.6ポイントと，同時期の北新彊の

28.5ポイントを大きく上回っている。これは定

住化率が低い南新疆で定住化施策が重点的にす

すめられてきたことが考えられる。

この点は，各地域の定住化率とその上昇幅か

表3－1 新疆における遊牧民の定住化率 （単位：％）

地 域 定住化率 増加ポイント
（２市８地区４自治州） 1995年 2000年 2005年 ’95→’00 ’00→’05

新疆総計 40.6 72.5 78.0 31.9 5.5

阿勒泰
アルタイ

地区 47.3 69.0 82.9 21.7 13.9

伊
イリ

地区 37.5 86.3 93.1 48.8 6.8

昌吉
チャンジ

回族自治州 54.2 81.1 85.0 26.9 3.9

塔城
ターチン

地区 38.5 61.9 80.0 23.4 18.1

北
新
彊

博尓塔拉
ボルタラ

蒙古自治州 68.9 97.4 98.0 28.5 0.6

哈密
ハミ

地区 43.5 80.0 36.5

烏魯木斉
ウルムチ

市 63.0 90.9 27.9

克拉瑪依
カラマイ

市 24.1

吐魯番
トルファン

地区 81.4

北新彊計 47.1 75.6 28.5

克孜勒蘇 尓克孜
キジルス・キルギス

自治州 26.0 55.1 71.2 29.1 16.1

巴音郭
バインゴロン

蒙古自治州 45.1 76.6 31.5
南
新
彊

阿克蘇
アクス

地区 42.2 72.3 30.1

喀什
カシュガル

地区 45.8 72.1 26.3

和田
ホータン

地区 13.7 66.6 52.9

南新彊計 34.6 67.2 32.6

資料：1995,2000年は畜牧庁の「年度畜牧工作報告」より，2005年は各地域ホームページ

より作成。

註：空欄はデータなしを示す。
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らもみてとれる。2000年時点で定住化率が低い

地域では2005年にかけて定住化率を大きく上

昇させている（阿勒泰，塔城，克孜勒蘇，和田

地域）。反対に2000年の時点で定住化率が比較

的に高い地域では，2005年にかけて定住化率の

上昇は低位にとどまっている（伊 ，昌吉，博

尓塔拉地域）。上述したように，2000年以降の新

疆の定住化は地域の事情により，定住化率が低

い地域を中心に進められていると考えられるの

である。

以後事例として取り上げる阿勒泰，伊 ，昌

吉の３地域についてくわしくみていく。いずれ

も新疆全体の傾向を踏まえており，2000年まで

に一応の定住化がなされた地域である。なかで

も伊 地区の定住化率の上昇幅が大きく，昌吉，

阿勒泰と続く。2000年以降は，阿勒泰，伊 ，

昌吉と続いており，2000年以前に定住化率が低

い阿勒泰地区において，2000年以降定住化が重

点的に進められたことが考えられる。

特に，2005年の時点では，３地域のうち阿勒

泰地区の定住化率が最小で82.9％，その次は昌

吉（85.0％），伊 地区（93.1）となっている。

これは第１章で述べているように，遊牧条件の

違いが定住化政策の効果を左右する結果である

と考えられる。

以上，新疆における定住化施策の現状を定住

化率によってみた。ただし，新疆牧畜庁からの

聞き取り調査によると，実際には定住化の基本

的標準条件を満たせる定住地域は現段階では

30％にも達してないという。統計上では高い定

住化率を実現しているとみられるが，新疆政治

協商委員会人口資源環境委員会視察組［24］が

「自治区の定住化率は70％以上になったと言

われているにもかかわらず，実際に「三通・四

有・五配套」の標準通りに定住化条件が実現し

ている地域はわずか10％しか満たさない。老人

と子供のみが定住化したが，若い，働き盛りの

労働力がまだ定住してない場合，家畜もまた未

だ定住してない場合が多く見られ，定住化は見

かけだけの存在となっている」と指摘するよう

に，現実的には定住化の基本的な標準となる「三

通・四有・五配套」などのインフラ整備が進ま

ない地域がほとんどであることが考えられる。

２．調査対象地域の概要

１）調査対象地域の選択

第１章の分析より，新疆における牧畜業すな

わち草原牧畜業の代表的な地域は昌吉回族自治

州・伊 地区・阿勒泰地区であることが明らか

となった。これを根拠に，３地域のなかから昌

吉（チャンジ）市・吉木薩尓（ジムサル）県・

阜康（フカン）市（この３地域は昌吉回族自治

州に所属）・新源（シンゲン）県（伊 地区に所

属）・富蘊（フーユン）県（阿勒泰地区に所属）

を取り上げ，以後分析をすすめる（図3－1）。な

お，これらの地域は主に遊牧民族である哈薩克

（カザフ）族が集中する地域であるため，哈薩

克族の定住農家が考察対象の中心となる。

２）調査対象地域の概況

表3－2に調査対象地域である５地域の概況

を示した。具体的には以下のとおりである。

①昌吉市の概況

昌吉市は昌吉回族自治州の州都で，昌吉州政

治・経済・文化の中心地である。新疆区都の烏

魯木斉市から35km程度である。気候は大陸性

乾燥地域に属し，年平均気温は7.2℃，年平均降

水量は193.6mm，年平均蒸発量は1756mm，

年平均無霜期は164日である。烏魯木斉市経済

圏内に入るため，交通の利便性が高く，市場と

のつながりが緊密といえる。また新疆の工業経

済が相対的に集中している地域である。また，

昌吉市には新疆や他省の乳製品加工の集団会社

やトマトなどの農産物加工の集団会社が多数存

在する。

昌吉市の総面積は82.2万 ha，うち耕地面積

は4.7万 ha，草地面積は2.7万 haで，４郷６鎮

88村を含む。総人口は40.3万人，うち少数民族

は22.1％を占める。郷村人口は10.2万人で，総

人口の25.3％を占める。そのうち牧業人口は

1.7万人で，郷村人口の16.8％を占めるにすぎ

ない。郷村人口一人当たり耕地面積は平均7.0

畝で，農業に適合する土地資源も豊富であると

考えられる。以上の事情により，昌吉市の農牧

業は郊外的農牧業の特徴を有していると考えら

れる。

②吉木薩尓県の概況

吉木薩尓県は天山山脈北麓の東端，ジュンガ
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ル盆地の東縁に位置する。県都の吉木薩尓鎮の

西部から区都の烏魯木斉市までの距離は160

km，州都の昌吉市までの距離は206kmであ

る。地勢は南高北低となり，南から北に傾斜し

ている。地形は山区，平原，砂漠の３つの類型

に分けられる。山間峡谷は牧場であり，盆地は

農耕地となっている。気候条件は温帯大陸性乾

燥気候に属する。四季が明瞭で，年平均気温は

5.0℃，年平均降水量は292.6mm，年平均蒸発

量は2,181mm，年平均無霜期は143日である。

総面積は81.5万 ha，耕地面積は3.1万 haで，

草地総面積は68.0万 haである。５郷４鎮167

村を含み，総人口は13.4万人で，少数民族は

29.6％を占める。郷村人口は8.9万人で，その

うち牧業人口は9.0％を占める。一人当たり耕

地面積は5.2畝で，耕種農業は昔から当県の主

要産業であった。当県の気候条件は農耕業に適

応し，小麦，トウモロコシ，馬鈴薯などの作物

と多種の野菜の生産に適した地域であるといえ

る。

③阜康市の概況

阜康市は天山山脈北麓の東端，ジュンガル盆

表3－2 調査対象地域の概況（2005年）

人 口 土地資源 気象の特徴

地 域
主要
産業総人口

（万人）

牧業
人口

（万人）

郷村
人口

（万人）

牧業
人口
割合
（％）

少数
民族
割合
（％）

総面積
（万ha）

耕地
面積

（万ha）

草地
面積

（万ha）

１人
当たり
耕地面積
（畝/人）

気候
特性

年平均
気温
（℃）

降水量
（mm/年）

蒸発量
（mm/年）

無霜期
（mm/年）

昌吉
チャンジ

市 40.3 1.7 10.2 16.8 22.1 82.2 4.7 2.7 7.0
大陸性
乾燥

7.2 193.6 1,756 164
農・酪業
加工業

昌吉
チャンジ

回族
自治州

吉木薩尓
ジムサール

県 13.4 0.8 8.9 9.0 29.6 81.5 3.1 68.0 5.2
大陸性
乾燥

5.0 292.6 2,181 143 農業

阜康
フーカン

市 16.0 1.0 6.3 15.3 27.3 117.3 1.9 54.6 4.6
大陸性
乾燥

7.0 227.3 1,812 164
農牧業
燃料業
観光業

伊
イリ

地区 新源
シンゲン

県 30.3 4.0 21.6 18.6 59.8 68.1 3.8 55.9 2.6
温帯
亜乾燥

8.9 497.1 1,355 149
農牧業
加工業

阿勒泰
アルタイ

地区 富蘊
フーユン

県 8.8 1.5 3.8 39.0 76.0 32.2 1.9 25.1 7.4
大陸性
寒温帯

3.0 189.6 1,974 122
牧業
鉱業

資料：『新疆統計年鑑』2006，『新疆維吾尓自治区地図冊』より作成。

図3－1 新彊の地形と事例地域の位置（再掲）
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地の南縁に位置する。東は吉木薩尓県，南は烏

魯木斉市と隣接する。地勢は南高北低となり，

南部は博格達（バグダット）山峰で，世界で有

名な観光地の「天池」はここにある。北部はグ

ルバントングト砂漠で，中部は平原である。阜

康市も烏魯木斉市経済圏に入るため，交通利便

性が高い。さらに「天池」を主とする観光資源

と石炭・石油・天然ガスなどの燃料資源も豊富

である。気候条件は温帯大陸性乾燥気候に属し，

四季が明瞭で，年平均気温は7.0℃，年平均降水

量は227.3mm，年平均蒸発量は1,812mm，年

平均無霜期は164日である。

総面積は117.3万 ha，耕地面積は1.9万 ha

で，草地総面積は54.6万 haである。３郷３鎮

106村を含み，総人口は16.0万人で，少数民族

は27.3％を占める。郷村人口は6.3万人で，そ

のうち牧業人口は15.3％を占める。一人当たり

耕地面積は4.6畝で，耕種農業は昔から当県の

主な産業の一つである。当県の気候条件は農耕

業に適応し，小麦・トウモロコシなどの作物以

外に瓜類と野菜などの生産も多く，烏魯木斉市

の食料基地の一つである。また，牧畜業は酪農

を中心に展開している。

④新源県の概況

新源県は新疆の西部，天山の北麓，「塞外江南」

と呼ばれる伊 河谷の東端に位置する。県都の

新源鎮から区都の烏魯木斉市までの距離は420

km，伊 州都の伊寧市までの距離は198kmで

ある。地勢は東から西に傾斜している。地形は

東・南・北三方に山を巡らし，中部は平地であ

る。気候条件は温帯亜乾燥気候に属し，年平均

気温は8.9℃，年平均降水量は497.1mm，年平

均蒸発量は1,355mm，年平均無霜期は149日

となる。総面積は68.1万 ha，耕地面積は3.8万

haで，草地総面積は55.9万 haとなる。５郷６

鎮89村を含み，総人口は30.3万人で，少数民

族は59.8％を占める。うち哈薩克族人口は12.3

万人で，全国哈薩克族総人口の10分の１を占め

る。郷村人口は21.6万人で，そのうち牧業人口

は4.0万人となり，郷村人口の18.6％を占め

る。一人当たり耕地面積は2.63畝で，人口密度

が高い地域といえる。

新源県は新疆で有名な「酒郷・糖城・麻県・

豆都・薬市」と言われるように，「草原生態観光

城市」であり，新疆の「農牧業強県」，「工業大

県」，「観光名県」と呼ばれている。農業は甜菜，

大豆，麻が支え，補助的に漢方薬材，果樹，野

菜，飼料などがある。工業は製糖，酒蔵，製麻，

油脂，乳製品加工が中心で，生物製薬，漢方薬

加工などを補助とする体系を形成している。そ

れに，新源県内には世界四大高山草原の一つと

なる那拉提旅行風景区など有名な観光地もあ

り，「旅行名県」とも呼ばれている。

⑤富蘊県の概況

富蘊県は阿勒泰山の南麓，ジュンガル盆地の

北縁に位置する。県都の所在鎮である庫額尓斉

斯鎮から区都の烏魯木斉市までの距離は600

km，阿勒泰地区の中心地である阿勒泰市まで

の距離は237kmである。地勢は北から南に傾

斜し，北部は阿勒泰山区，中部は額尓斉斯河と

烏倫古河沖積平原，南部はクルバントンキュト

砂漠である。気候は大陸性寒温帯気候に属し，

年平均気温は3.0℃，年平均降水量は189.6

mm，年平均蒸発量は1,974mm，年平均無霜期

は122日である。総面積は32.2万 ha，耕地面積

は1.9万 haで，草地総面積は25.1万 haとな

る。６郷３鎮73村を含み，総人口は8.8万人で，

少数民族は76.0％を占める。うち哈薩克族人口

は6.2万人で，総人口の70.7％占め，哈薩克族

の集中する地域である。郷村人口は3.8万人で，

そのうち牧業人口は1.5万人と，郷村人口の

39.0％を占める。１人当たり耕地面積は7.4畝

である。このように高い草地面積と牧業人口に

より，当県は牧畜業を中心にする県である。ま

た，富蘊県は鉱物資源が豊富で，「天然鉱物陳列

館」とも呼ばれている。よって，富蘊県は新疆

の重要な牧畜業と鉱業の開発基地となっている

のである。

３）事例定住地の概況及び選択理由

表3－3には上述した５つの調査対象地域か

ら選択した，事例５定住地の概況と定住化施策

に対する行政の評価を示した。具体的には以下

の通りである。

①昌吉市阿什里郷阿維灘牧民定居点（以下「Ｃ

点」）

阿什里郷は昌吉市の唯一の哈薩克民族郷であ
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り，哈薩克族は95％を占める。主に牧畜業に従

事する。昌吉市の西南部35kmに位置する。阿

什里郷の面積は30.0万 ha，耕地面積は2.7千

ha，草地面積は6.7千 haで，５つの行政村を含

む。2005年末に郷の人口は2,074戸8,100人，

そのうち定住した人口は1,201戸，5,607人で

ある。

阿什里郷における定住化は1992年から行わ

れ，４段階に分けられて実施されている。第一

段階は1992～1994年で，この時期には60戸あ

まりの遊牧農家しか定住しなかった。第二段階

は1995～1997年で，定住化した農家数が450戸

に達し，基礎的な定住村の形式ができた時期で

あった。第三段階は1998～2000年で，定住化率

はさらに高まり，2,074戸の遊牧農家のうち

1,050戸が定住した。第四段階は2001年以降現

在までとなり，2001年からは毎年50戸を定住

させ，定住化率を90％以上に引き上げることが

目標とされている。しかしながら，2005年時点

で定住農家は上述したように1,201戸にとど

まっており，５年間で151戸しか定住してない。

定住率も約60％（05年実際の定住化率は

35～40％しかないという）にとどまっている。

郷政府の担当者によれば，定住化率が低い理由

は，遊牧民の中には農耕作業を嫌う，もしくは

遊牧を行ないながら他の仕事をもとめるといっ

た点があげられた。一部の遊牧民は短期アルバ

イトや商売，レストラン営業に従事しており，

そういった要因が考慮される。

阿什里郷は地理的優位性を充分に利用する目

的に，伝統的農牧業以外に，定住地において観

光業の開発も行っている。現在，阿什里郷には

「二道水三台子景点」，「天山哈薩克民族風情

園」，「阿什里郷天山滑雪場（スキー場）」などの

観光娯楽地が開発されたため，定住農家が他産

業に従事する機会が増加している。

阿什里郷の定住化は阿維灘（アウェイタン）

集中定居点と北沙窩子（ベイシャウォズ）分散

定住点ですすめられた。北沙窩子分散定住点は

冬営地であり，ここに「満天星」式で定住村が

作られたが，わずかに31戸156人しか定住して

ない。残り大部分の定住農家（1,170戸5,451

人）は，春秋営地の一部である阿維灘定居点に

集中して定住化した。

阿維灘牧民定居点は阿什里郷の春秋営地に位

置し，周辺は農業村である。昔の５つの行政村

をそのまま維持する形で定住地に集中し，もと

の社会関係を維持している。この定住地は新疆，

昌吉州および昌吉市の定住化を実施する上で，

モデル定住地となっている。そのため，定住地

整備はほとんど実現されている。

②吉木薩尓県北庭鎮三場槽子牧民定居点（以下

「Ｊ点」）

吉木薩尓県北庭（ベイティン）鎮の地勢は平

坦であり，土地・水資源・気候などの条件によ

り農牧業に適合した地である。主に小麦・トウ

モロコシ・西瓜・メロン・白菜・トマトなどを

生産する。また，昌吉州の主要な漁業生産基地

の一つでもある。総面積は2.9万 ha，耕地面積

は2,167ha，16村を含む。人口は2,265戸，

表3－3 定住地の概況及び行政の評価 （単位：戸，人，ha）

定住時期
（年）

定住農家
戸数（戸）

定住農家
人口（人）

耕地面積
（ha）

草地面積
（ha）

定住地
の決定

隣接村
定住政策上
の位置づけ

定住化に対する行政の評価

Ｃ点 1992 1,201 5,451 2,667 6,667 春秋営地 農業村 モデル
広範囲で成功した
定住化のモデル（模範）となっている

Ｊ点 1997 23 130 500 11,000 冬営地 孤立 一般的 一般的に定住化が進んだ

Ｓ点 1997 12 41 333 6,300 荒漠草地 孤立 一般的

場所の選択が失策であり，結果失敗した
350戸の規模を想定していたが，実際に定住
した農家は02年に12戸，翌年には０戸と
なった

Ｘ点 1994 120 540 87 3,340 冬営地 農業村 実験点
初期に現行標準で実験的定住化が行われ成
功した

Ｆ点 2003 68 380 200
春秋営地
付近

牧畜村 一般的 一般的に定住化が進んだ

資料：行政府からの聞き取りによって作成。

註：１）数字は2005年時点のもので，うちＳ点の数字は2002年のものである。

２）空欄はデータなし。
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8,875人となり，漢民族の集中地で，少数民族は

わずか３％を占めるのみである。

北庭鎮に属する三場槽子（サンチャンソウズ）

牧民定住点は吉木薩尓県の東南部に位置し，吉

木薩尓鎮から18km，北庭鎮から７km離れて

いる。周辺は荒漠草原であるため地理的に孤立

した存在である。昔からこの定住地周辺は冬営

地として利用されていた。

1994年より遊牧民は現定住地の周辺に自発

的に住み始めた。1997年から定住化は本格化

し，1997年に３戸，1998年に６戸，1999年に14

戸が村に定住した。現在三場槽子村の人口は

130人で，23戸の定住農家がいる。うち22戸が

哈薩克族で，１戸が漢民族の農家である。現在

の住宅は1997年から建てられはじめ，定住地の

住宅地域面積は約８haで，共同で利用してい

る夏営地の面積を除いた草地面積は約1.1万

haである。そのうち冬営地は３千ha，春秋営地

は８千haである。耕地面積は500haで，そのう

ち定住農家が農耕を行っている面積は80ha，

未開拓耕地面積は420haである。

③阜康市三工郷三工牧民定住点（以下「Ｓ点」）

三工郷は阜康市の南に位置し，前述した有名

な「天池」観光地の範囲にある。阜康市から22

km離れている。郷における総人口は4.0千人

であり，そのうち少数民族が72％を占める。牧

業人口は97.6％を占め，純牧畜業地域である。

可利用草地面積は12.9万 haで，そのうち春秋

営地は2.0万 ha，夏営地は1.3万 ha，冬営地は

8.7万 haである。５つの行政村と１つの炭鉱を

含む。

三工牧民定住点は元々荒漠草原地帯であり，

気候・水・土地条件は一段と厳しい地域である。

耕地面積は333haで，草地面積は6.3千 haで

ある。この地の遊牧民は元々「天池」周辺を遊

牧地としていたが，世界遺産指定を受けるため

に生態保護・観光地保護のため中国政府より遊

牧を禁止され，遊牧民の移転を半強制的にすす

めてきた経緯がある。ここでは350戸の規模を

目標に定住家屋が順次建設され，1997年から定

住化が開始された。しかしながら2002年に定住

している農家は12戸41人のみであった。これ

は一度入居したが，定住環境が劣悪で，再び元

の遊牧地域に戻った遊牧民がいたためであり，

2003年時点には定住農家はゼロとなった。

④新源県別斯托別郷哈拉蘇村哈拉蘇牧民定居点

（以下「Ｘ点」）

別斯托別（ベストベ）郷は新源県の県都であ

る新源鎮の北部に位置し，郷政府の所在地は新

源鎮である。当郷は新源県における「甜菜・大

豆・野菜・漢方薬材・良種畜養殖」の五大産業

基地となっている。また，新源県の「工業園」

も当郷内に位置している，新源県においてもっ

とも重要な地域である。

別斯托別郷は半農半牧郷であり，11の行政村

のうち７村は半農半牧村で，残り４村は農業村

となっている。土地面積は7.8万 haで，うち耕

地面積は0.4万 ha，草地面積は4.0万 haとな

る。総人口は3.5万人で，うち郷村人口は2.9万

人である。13民族のうち，哈薩克族は45.2％，

漢族は44.2％を占め，哈薩克族は主に草原牧畜

業を従事する。

哈拉蘇村は半農半牧村であり，496戸2,500

人を有する。当村は４つの組に分けられ，第１，

２，３組は農業組，第４組は牧業組となってい

る。

この第４組が事例とする哈拉蘇（ハラソ）牧

民定居点である。冬営地に位置し，農業村に隣

接している。定住農家は120戸540人であり，

1994年より定住が始まった。耕地面積は87ha

で，草地面積は3.3千 haとなっている。

⑤富蘊県庫尓特郷哈拉吉拉牧民定居点（以下「Ｆ

点」）

庫尓特（コアルト）郷は富蘊県の中心地であ

る庫額尓斉斯（コヘルチス）鎮の西北に位置し，

鎮から30km離れている。牧畜業を主とし，農

牧業を結合した地域である。面積は56万 ha

で，うち耕地面積は2.4千 haとなる。総人口は

1.0万人で，哈薩克族は95.5％を占める。郷内

に多種の鉱物と稀有動物・植物があり，開発価

値が非常に高いと言われている地域である。

哈拉吉拉（ハラジラ）牧民定居点は庫額尓斉

斯鎮の南部にある春秋営地の付近に位置し，他

の牧畜村と隣接する。鎮から70km離れ，西部

に位置する庫尓特郷とは合計100km距離があ

る。ここは2003年から定住化が開始された新し
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い定居点であり，定住農家は68戸380人であ

る。耕地面積は200haであるが，草地はまだ配

分されてない。これらの定住農家は定住する以

前に親と一緒に所有していた草地を現在も共同

で利用している。

以上，事例となる各定住地の概況を述べた。

これらの定住地を選択する理由を，行政から定

義された定住政策上の位置づけと定住化に対す

る評価（同表3－3）にもとづき示していく。

Ｃ点－新疆および昌吉回族自治州政府からモデ

ル的定住地と指定され，各級政府からの

より多くの支援に支えられ定住化が広い

範囲で進展した地域である。政府の評価

によれば，定住化施策上成功した地域と

して取り上げる。

Ｊ点－Ｃ点と同じ地域に属しているが，定住化

の進展は一般的な地域である。一般的地

域としてモデル的地域との定住化進展の

相違を把握する目的で取り上げる。

Ｓ点－Ｃ・Ｊ点と同じ地域に属するが，定住地

における環境条件が劣悪であったため，

定住化した遊牧民が再び山に戻ってし

まった定住地である。この地域を定住化

が失敗した例として取り上げる。

Ｘ点－新疆において初めて定住化を現行標準に

よって試験的に進められた地域である。

また，牧畜業と耕種業が並行する地域で

あり，そこでの定住化の進展状況を把握

することを目的により取り上げる。

Ｆ点－定住化が一般的に進んだ地域であるが，

伝統的遊牧地域であり，四季に移動して

放牧するのがこの地域の顕著的特徴とな

る。さらに，定住化以後も家畜が依然と

して四季移動している。このような伝統

的な遊牧地帯における地域の定住化進展

状況を把握することを目的により取り上

げる。

総じて行政の評価に基づき，これらの各地域

を定住化政策の成功地域，失敗地域とその中間

的地域とに区分して，定住化施策の実態分析を

行う。

第２節 新たな生産・社会生活基盤の形成

本節では各事例地における生産・社会生活基

盤の整備状況にかかわる実態把握を行なう。定

住化の基本的な標準となる「三通・四有・五配

套」と，技術指針である「一三三工程・両不転・

三化」の実現状況を各事例定住地についてそれ

ぞれみていく。

１．「三通」の現状

表3－4には「三通」の整備状況と利用実態を

示した。

まず通水の状況をみる。各定住地によって水

利条件は相当異なっており，Ｃ点では近隣にダ

ムが存在するため，生活用水・灌漑用水ともに

豊富であり，その豊かな水資源を背景に，三通

政策の一環として，定住農家の灌漑費用をＣ点

標準価格の半額としている。Ｊ点では井戸水が

利用されており，灌漑ピーク時に多少不足する

程度である。生活用水は，水道水を利用できる

ようになっているが，時々断水することもある

ため，生活用水として井戸も維持されている。

表3－4「三通」の整備状況と利用実態

通 水 通 路
通 電

水量 水利用実態 整備状況 交通手段

Ｃ点 豊富
ダムを利用し，水代が半額にな
る優遇政策がある

Ｃ点内主幹道路までアスファル
ト道路が建設されている

昌吉市まで１日７往復のバス運行している 定住と同時に整備されている

Ｊ点 標準
井水を利用するが，灌漑ピーク
時には多少不足する

町をつなぐアスファルト道路は
未整備で土路を利用している

交通手段なし，雨の多い季節と雪解けの時
期は出入りが困難である

1999年から通じている（定住後
２年遅れ）

Ｓ点 標準
農業用水は利用料金が高く，利
用できない農家が多い

町とをつなぐアスファルト道路
が整備されている

定期的バスなど交通手段は欠けている
整備されているが，充分利用す
る余裕がない

Ｘ点 豊富
国家の投資で引水施設が完備さ
れ，便利に利用できる

町とをつなぐアスファルト道路
が整備されている

郷からは公共交通手段があるが，郷政府所
在地までは個人交通手段を利用している

定住地中心から離れている数戸
では依然通じていない

Ｆ点 標準
吸い上げポンプを利用するた
め，電気代が高く負担が重い

町とをつなぐアスファルト道路
が整備されている

現段階では公共交通機関はない 定住と同時に整備されている

資料：実態調査により作成。

註：事例は2005年時点の実態によるものである。うちＳ点は2002年による。
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Ｓ点は水量が不足しており，農業生産に支障が

出ている。灌漑用水は利用料金が高く，利用で

きない農家が多い。Ｘ点では，水資源が豊富で

あるにもかかわらず，定住地の地勢が高いため，

水の利用が困難であった。2003年に国家の投資

によって引水施設が完備され，利便性が向上し

ている。水利用代金は最初の３年間は免除され

ており，その以降の水代はその引水施設の保護

と修復のため用いられる制度となっている。Ｆ

点では，現段階ではポンプを利用して引水され

ているため，電気代が高くなり，定住農家の負

担が重くなっている。

次に通路の状況をみる。Ｃ点では，定住地内

の主幹道路までアスファルト道路が建設されて

おり，交通の利便性が高い。Ｃ点から昌吉市ま

では，１日７往復のバスも運行している。Ｊ点

では，定住地と町をつなぐアスファルト道路は

未整備であり，土路を利用している。交通の利

便性が低く目立っており，また国営バスや私営

バスなど交通手段はまだないため，主な交通手

段は定住農家自身のバイクや馬となっている。

雨の多い季節と雪解けの時期は定住地に出入り

が困難，あるいは不可能となっており，定住農

家の生産・生活にかなり影響を及ぼしている。

Ｓ点ではアスファルト道路が町までつながって

いるが，定期バスなどの交通手段には欠けてい

る。しかも阜康市まで（約10km）の往復運賃

は約12元と高く，市内まで出稼ぎにいっても大

きなメリットがないということであった。Ｘ点

では，道路が整備されているが，交通手段につ

いては郷からは公共交通手段があるが，定住地

から郷政府の所在地までは個人交通手段を利用

している。Ｆ点でも道路が整備されているが，

現段階では公共交通手段がなく，移動は馬やバ

イクによる。

次に通電の状況をみる。Ｃ点とＦ点では定住

化と同時に整備されていた。Ｊ点では，定住し

た時期から２年遅れの1999年から通じていた。

Ｓ点では，電気は整備されているが，充分に利

用することができない。また定住地の中心地に

は整備されているが，中心地から離れている数

戸の定住農家の住宅には電気が依然として通じ

てない。

以上のように，通水は実現されているが，そ

の利用実態は各定住地の条件によって多様と

なっている。そのうち，Ｃ点とＸ点では水資源

が豊富であることと国家の投入によって水利施

設も比較的整備されている。Ｊ点とＦ点では用

水の利用は一般的に実現されているが，より多

くの水の利用には水資源や水利施設の制限を受

けるといったことが現実である。一方Ｓ点は，

荒漠地に建設されたため，水問題とくに生産用

水問題が顕著である。遠隔地の農業地域から引

水したとしても，その料金は定住したてで，経

済力も脆弱である農家にはとても利用できるも

のではなかった。

道路はＪ村以外では標準通り実現されている

が，それを利用する交通手段はまだ各定住地に

よる。Ｃ点では１日７往復のバス運行も実現し

ているのに対して，Ｊ点では道路さえまだ未整

備のままである。そのため，この状態はＪ点の

定住農家に生産や生活の面でマイナスの影響を

及ぼしているといえる。

Ｊ点での聞き取り調査によると，定住化以降，

定住地行政はほぼ毎年のように昌吉州と新疆の

行政に道路整備の申し込みをおこなっているも

のの，実現されていない。政府の立場にたてば，

Ｃ点のような1,200戸の規模である村と，Ｊ点

のような23戸程度の村では，その投入の効果は

比べようもなく，１kmの道路建設コストが18

万元もする投資は必然的にその規模が大きく，

利用率が高く，投資の回収率も高い地域に集中

するものと考えられる。

２．「四有」の現状

表3－5には「四有」の整備状況を示した。

まず畜舎の整備状況をみる。Ｃ点・Ｊ点・Ｆ

点では，ほぼ全ての農家が畜舎建設の標準（前

掲表2－3，レンガあるいはプラスチックの畜舎

で，面積標準は150～250m/戸，もしくは大家

畜５m/頭，小家畜1.3m/頭）に達している

が，Ｓ点では正式な畜舎は未整備，Ｆ点では標

準を一部の定住農家しか達成していない。

次に人工草地と防風林の整備状況を見る。Ｓ

点は両方とも未整備であり，その他の定住地で

は標準の要求通りに整備されている。

次に住宅の整備状況をみる。各定住地におけ
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る住宅はすべてレンガ木造構造で建設されてい

るが，住宅の建築面積標準（最小15m/人）に

対しては，Ｓ点以外の定住地すべてでこの標準

を達成している。Ｓ点では，住宅はすべて同一

に建設されたため，一部の農家は家族数が多い

ために，一人当たり面積は標準に満たない。

「四有」は以上のように，Ｓ点以外の各定住地

では最低限の指標を満たしながらほぼ実現され

ている。ただしその実現程度は，それぞれの条

件によって違っていることがみてとれる。

３．「五配套」の現状

表3－6には「五配套」の整備状況を示した。

まず学校の整備状況をみると，1,201戸が定

住したＣ点では，定住開始と同時に学校の建設

もおこなわれた。この学校は各級政府の認可を

受けた正式なものである。2002年時点で500人

の農家子弟を受け入れており，まだ定住してな

い，遊牧を続けている遊牧民の子弟も教育を受

けられるように，遊牧民の子弟を預かり学校へ

寄宿させる計画が進行中である。これを受けて，

講堂と宿舎を建設中であったが，2003年からさ

らに300人を増員し，計画どおりに教育を行っ

ている。一方，定住農家が23戸のＪ点でも，定

住と同時に学校が設けられており，2002年時点

で生徒数は18名，校舎は文化センターの一部を

代用していた。しかしながら教師を政府から派

表3－5「四有」の整備状況

畜 舎 住 宅

人工草地 防風林標準の
達成状況

事例農家の
達成水準

標準の
達成状況

事例農家の
達成水準

Ｃ点 ○ 150m/戸以上 ○
基本的に
整備済

○ 24m/人以上

Ｊ点 ○ 150m/戸以上 ○ 整備中 ○ 17m/人以上

Ｓ点 標準に達していない 正式な畜舎は未整備
標準に達していない
草刈地は未整備

未整備
一部家族数の多い農家が
標準に達してない

10m/人以上

Ｘ点 ○ 49m/戸以上 ○ 整備済 ○ 16m/人以上

Ｆ点
一部農家が標準に達
している

120m/戸以上 ○ 未整備 ○ 20m/人以上

資料：実態調査（2002～2005）により作成。

註：１）事例は2005年時点の実態による。ただしＳ点は2002年の実態である。

２）飼料地は草刈地と耕地の一部分となる。

３）標準は表2－3により評価した。

表3－6「五配套」の整備状況

学校 病院（診療所） 技術教育訓練センター 文化センター 商店

Ｃ点 ◎

正規の小・中学校が設
立されている（専業教
員がいる，学生は約800
人）

◎

正規の小規模病院が設
立
（病院職員10人，医師６
人）

○

牧畜業と耕種業訓練セ
ンターが設立されてお
り，随時指導を受けら
れる

◎
専用施設があり，
利用率が高い

○ 個人経営

Ｊ点 ×

05年に代行教員による
学校が廃止され，05年
から児童が隣村に通っ
ている

×
未設立
（治療の際には鎮まで
行く）

×
未整備
鎮の専門員により定期
的な指導を受けられる

○
専用施設があり，
一般的に利用され
ている

×

Ｓ点 ×
未整備（学齢に達して
いる子どもがいなかっ
たため）

×
未設立
（定住した農家が少な
かったため）

×

未整備
郷の専門員により時に
応じて指導を受けられ
る

×
未整備
（条件が形成でき
なかったため）

×

Ｘ点 ○
正規の小学校が設立さ
れている（専任教員が
いる，学生は約200人）

○
診療所が設立
（医師１人，看護婦２
人）

○

牧畜業と耕種業訓練セ
ンターが設立されてお
り，随時指導を受けら
れる

○
専用施設があり，
一般的に利用され
ている

○ 個人経営

Ｆ点 ×

まだ建設されておら
ず，隣村に近いため児
童は隣村の学校に通っ
ている

×
未設立
（隣接している郷の診
療所に通う）

△

牧業訓練センターは設
立されているが，農業
訓練センターは未整備
である

○
専用施設があり，
一般的に利用され
ている

○ 個人経営

資料：実態調査（2002～2005）により作成。

註：事例は2005年時点の実態によるものである。うちＳ点は2002年による。
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遣してもらえないため，農家の中から教師役を

選出していた。このような代行教員は教育委員

会（管轄は中国政府）の給付対象外であり，Ｊ

県が代わりに給料を支給していた。しかし，教

員自身も中学校卒業の学歴を有するのみであ

り，農家はその先生による教育に疑問を持って

いた。そのため，2005年に代行教員による学校

が廃止され，児童が隣村の学校に通うように

なった。しかし，Ｊ点から学校までは５，６km

の距離があるため，また新たな問題が起こって

きた。一つは，子供はほとんど小学生であり，

まだ自ら学校に通うことができず，送迎を必要

とするため，親の生産経営活動に影響が及ぶ。

もう一つは，「三通」で述べているように，Ｊ点

の道路はまだ未整備のため，天気の悪い日には

学校に通うのが困難であった。特に，村に出入

りが不可能となる場合には，学校を休むしかな

いという状況である。これに対して，定住農家

がもっとも少ないＳ点では，学校が設立されて

おらず，またその需要もあまり強くはなかった。

畜舎の建設すらおこなわれていない段階である

ため，そうした公共施設の整備にまで手が回ら

ないであろうことは容易に想像されるが，遊牧

民の中でも比較的若年者が定住者として抽出さ

れたため，子供がまだ幼少であることも影響し

ていると思われる。Ｘ点でも定住開始と同時に

学校の建設も行われ，専任の教員による正規の

小学校が設立されている。規模的には200人の

農家子弟を受け入れるようになっている。Ｆ点

は新しく設立された村であり，学校はまだ建設

されてない。ただし隣村に近いため，現段階で

は児童はその隣村の学校に通っている。

次に病院の整備状況を見ると，Ｃ点とＸ点で

は病院が設立されている。Ｃ点の規模が大きい

ため，正規の病院の形式で設立され，病院職員

10人，医師６人もいる。それに対してＸ点では

診療所の形式で設立され，医師１人と看護婦２

人がいる。その他の３つの定住地では病院が設

立されていない。病院に行くためには隣村か郷

鎮まで行くしかない。

技術教育訓練センターについては，Ｃ点とＸ

点では牧畜業と耕種業訓練センターが設立され

ており，技術的指導を随時的に受けられるよう

になっているが，Ｊ点とＳ点ではまだ設立され

ておらず，鎮や郷における技術訓練センターに

よって指導を定期的に受けている。Ｆ点では牧

畜業技術訓練センターが設立されているが，耕

種業技術訓練センターはまだ設立してない。

文化センターはＳ点以外の定住地ではすべて

設立されており，そのうちＣ点の利用率は高い。

一般的な利用以外にも，定住農家ら自発的に歌

舞演出隊を設立し，定期的に演出する，ダンス

パーティーを行うなどの行事を積極的に行って

いる。その他の定住地では新聞や雑誌を読む，

将棋をする，トランプをするなどに一般的に利

用されている。

商店は定住農家が少ないＪ点とＳ点ではまだ

ないが，その他の定住地では個人経営により出

店されている。特にＣ点では規模の大小はあれ

多めに多数出店されている。

以上のように「五配套」は，モデル定住地で

あるＣ点と実験地であるＸ点においてはすべて

標準通りに実現されているが，その他の一般的

定住地ではその現地条件によってそれぞれ実現

の有無がみられる。そのうちＳ点では，定住し

た農家が少ない，現在の条件では正常な生産・

生活をできないため，こういった公共施設は完

全に未整備の状態であった。

４．「一三三工程・両不転・三化」の現状

表3－7には「一三三工程・両不転・三化」と

いう技術指針の達成状況を示した。

先に「一三三工程」の達成状況をみると，Ｓ

点を除いてその他の定住地ではその標準に達し

ているが，そのうちＪ点は「一四四」すなわち

一棟畜舎，400kg/頭の飼草，40kg/頭の飼料が

整備されている。その理由として２点考えられ

る。一つは，Ｊ点の定住農家が数少ないにもか

かわらず，草地面積は最大となっている（前掲

表3－3）ため，余裕を持って整備することがで

きる。一つは，Ｊ点の所在地は道路が未整備の

状況であり孤立しているため，冬春季あるいは

大雪や雪解けの時期には予想外に何か起こった

場合でもある程度対応を可能とするためであ

る。

「両不転」の具体的な事情は牧畜経営の事情と

合わせて後述するが，ただここで注目したいの
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はＸ点の条件によって舎飼と定住地周辺での放

牧する時期が長くて７ヶ月もあるが，その他の

定住地はいずれもこの指標を満たしていない。

「三化」については，Ｃ点とＸ点はこれらの指

標標準に達しているが，その他の定住地ではば

らつきが大きい。これも各定住地の条件と管理

水準によるものと考えられる。

総じて，以上のような「三通・四有・五配套」

と「一三三工程・両不転・三化」の現状をみた。

定住化を進めるにあたり，新たに形成された集

落の規模が，生産・社会生活基盤の形成程度と

密接な関係をもつことがわかる。つまり，ほと

んど人の集まらない集落において，生産・社会

生活基盤の推進は大きな困難が予想されるが，

政府が掲げている「三通」や「五配套」などの

現地での展開にも影響を及ぼしている。結果的

にみると，規模が大きい，自然条件がよりよい

定住地では各種整備条件が実現されている。反

対に，規模が小さい，自然環境条件も制限され

ている地域では各種整備が進んでいない。

第３節 定住化による生産・社会生活基盤の特

徴

１．生産・社会生活基盤の差異性

各事例定住地における生産・社会生活基盤の

整備状況（「三通」「四有」「五配套」）及び技術

指針の達成状況（「一三三工程」「両不転」「三化」）

にかかわる実態把握（表3－4～3－7）に基づい

て作成したのが表3－8である。成功地域である

Ｃ点とＸ点をみると，同様の成功地域であって

も，各項目の実現程度には相違がある。Ｃ点の

表3－7 技術指針の達成状況

一三三工程 両不転 三 化

一棟畜舎・300kg/頭飼
草・30kg/頭飼料

冬季と春季に移動しない
（120～150日舎飼）

家畜の良種化
（80％以上達成）

予防措置の規範化
飼料飼草の加工化
（80％以上達成）

Ｃ点 ○
舎飼は80日間未満で，冬
営地に移動する

概ね実現している
予防注射や薬湯を定期的
に受けられる

おおむね実現

Ｊ点
◎
（一四四として実現）

冬季に舎飼と放牧が結合
し，春季に移動する

80年代以降は行っていな
い

非定期的で，事情による 指標に達してない

Ｓ点 実現されてなかった
簡易畜舎を利用しなが
ら，放牧を行う

行わなかった 非定期的で，事情による 指標に達してない

Ｘ点 ○
約７ヶ月間舎飼と放牧が
結合している（約３ヶ月
間舎飼）

指標に達している
予防注射や薬湯を定期的
に受けられる

実現

Ｆ点 ○
四季を通じて移動してい
る

牛の良種化は不十分
予防注射や薬湯を定期的
に受けられる

おおむね実現

資料：実態調査（2002～2005）により作成。

註：事例は2005年時点の実態によるものである。うちＳ点は2002年による。

表3－8 事例定住地の基盤整備および技術指針の達成状況（総括一覧表）

三 通 四 有 五配套 技術指針 計

水 道
路

電
気

住
宅

畜
舎

人
工
草
地

防
風
林

学
校

病
院

訓
練
セ
ン
タ
ー

文
化
セ
ン
タ
ー

商
店

一
三
三
工
程

両
不
転

三
化 ◎ ○ △ ×

Ｃ点 ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ◎ ○ ◎ ○ ○ △ ○ 5 9 1 0

Ｊ点 ○ △ ○ ○ ○ ○ △ × × × ○ × ◎ △ × 1 6 3 5

Ｓ点 △ △ ○ △ × △ × × × × × × × × × 0 1 4 10

Ｘ点 ◎ ○ △ ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ 3 11 1 0

Ｆ点 △ ○ ○ ○ ○ ○ × × × △ ○ ○ ○ × △ 0 8 3 4

資料：実態調査（2002～2005）により作成。

註：１）事例は2005年時点の実態によるものである。うちＳ点は2002年による。

２）○は整備済み，◎は整備条件がよい，△は利用できるが問題のあるもの，×は未整備を示す。

３）具体的な評価内容については表3－4～3－7を参照。
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実現度は「◎５○９△１」，Ｘ点は「◎３○11△

１」となっている。Ｃ点は政府のモデル地域，

Ｘ点は定住化標準による実験地域であるが，両

者の差異は定住地の規模の大小，元来の条件差

が関係していると思われる。

次に，失敗地域として位置づけられるＳ点の

実現度は「○１△４×10」となっている。2002

年時点において，350戸規模の定住地にわずか

12戸しか定住が実現せず，定住条件がほとんど

未整備であったため，2003年時点には定住農家

はゼロとなった。最後に，平均的な地域である

Ｊ点とＦ点をみると，Ｊ点が「◎１○６△３×

５」，Ｆ点が「○８△３×４」となっており，整

備・達成程度に問題を抱える項目（△）と未整

備・未達成（×）がほぼ半数を占めている。未

整備分は今後の整備可能性をもつが，むしろ問

題なのは「△」の項目である。Ｊ点では，定住

地は1997年から利用されているが，現在までの

約10年間，「△」の項目はそのまま放置されて

いる。とりわけ道路の問題は，定住農家の生産・

生活に及ぼす影響が大きい。

以上のような内容をもつ定住化にかかわる生

産・社会生活基盤の整備水準・実現程度の格差

が第２章で述べた「２次的差異」にあたると考

えられる。

２．現段階における「定住化」の実態

以上のような分析により，定住化によって形

成された定住地における生産・社会生活基盤は

その整備水準や実現程度によって格差をもつこ

とが明らかになったと同時に，いずれの定住地

においても定住化の標準を完全に満たしている

ことはないといった事実も明らかになった。こ

のことが，現段階における「半定住化」を規定

している基本的な要因であると考えられる。

そこで，「半定住化」の存在については，以下

２つの論点を述べる。

第１に，資源の合理的な利用の面からいうと，

第１章で述べているように，新疆における草地

面積は全国で内モンゴルにつぎ大きく，重要な

草原牧畜業地域である。このように豊富な草地

資源を合理的に利用するのが大事なことである

と考える。もちろん中国及び新疆で普遍的に存

在している「過放牧」現象は草地資源の退化や

砂漠化を進めるが，反対に，遊牧を完全に廃棄

して「全定住化」を目標とすることも適当では

ない。これは資源の「浪費」現象であるといえ

る。それに，膨大な人口の畜産物需要を満たす

ためにも，現段階では遊牧を完全に廃棄するの

も不可能である。そのため，遊牧と舎飼を合理

的に結合して，舎飼によって「過放牧」現象を

解消し，適当な遊牧によって「資源の浪費」現

象を解消し，草地資源の合理的利用に保障しな

がら草原牧畜業の持続的な発展を望むことが必

然的な趨勢であろう。

第２に，生態学の視点からいうと，まず家畜

と野生動物の間の関係をみれば，遊牧過程中家

畜のうち「老」「弱」である家畜が死亡してしま

うことがある。野生動物は家畜の跡をたどって

死亡した家畜の死体を喰うものとする。これに

よって一つの生物チェーンが形成されている。

もし，遊牧が完全に廃止されたらこの生物

チェーンが破壊され，生態平衡にマイナス影響

を及ぼす。厳重化していえば，これはある野生

動物の全滅の原因になるかもしれない。次に，

家畜・野生動物と草地の関係をみれば，家畜や

野生動物の移動によって草地の土がかき起され

た一方，草の種が土に埋められる。また，家畜

と野生動物の糞尿は草地を肥え，草地に「再生

力」を与える。もし，遊牧が廃棄されたら，草

地はその「再生力」を失ってしまう。その結果，

さきに述べた草地資源の「浪費」だけではなく，

「過放牧」と同様に草地資源の退化や砂漠化を

引き起こす。そのため，生態学的な面からみて

も合理的な遊牧が必要であろう。

このような論点と定住化による牧畜業経営展

開の実態によって，「半定住化」は「全定住化」

の前身あるいは過渡段階であるというよりも，

「半定住化」は，今後も相当長い時期に渡って

持続的に存在するといえよう。

第４節 小 括

本章では，新疆における定住化政策の実施現

状を把握し，調査対象地域における事例定住地

の定住化実態を分析することにより，新疆にお

ける定住化施策による新たな生産・社会生活基

盤の形成およびその特徴を明らかにすることが

課題であった。
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新疆では定住化政策が1986年から開始され，

1996年には定住化の基本標準が公表されると

共に，定住化が牧畜業の中心的な課題となった。

これによって定住化が一層推進されたが，2000

年になって定住化は一段落したとされ，牧畜業

工作の重点は酪農振興に移った。これ以降の定

住化は停滞する。このことを定住化率のデータ

によって見ておくと（表3－1），1995年～2000

年の間に新疆全体の定住化率は40.6％から

72.5％まで伸びたが，2000年～2005年はわずか

しか伸びていない。

定住化の実態把握のため，新疆草原牧畜業の

代表的な地域として昌吉州・伊 地区・阿勒泰

地区の３地域を取り上げ，その中から５つの定

住地を選定した（事例地域の概況は表3－2参

照）。事例定住地の概況を示すと（表3－3），行

政の評価に基づいてこれらの各地域を定住化政

策の成功地域（Ｃ点，Ｘ点），失敗地域（Ｓ点），

平均的な地域（Ｊ点，Ｆ点）に区分して捉えた。

各事例定住地における生産・社会生活基盤の

整備状況（「三通」「四有」「五配套」）及び技術

指針の達成状況（「一三三工程」「両不転」「三化」）

にかかわる実態把握（表3－4～3－7）に基づい

て比較したところ以下の点が指摘された。

第１に，成功地域であるＣ点とＸ点を見ると，

同様の成功地域であっても，各項目の実現程度

には相違がある。Ｃ点の実現度は「◎５○９△

１」，Ｘ点は「◎３○11△１」となっており，

Ｃ点は政府のモデル地域，Ｘ点は定住化標準に

よる実験地域であるが，両者の差異は定住地の

規模の大小，元来の条件差が関係していると思

われる。

第２に，失敗地域として位置づけられるＳ点

の実現度は「○１△４×10」となっており，2002

年時点において，350戸規模の定住地にわずか

12戸しか定住が実現せず，定住条件がほとんど

未整備であったため，2003年時点には定住農家

はゼロとなった。

第３に，平均的な地域であるＪ点とＦ点を見

ると，Ｊ点が「◎１○６△３×５」，Ｆ点が「○

８△３×４」となっており，整備・達成程度に

問題を抱える項目（△）と未整備・未達成（×）

がほぼ半数を占めている。未整備分は今後の整

備可能性をもつが，問題点として「△」の項目

を指摘し，Ｊ点では，定住地は1997年から利用

されているが，現在までの約10年間，「△」の

項目はそのまま放置されている点をあげた。と

りわけ道路の問題は，定住農家の生産・生活に

及ぼす影響が大きいといえる。

以上のような内容をもつ定住化にかかわる生

産・社会生活基盤の整備水準および実現程度の

格差が第２章で述べた「２次的差異」にあたる。

そして，いずれの定住地においても定住化の標

準を完全に満たしていることはない。このこと

が，現段階における「半定住化」を規定してい

る基本的な要因であると考えられる。

第４章 牧畜業経営の現況と定住化による変容

本章では，定住化による牧畜業部門と耕種業

部門の現況を把握することにより，定住化によ

る遊牧方式および経営方式の変容について明ら

かにする。さらに，定住農家の定住化に対する

評価を示し，経営変化が定住農家の生活方式に

及ぼす影響を明らかにする。

ここでは，第３章で事例定住地とした５つの

定住地のうち，Ｓ点は定住化施策が失敗した例

であるため，本章でおこなう事例分析の対象か

ら除外する。なお，表4－1は本章の事例定住地

となるＣ点，Ｊ点，Ｘ点とＦ点の概要を改めて

示したものである。

第１節 遊牧方式の変化

伝統的な遊牧方式は，自然草地における草資

源を利用して家畜の生産と再生産を行うことで

あり，その経営方式は，年内の気候や降雪，さ

らに地形，水源および草地における牧草成長の

季節的変化にもとづき家畜を移動させる方式で

ある。このような伝統的な遊牧方式は，定住化

政策の実施により変化が生じていると考えられ

る。これらの諸変化は具体的に舎飼，移動人数

の減少，経営単位の変化，家畜移動の受委託の

進展といった形で現れている。

１．舎飼の実施

第２章で述べたように，定住化政策は遊牧方

式を「冷季舎飼，暖季放牧」すなわち夏と秋に

は家畜を遊牧させ，冬と春の初期には舎飼させ，
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春において遊牧時期を遅らせるように変化させ

ることを求めている，そのため，定住地に畜舎

が整備され，冬季には畜舎で貯蓄した飼草飼料

を利用して飼養することにより，冬季の自然災

害による被害を避けるとともに，自然牧草の不

足問題を緩和させる役割を果たすと考えられ

る。

図4－1には各事例定住地の遊牧ルートとそ

の定住化による変化を示した。遊牧のルートは

定住化以前のルートとほぼ同様であり，基本的

な変化はない。しかし，冬営地における放牧期

間に変化がみられる。すなわち，冬営地と春秋

営地で行なっている放牧期間は減少している

（図には「－」で示した）が，その減少した期

表4－1 調査地の概要

定住農家 中心地までの距離 通 路定住
時期
（年）

耕地
面積
（ha）

草地
面積
（ha）

定住地
の決定

隣接戸数
（戸）

人口
（人）

中心市
・県都

距離
烏魯
木斉市

整備状況 交通手段

Ｃ点 1992 1,201 5,451 2,667 6,667 春秋営地 農業村 昌吉市 35 70
Ｃ点内主幹道路までアスファ
ルト道路が建設された

昌吉市まで１日７往復のバス
運行

Ｊ点 1997 23 130 500 11,000 冬営地 孤立
吉木
薩尓
鎮

18 178
町をつなぐアスファルト道路
は未整備で土路を利用

交通手段なし，雨の多い季節
と雪解けの時期は出入りが困
難

Ｘ点 1994 120 540 87 3,340 冬営地 農業村 新源鎮 22 422
町とをつなぐアスファルト道
路が整備されている

郷からは交通手段があるが，
郷政府所在地までは個人交通
手段を利用

Ｆ点 2003 68 380 200
冬営地
付近

牧畜村
庫額
尓斉
斯鎮

70 600
町とをつなぐアスファルト道
路が整備されている

現段階では公共交通機関はな
い

資料：実態調査（2005年）により作成。

註：空欄は不詳を示す。

図4－1⑴ 事例Ｃ点における遊牧ルートと定住

化による変化

資料：各定住地区における農家聞き

取りにより作成。

註：１)図中ゴシック表記してい

る部分は定住化により変

化した部分を示す。

２) は定住した農家は委託

によって移動がなくなる

ことがあることを示す。

図4－1⑵ 事例Ｊ点における遊牧ルートと定住

化による変化

資料：各定住地区における農家聞き

取りにより作成。

註：１)図中ゴシック表記してい

る部分は定住化により変

化した部分を示す。

２) は定住した農家は委託

によって移動がなくなる

ことがあることを示す。
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間は定住地の畜舎で飼養する期間となっている

（図にはゴシックで示した）。

各定住地における舎飼による変化を具体的に

みると，Ｃ点では，冬営地における放牧期間は

約２ヶ月間，春秋営地における春の放牧期間は

１ヶ月間それぞれ短縮しており，合わせて３ヶ

月間舎飼を行っていることがわかる。Ｊ点とＸ

点でもおおよそ同様な動きが見られるが，Ｆ点

ではこういった変化がみられない。これはＦ点

では定住化を行ったとはいえ，その地域の可利

用草地面積が最も広く，過放牧現象が多少存在

しているといっても，他地域より遊牧条件が良

いといったことによる（前掲表1－13）。そのた

め依然として四季による遊牧方式が採用されて

いる。定住地における畜舎の利用は家畜の分娩

や災害回避など短期的管理活動に限っている。

図4－2では事例３地域（阿勒泰地区，伊 地

区，昌吉回族自治州）の年初家畜頭数と死亡率

を示している。1985年から家畜頭数の推移は３

地域いずれも増加傾向であると同時に，家畜の

死亡率はいずれも減少傾向であることが見て取

れる。このような死亡率の逓減は，定住化およ

び舎飼により冷季雪害など自然災害による損失

を減少させることがある程度実現したためであ

る。すなわち家畜死亡率が下がったのは定住化

および舎飼による自然災害からの回避能力が高

まったためであると考えられる。

全般的に，定住化により舎飼が一般的したが，

そのうちＦ点のように，定住化されてもその地

域の条件により依然として四季による遊牧を

行っているケースも存在する。また，災害から

の回避や牧草供給を保障するといった視点か

ら，定住化，舎飼によって牧畜業生産力を高め

ることがある程度実現できたと考えられる。

図4－1⑶ 事例Ｘ点における遊牧ルートと定住

化による変化

資料：各定住地区における農家聞き

取りにより作成。

註：１)図中ゴシック表記してい

る部分は定住化により変

化した部分を示す。

２) は定住した農家は委託

によって移動がなくなる

ことがあることを示す。

図4－1⑷ 事例Ｆ点における遊牧ルートと定住

化による変化

資料：各定住地区における農家聞き

取りにより作成。

註：１)図中ゴシック表記してい

る部分は定住化により変

化した部分を示す。

２) は定住した農家は委託

によって移動がなくなる

ことがあることを示す。

３)Ｆ点の英字表記は地名を

示しており，各営地内を定

期的に移動していること

を示す。また，Ｆ点では定

住地を持つが定住地で舎

飼は行なわれていない。
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２．移動人数・経営数の減少

定住化以前は，遊牧による移動は家族全員で

行なっていたが，定住化施策によって子供と年

寄りが移動せずに定住地に住むようになった。

また，耕種業部門の担い手となる主な労働力も

移動せず，定住地において耕種作業と管理を中

心に行なっている。そのため，家畜の移動と管

理を担当する労働者と家畜のみが移動するよう

になっている。また，家族労働力が不足する場

合には，家畜の移動は未だ定住してない遊牧民

や他定住農家の遊牧担当者に委託している。つ

まり，定住化により，遊牧では移動人数と経営

数が減少しているのである。これを前掲図4－1

によれば，破線（ ）で示した部分は定住化後

に家畜の遊牧を委託することによって，定住農

家の移動がなくなることを示している。

この変化を事例定住地の現状からみると，Ｃ

点では，定住地からスタートして，春秋営地か

ら夏営地までの放牧，移動は委託によって行な

われていることがみてとれる。冬季に入り，春

秋営地から離れる時期から定住農家は家畜を接

収し，冬営地への移動と冬営地における放牧，

および定住地において舎飼を自ら行なうように

なっている。Ｊ点では，家畜の遊牧委託は春秋

営地でスタートして，またその春秋営地に終わ

り，冬営地への移動から，定住地における舎飼

が終わって春秋営地に移動するまでは定住農家

自らが行っている。Ｘ点では，定住地における

舎飼が終わり，春秋営地に移動する時から委託

をスタートし，最後に冬営地に戻るまで続いて

いる。すなわち，移動の全過程が委託され，定

住農家は冬営地で行う放牧と定住地で行なう舎

飼を担当している。かつ，定住地と冬営地は同

一の場所にあるため，定住農家は完全に移動し

なくなったことをみてとれる。Ｆ点では，定住

地から冬営地まで，それに春秋営地までの移動

と冬営地における放牧は定住農家自ら行い，他

の過程は委託によることがみてとれる。

以上のような委託形式をまとめると，春秋営

地と夏営地における遊牧と，この両営地の間の

移動はいずれの定住地においても委託によって

おこなっている。ただし，その他の部分とその

委託期間は，各定住地それぞれの地理条件や気

候条件により，委託の有無と委託期間の長短な

どの相違性をもっていることがわかる。また，

このような変化を基づいて遊牧による移動人数

と経営数が減少していることが指摘できる。

さらに，定住化以前には家族全員で移動する

ため，子弟は自然に遊牧による放牧や家畜管理

知識を身につけ，自然にその遊牧の継承者と

図4－2 事例地域の家畜頭数（年初）と死亡率の推移

資料：新疆統計局農村調査隊が提供したデータより作成。
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なっていたが，上述したような変化は，その定

住農家の子弟と遊牧とを遠ざけることにつなが

り，今後の遊牧技術の継承が危惧される。聞き

取り調査によれば，ある定住農家は学校の夏休

みを利用して子供に遊牧の体験をさせている

が，これはあくまでも短期的であり，子供に対

しては放牧管理の知識を学ぶよりも遊んでいる

といったほうがよい。また，定住化により近代

化した生活を送れるようになったこれらの子供

たちの将来の夢は，変化していくだろうと予想

され，遊牧を将来の仕事としたい，将来遊牧者

になりたいとった夢をもつ子供が今後出てくる

か，どれぐらい出てくるかという問題は，近い

将来遊牧における継承問題につながるではない

かと考えられる。

３．生産単位の変化

アウルとは数戸の親戚関連，あるいは同じ行

政に属する遊牧農家が共同し，遊牧を行なう生

産方式である。家畜は個別所有・個別的利用と

なるが，その放牧営地と天然採草地は共同で利

用され，構成員間で家畜の放牧と管理作業が分

担されて飼養管理を行なう生産方式である。

このようなアウルを生産経営の単位とする経

営方式は，遊牧経営では長期的に採用され続け

てきたが，80年代に草原牧畜業地帯でも請負制

度が実施されたことによって，草地資源の使用

権は家族単位で配分された。定住化施策も家族

単位で行われ，従来の草地資源を共同で利用し

て生産経営を展開するシステムの維持が困難と

なった。そのため，定住農家の生産経営活動も

家族単位で行なうようになった。ただし，生産

経営単位であるアウル関係が経営制度の変化や

定住化施策によって破壊されたとしても，血縁

的なアウル関係はいまだ存在しており，これに

よって関係者間ではある程度の協力関係がこれ

からも継続的存在すると考えられる。

４．牧畜部門受委託の進展

定住化施策により，伝統的遊牧による経営方

式から牧畜業と耕種業を結合した経営方式に転

換し，定住農家に対して有限な労働力をいかに

有効的に利用するかといった問題が生じてい

る。実態調査によれば，労働力不足問題を解決

ために，担い手労働力は定住地において耕種業

生産経営活動を中心とし，家畜の遊牧や移動は

受委託方式がとられるようになったことが一般

的であった。受委託についての具体的な内容は

定住農家の経営分析とあわせて後述する。この

受委託方式は，先に述べたように春秋営地と夏

営地における家畜の遊牧と移動において採用さ

れている。すなわち，前掲図4－1で示した破線

（ ）部分にあたるといえる。

以上で述べたように，定住化施策と経営方式

の転換によって遊牧経営方式において家畜飼養

方式，経営単位，労働力の利用などの面で変化

が生じたことが明らかになった。さらに，定住

化施策による遊牧の継承者問題が懸念される。

これらの変化が定住農家の経営実態にどのよう

に現れているのか，次節以降の経営実態分析に

よって明らかにしていく。

第２節 定住化による経営の実態

定住化により，定住農家の経営方式は農牧業

が結合された経営方式に変わっている。本節で

は，定住地における定住農家の具体的な経営活

動の展開実態を牧畜部門における経営の展開，

耕種部門における経営の展開，労働力の利用と

その農家経済の構造などの面から把握すること

により，定住地における農牧結合的経営方式の

実態を明らかにする。

１．事例定住農家の概況

事例定住農家は，事例地である４定住地から

それぞれ５戸ずつ選択した。定住農家の経営状

況を反映する詳細的なデータは入手が困難で

あったため，自治区行政の推薦により，農家を

選出した。20戸の事例定住農家の概況は表4－

2に示したとおりである。

これらの定住農家はＪ－３農家を除いて，主

要な遊牧民族である哈薩克族の農家である。

Ｊ－３農家は漢民族であるが，この農家は本来

耕種農家であり，80年代初期に遊牧業を従事す

るようになったため，遊牧民として定住化した

ものである。Ｊ点において唯一の他民族農家で

ある。定住年次によって，これらの農家はおよ

そ1996年の本格的に定住化政策が実施されて

以降定住した農家であることがわかる。そのう

ち，Ｃ－３とＸ－２農家のように，定住化政策
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を実施する以前より自発的に定住した農家や定

住化施策の前期段階で定住化した農家もあるこ

とも分かる。

定住農家の世帯主の年齢からみると，50代以

上の農家はわずか４戸であり，農家全体の２割

を占めるにすぎない。その他の16戸，８割の農

家は40代以下であることがみてとれる。これに

より，新疆では全般的に定住化が若者を中心に

進んでいることがわかる。これは家族人数と労

働力数の少なさを規定する要因であるといえ

る。すなわち，家族構成は若い夫婦と小さい子

供あるいは学齢児童を主とし，主な労働力はそ

の夫婦のみである場合が多いことが考えられ

る。

また，耕地面積，草地面積と家畜規模などで

は地域間と地域内部でもある程度の格差が存在

していることがみてとれる。まず耕地面積をみ

ると，農家それぞれの耕地面積には差異がある。

それは，耕地面積は１人当たりの標準によって

分配されたためである。各定住地各自の条件に

より１人当たりの耕地面積が決められ，その標

準は地域ごとにさまざまである。第３章で述べ

たように，Ｃ点は範囲が広く，５つの行政村を

含む。そのうち，Ｃ－１とＣ－２農家の属する

村は耕地面積が広い，自然草地には他の村より

遠い場所にあったため，そのうえこの村の周辺

耕地の質が農耕に適しているため，この村は耕

種業を中心にするように決定されたものであ

る。このような理由でこの村では耕地が最初に

１人当たり９畝の標準で配分されたが，他の村

は牧畜業を中心にする方針のため，１人当たり

耕地面積は５畝の標準で配分された。そのほか，

耕地面積がＪ点では９畝/人，Ｘ点では10畝/

人，Ｆ点では８畝/人の標準で配分された。しか

し，表4－3で表示したように，家族人数と耕地

面積は以上の標準どおりに合わない農家がほと

んどである。これらの理由はいくつか考えられ

る。たとえば，耕地が配分された後に家族人数

が増減した，耕地の質によって標準より高いあ

るいは低くして配分された，条件と需要によっ

表4－2 事例定住農家の概況

農家
番号

世帯主
年齢
（歳）

定住
年次
（年）

家族
数

（人）

労働
力

（人）

耕地
面積
（畝）

家畜
頭数
（頭）

草地
面積
（畝）

粗収入
（元）

Ｃ－１ 43 1998 3 2 27 21 21,820
Ｃ－２ 43 1998 4 2 60 22 29,460
Ｃ－３ 56 1992 7 4 40 107 1,380 47,000
Ｃ－４ 49 1995 5 4 24 171 880 41,100
Ｃ－５ 38 1995 5 3 20 134 880 41,280

Ｊ－１ 28 1997 5 2 45 96 4,670 23,960
Ｊ－２ 36 1997 5 2 45 189 4,670 29,700
Ｊ－３ 53 1999 3 2 70 55 2,120 41,040
Ｊ－４ 33 1998 4 2 33 53 2,120 25,130
Ｊ－５ 47 1997 7 4 64 101 2,120 19,190

Ｘ－１ 69 1997 6 4 60 327 890 30,750
Ｘ－２ 65 1989 3 2 35 179 250 27,170
Ｘ－３ 42 1994 6 2 70 88 545 10,760
Ｘ－４ 42 1996 6 2 80 170 545 58,300
Ｘ－５ 49 1997 4 3 38 37 545 5,560

Ｆ－１ 45 2003 5 2 40 93 共用 19,110
Ｆ－２ 43 2003 5 2 60 132 共用 29,490
Ｆ－３ 41 2003 7 4 40 106 共用 9,820
Ｆ－４ 35 2003 8 5 50 54 共用 25,850
Ｆ－５ 45 2003 5 3 31 46 共用 11,440

資料：実態調査（2005年）により作成。

註：１）事例は2005年時点の実態によるものである。

２）事例定住農家はＪ－３農家（漢族）以外全員カザフ族である。

３）空欄はなしを示す。

４）１ha＝15畝，１元＝6.5円である。
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て許可される範囲内に農家が自ら耕地を開拓し

た，などである。Ｊ－３農家をみると，家族３

人で，労働力２人であるのに対し，耕地面積は

70畝である。Ｊ－３農家は1999年に定住した

時点で，家族６人であったため，48畝耕地が配

分されたのである。現在，２人の娘はすでに結

婚して家から出ていた。長男は病気で亡くなっ

た。残り次男は中学校１年生である。さらに，

この農家は先に述べたようにそもそも耕種農家

であったため，耕種経営経験が他の定住農家よ

り豊富である。そのため，耕種業を中心にする

方針で，さらに22畝の荒漠地を開拓して，70畝

の規模で耕種経営を行なっている。

次に草地面積を見る。草地面積は各季節営地

の面積と自然採草地面積の合計となるが，各定

住地間の草地面積の格差が大きい。Ｊ点のよう

に草地面積が最も大きいのにもかかわらず，家

畜規模がそれほど大きくないことがわかる。反

対に草地面積が比較的小さいＸ点の家畜規模は

より大きい。したがって，草地の質の差異がか

なり大きいことが考えられる。また，自然草地

は家族単位で配分されたため，同様な質の草地

であれば家族間で同じ面積をもっている場合が

多い。例えば，Ｃ点のＣ－４，Ｃ－５農家は同

様に880畝，Ｊ点のＪ－１，Ｊ－２農家は4,670

畝，Ｊ－３，Ｊ－４，Ｊ－５農家は2,150畝な

どである。そのうち，Ｃ－１とＣ－２農家は耕

種業を中心にしているため，草地が配分されて

ない，そのため家畜規模も他の定住農家より小

さいことがわかる。また，Ｆ点定住農家の自然

草地は定住する以前の家族と共同で利用されて

いる。富蘊県牧畜局によれば，阿勒泰地区では

四季による遊牧方式が維持され，自然草地の利

用方式も以前と同様にアウル単位で利用されて

きたため，定住化された農家はまだ草地をもら

えず，親，兄弟と草地を共用している。それに，

遊牧農家家族も大家族から小家族への変化が近

年よく見られ，以前の草地利用関係の維持が困

難となっている。そのため，2005年から，全地

区の草地資源に対して衛星画像分析を行い，実

際の可利用草地面積を再測量したうえに，家族

単位で分配する工作が始まった。2007年に実現

する予定である。

以上のような家族人数の変化により，土地面

積に対して労働力が不足，あるいは家族労働力

に対して土地面積が不足するなどの状況がみら

れる。そのため，機械化率が低い段階である現

在では，土地面積と労働力のバランスを取るた

めに，定住地においても労働力の雇用や土地の

貸借関係が成立したと考えられる。このような

定住地における新たな社会関係はこれからも存

在し続けると考えられる。

２．牧畜部門における経営の展開

１）草地利用及び家畜移動

定住化により，草地の利用と家畜の移動は，

以前の四季による草地利用と家畜の移動から第

１節で述べたように定住地における舎飼による

季節的な草地利用と家畜移動に変わっている。

草地の利用期間は表4－3に示したように，各

定住地における冬営地，春秋営地，夏営地など

季節営地を利用する期間と舎飼期間が異なって

いることが見て取れる。その各季節営地の利用

期間は，遊牧民の長期以来の草地利用経験を基

づいたうえに，各定住地の具体的な気候環境条

件と草地の質すなわち草の生産量などにより定

住地行政から決められる。Ｃ点では，冬営地の

表4－3 定住地における草地利用

春秋営地
冬営地＋舎飼 夏営地

春 秋

Ｃ点 11/21－１/31（２ヶ月) ２/１－４/20（３ヶ月) ４/21－５/20（１ヶ月) ９/26－11/20（２ヶ月) ５/21－９/25（４ヶ月)

Ｊ点
11/21－12/20，

２/11－４/10（３ヶ月)
12/21－２/10（２ヶ月) ４/11－６/15（２ヶ月) ８/16－11/20（３ヶ月) ６/16－８/15（２ヶ月)

Ｘ点
10/16－12/１，

３/１－５/15（４ヶ月)
12/１－２/29（３ヶ月) ５/16－６/10（半ヶ月) 10/１－10/15（半ヶ月) ６/11－９/30（４ヶ月)

Ｆ点 12/１－２/29（４ヶ月) ４/１－６/25（３ヶ月) ９/11－11/30（２ヶ月) ６/26－９/10（３ヶ月)

資料：実態調査（2005年）により作成。

註：空欄はなしを示す。
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利用期間は２ヶ月間，春秋営地の利用期間は春

季に１ヶ月間と秋季に２ヶ月間の合計３ヶ月

間，夏営地の利用期間は最大４ヶ月間となって

いる。うち舎飼の期間は３ヶ月間となっている。

これにより，Ｃ点では相対的に冬と春営地の利

用期間が短縮されたことと，夏営地の範囲が広

くて気候的にも長く利用できることが想定され

る。Ｊ点では，冬営地は11月の下旬から１ヶ月

間と２月の中旬から４月の上旬まで２ヶ月間と

して２回に分けて利用され，その間の２ヶ月間

に舎飼を行なっている。春秋営地は春季に２ヶ

月間，秋季に３ヶ月間の合計５ヶ月間利用され，

利用期間が最も長い。夏営地の利用期間は最短

で２ヶ月間しか利用できない状況である。Ｘ点

では冬営地と夏営地の利用は同様で４ヶ月間で

あり，うち舎飼は３ヶ月間である。春秋営地の

利用は春季と秋季それぞれ半月しか利用してな

いことが見て取れる。新源県行政の紹介による

と，Ｘ点の各季節営地間の距離が近いと共に

冬・夏営地の範囲が広くてより長期的に利用で

きる，春秋営地は冬営地から夏営地への移行期

として利用されている。Ｆ点では，冬営地は４ヶ

月間，春秋営地は春季に３ヶ月間と秋季に２ヶ

月間の合計５ヶ月間と最も長く，夏営地は３ヶ

月間利用されている。舎飼が行なわれていない

ため，各季節営地の利用期間はほぼ同様である。

次に，家畜の移動をみると，第１節で述べた

ように移動のルートはほぼ変わっていない。た

だし，以前には各季節営地の間に家畜を移動さ

せるために利用する牧道があり，家畜を放牧し

ながら移動させるという形式であったが，現在

耕地に適応すると思われた牧道および牧道の周

辺は耕地として開拓され，一部の牧道は既に存

在しないあるいは狭くなっている。とくに，牧

道がなくなった場合には家畜の移動は普通の共

用道路を利用するため，放牧しながら移動する

のは不可能である。道を急いで移動するため，

人間も家畜も疲れてしまい，回復するには１～

２週間ぐらいかかることがよくあるという。こ

のような状況において，各季節営地間の移動に

はトラックやトラクタあるいは走るといった変

化が各定住地でほぼみられる。また，家畜の各

営地間での移動は上述した決められた各季節営

地の利用期間を守りながら行ない，移動時期に

なると村委員会の担当の幹部らが監督しながら

遊牧民らと一緒に移動する。そのため，各定住

地定住農家の家畜の移動時期はほぼ同様であ

る。

さらに，草地資源の利用率を高める目的で，

中国及び新疆政府から実施されている輪牧・休

牧・禁牧政策を実現するために，2002年から各

地域では国家の投入による囲欄工程が行なわれ

ている。国家投入の規模と地方財政の援助程度

のより各地域の囲欄範囲も違う。Ｊ点の囲欄状

況をみると，2003年から全村の春秋・冬営地を

囲欄する工事が国家からの280万元の投入に

よって行われ，冬営地では１戸当たり長さ

1,200m，幅が105mの囲欄を実現した。冬営地

と畜舎が同一の場所にあるため，囲欄された後

には家畜に水を充分に飲ませて，囲欄内に入れ

ておけば，家畜は草を自由に食べ，夕方になる

と自ら帰ってくるという。これにより囲欄の草

地資源を保護する役割以外に，労働力の省力化

の面でも役割があるのではないかと考えられ

る。しかし，囲欄が実現された後には囲欄の利

用や保護の面で問題が生じている。すなわち，

囲欄によりその囲欄の出入り口を利用して移動

することになり，家畜が自由に移動できなく

なった。そのため，自己の利便性を狙い，囲欄

を破壊してしまうことが各事例地で存在してい

る。とくに春秋営地の囲欄の破壊が目に立つ。

この問題について囲欄の利用と保護についての

規定を厳格に実施する必要があると考える。

定住化による草地利用は，舎飼により冬営地

と秋春営地の利用期間が短縮され，舎飼の期間

が延長されている。家畜の移動は以前の牧道が

なくなったあるいは狭くなったという事実によ

り，以前の遊牧しながら移動する形式から各季

節営地までに他の手段を利用して移動してから

放牧するという形式に変化している。さらに，

草地保護を目的とした囲欄工程により，草地保

護と労働力の節約の面である程度の効果を得た

が，その囲欄の利用や保持の面で監督する必要

があると考えられる。

２）家畜飼養

各定住地の家畜飼養状況を先に家畜構造から
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みると（表4－4），新疆草原牧畜業における家畜

構造と一致しており，羊，牛，馬と駱駝を含む。

そのうち，羊が圧倒的に多く，家畜全体の80％

以上を占める。その次は牛であり，約10％程度

を占める。さらに馬（約４％上下），駱駝（もっ

とも少ない，１％未満）の順に続く。これを各

定住地別と定住農家ごとにみるとあるそれぞれ

の格差あるいは特徴があることが見て取れる。

例えば，定住地別でみると各定住地の家畜構造

には比例的な違いがみられる。駱駝はＸ点を除

いた各地点で飼養されているが，Ｘ点では飼養

されてない。定住地内部の定住農家ごとにみる

と，Ｃ点ではＣ－１，Ｃ－２農家は馬と駱駝を

飼養してない，駱駝の飼養はＣ－３農家のみと

なっているなどである。

これらの家畜のうち，羊は各定住地定住農家

に対して最も重要な家畜であり，現段階では羊

は定住農家の主要な生産物と収入源になってい

る。

牛はそれ自身が食肉として生産物になる場合

もあるが，近年では乳製品加工業の振興により，

各種乳製品の原料である牛乳を取るために飼養

する場合もある。昔から牛乳と自家加工の乳製

品は遊牧農家の食生活には不可欠なものである

と同時に，一部分は他の部門の生産物と交換す

る商品として利用されてきたが，定住化によっ

て自家消費よりも牛乳を始めその他の乳製品を

販売するために，牛を比較的飼養頭数を増やし

ているケースも見られる。実数でみると，20戸

事例農家のうち10戸農家の牛頭数は10頭以上

表4－4 家畜飼養の概要

割合（％） 実数（頭）農家
番号

総頭数
（頭）

換算
総頭数

（標準羊） 羊 牛 馬 駱駝 羊 牛 馬 駱駝

Ｃ－１ 21 25 95.2 4.8 20 1
Ｃ－２ 22 50 68.2 31.8 15 7
Ｃ－３ 107 140 93.5 3.7 0.9 1.9 100 4 1 2
Ｃ－４ 171 260 87.7 9.4 2.9 150 16 5
Ｃ－５ 134 152 97.0 1.5 1.5 130 2 2

Ｊ－１ 96 212 72.9 17.7 6.3 3.1 70 17 6 3
Ｊ－２ 189 309 84.7 13.2 2.1 160 25 4
Ｊ－３ 55 97 81.8 14.5 3.6 45 8 2
Ｊ－４ 53 108 75.5 18.9 5.7 40 10 3
Ｊ－５ 101 146 89.1 9.9 1.0 90 10 1

Ｘ－１ 327 532 86.2 6.1 7.6 282 20 25
Ｘ－２ 179 257 89.4 9.5 1.1 160 17 2
Ｘ－３ 88 138 86.4 11.4 2.3 76 10 2
Ｘ－４ 170 268 88.2 11.8 1.8 150 20 3
Ｘ－５ 37 69 81.1 8.1 10.8 30 3 4

Ｆ－１ 93 106 96.8 2.2 1.1 90 2 1
Ｆ－２ 132 186 90.9 4.5 4.5 120 6 6
Ｆ－３ 108 182 85.2 7.4 5.6 1.9 92 8 6 2
Ｆ－４ 54 126 68.5 24.1 7.4 37 13 4
Ｆ－５ 46 71 87.0 10.9 2.2 40 5 1

Ｃ点平均 91 125 91.2 6.6 1.8 0.4 83 6 2 0
Ｊ点平均 99 174 82.0 14.2 3.2 0.6 81 14 3 1
Ｘ点平均 160 253 87.1 8.6 4.3 140 14 7
Ｆ点平均 87 134 87.5 7.9 4.2 0.5 76 7 4 0

資料：実態調査（2005年）により作成。

註：１)事例は2005年時点の実態によるものである。

２)平均数は事例農家の平均である。

３)羊は綿羊と山羊の合計である。

４)羊単位の換算は，規定に基づき牛：羊＝５：１，馬：羊＝６：１，駱駝：羊＝

７：１，山羊：羊＝0.9：１の比を用いて換算している。

５)空欄はなしを示す。
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となっている。そのため，数多くの農家では牛

やあるいは乳製品の販売が多少発生している

（後掲表4－6）。とくに，Ｃ－４農家の畜産部門

収入のうち牛乳の販売による収入が最大となっ

ている。

馬は乗用として利用される場合が多い。耕種

業を主とするＣ－１，Ｃ－２農家以外の事例農

家はすべて馬を飼っている。調査によると，定

住化によって馬の代わりにバイクを使う農家が

多くなり，事例農家ごとに最少バイク１台を保

有している（後掲表4－14）。そのため，馬は以

前より少なくなっている。ただし，Ｃ点とＸ点

での調査によると，現在馬肉，馬肉ソーセージ，

馬乳などはこれらの地域では特産として生産と

販売されている。これにより将来的に馬は，た

だの乗用と遊牧農家の越冬食料として利用され

るにとどまらず，商品として販売するために飼

養され，量的には増加する可能性がある。

駱駝は数がもっとも少なく，20戸事例農家の

うち３戸しか飼ってない。駱駝は定住化により

減少している。この理由としては以下のような

原因が考えられる。定住化によって定住農家の

うちトラクタやトラックを購買した農家が出て

きて，遊牧中必要となる荷物はトラクタを利用

して時期に合わせて遊牧地まで運ばれるように

なっている。このように移動手段とされた駱駝

の必要性が低下したことが主な要因と考えられ

る。

次に，家畜の飼養規模からみると，定住地ご

とに家畜飼養規模では大小２極分化がみられ

る。換算総頭数によればＣ点では，100頭未満は

２戸，101～200頭は２戸，201頭以上は１戸で

ある。そのうち，Ｃ－１とＣ－２農家の家畜は

100頭未満といっても25頭と50頭しか有して

ないし，その他の３農家の家畜頭数との格差が

目に立つ。Ｊ点では，100頭未満は１戸，

101～200頭は２戸，201～300頭は１戸，301頭

以上は１戸である。これは農家間の格差が大き

いことと規模がばらつきであることが見て取れ

る。Ｘ点では，100頭未満は１戸，101～200頭

は１戸，201～300頭は２戸，500頭以上は１戸

である。これもＪ点と同様に規模格差が大きい

とともに規模にばらつきがある。Ｆ点では，100

頭未満は１戸，101～200頭は４戸である。これ

によって他の定住地より規模格差が比較的に激

しくないことが見て取れる。総合的にみると，

20戸中100頭以下が５戸，100頭台が９戸と最

も多く，200頭台が４戸，300頭以上も２戸見ら

れる。これを平均的にみると，家畜飼養規模が

Ｘ点のみ最大で200頭以上となり，その他は

100頭台である。このことから，定住地間および

定住地内農家間では家畜の飼養規模格差が存在

することと，比較的に100頭台の規模をもつ地

域が多いことが推測される。

３）牧畜部門における受委託と雇用

第１節での定住化による移動人数と経営数の

減少にあわせて述べたように，定住農家におけ

る担い手労働力は夏秋時期には耕種業に専念

し，冬春時期には舎飼による牧畜業を行なうと

いう形態が多くみられた。夏と秋における遊牧

による牧畜業はまだ定住していない遊牧民や，

定住地における遊牧を専念にしている定住農家

に委託することによって行うようになった。各

定住地における家畜の委託は前掲図4－1の破

線「 」部分に当たり，いずれの定住地におい

ても春秋営地と夏営地による遊牧が委託され，

各定住地の気候条件や定住農家それぞれの状況

によって委託期間の長短と委託の有無では定住

地ごとに差異性を持っていることがわかる。

各定住地における委託状況を具体的にみる

と，表4－5に示したように，20戸の農家のうち

家畜の受委託が行われた農家は16戸で，全体の

80％を占める。そのうち，13戸農家が家畜規模

の大小にかかわらず委託方式をとり，自ら定住

地に残って生活している。これは全体の65％を

占める。また，家畜の遊牧と家畜管理を内容と

する労働力の雇用は３戸でみられ，そのうち１

戸は遊牧時期のみの雇用で，２戸は通年による

雇用である。このような委託と雇用に依存した

移動方式をあわせれば，全体の75％が外部化を

行なっている。委託期間はおおむね夏秋時期で

あるが，上述したように定住地条件や農家の状

況によって多少一致しないことがある。

Ｃ点では，Ｃ－１とＣ－２農家で委託が見ら

れ，Ｃ－１農家の委託期間は６ヶ月，Ｃ－２農

家は７ヶ月となっている。時間帯も春秋営地と
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夏営地による遊牧期間（７ヶ月）となっている。

ところで，Ｃ－１農家の委託期間は６ヶ月と

なっているが，それは移動する時期が事情によ

り遅くなったことが理由であるという。Ｃ－３

農家では７ヶ月間の雇用が見られるが，それは

家畜頭数がより多いためであり，雇用労賃代と

委託代はほぼ同様であるため，１人を雇用して

自宅の家畜を専念に放牧させたほうが効果的で

あるという考えであったためである。Ｃ－４，

Ｃ－５農家では家族内に遊牧を担当する労働力

がいるため，自ら遊牧を行なっている。Ｃ－４

農家では長男，Ｃ－５農家では主人の弟（一緒

に暮らしている）が担当で家畜の遊牧を行なっ

ている。Ｊ点では，Ｊ－３農家は冬営地と春秋

営地が定住地に近いため放牧を自ら行い，夏営

地に行ってないため委託が発生していない。そ

の他の農家では委託が見られるが，Ｊ－４農家

以外の３農家は定住地より約70km離れてい

る夏営地による２ヶ月間の遊牧をのみ委託して

いる。Ｊ－４農家は主人の兄弟に委託したため，

委託料も現金や物納などで適当で払うことが可

能であったため，春秋営地による遊牧も含めて

６ヶ月間委託している。Ｘ点では，Ｘ－１農家

のみ委託と雇用が同時に行われている。それは，

この農家の有する家畜は農家全体のうち最も多

い（実数327頭，換算総頭数532頭）ため，親

戚の１人を固定的に雇用し，この被雇用者に

よって一年間における家畜の遊牧や管理などを

行なっている。しかし，家畜の現有規模が１人

に対して大きいため，夏営地すなわち山間地帯

における放牧や管理がより難しくなる。そのた

め，夏営地による遊牧のみ家畜の委託も行い，

その受託者と被雇用者が共同で放牧と管理を行

なっている。Ｘ－２農家では労働力が２人しか

いない，さらに世帯主が女性で，年齢は60代と

なっているため，遊牧や管理を担当できる労働

力がいないという理由で１年間を通して親戚１

人を雇用し，家畜の遊牧と管理を行なっている。

Ｘ－３農家は自ら遊牧を行い，委託が見られな

い。Ｘ－４農家では春秋と夏営地による７ヶ月

間の遊牧の委託が見られる。また，Ｘ－５農家

は調査農家のうち唯一の遊牧を受託する者であ

る。世帯主本人によると，遊牧と家畜の管理が

好きという理由で定住化しても遊牧を中心に経

表4－5 牧畜部門における受委託と雇用

委託 雇用

農家
番号

受託
畜種（頭） 支払額 畜種（頭） 支払額

委託
の
有無

委託先
期間

（月数）

雇用
の
有無

被雇用者
との
関係

期間
（月数）羊 牛 馬

月額
単価

（元/頭）

現金
支払額
（元）

物納ほか 羊 牛 馬
労賃
単価

（元/月）

現金
支払額
（元）

Ｃ－１ 有 親戚 20 6 4 480
Ｃ－２ 有 親戚 15 7 無料
Ｃ－３ 有 同郷の人 100 2 7 400 2,800
Ｃ－４
Ｃ－５

Ｊ－１ 有 親戚 70 2 6 840
Ｊ－２ 有 親戚 160 2 6 1,620
Ｊ－３
Ｊ－４ 有 兄弟 40 6 300 服・食料他
Ｊ－５ 親戚 90 2 500kgトウモロコシ

Ｘ－１ 有 親戚 282 20 25 3 1,800 有 親戚 282 20 25 12 200 2,400
Ｘ－２ 有 親戚 160 17 2 12 300 3,600
Ｘ－３
Ｘ－４ 有 親戚 150 30 7 3,000
Ｘ－５ 有

Ｆ－１ 有 親，兄弟 90 5 4.5 2,025
Ｆ－２ 有 親 120 5 5 5 農作業従事
Ｆ－３ 有 弟 92 5 5 冬期牛飼育
Ｆ－４ 有 親 32 12 6 物納
Ｆ－５ 有 親戚 40 3 5 物納

資料：実態調査（2005年）により作成。

註：１）事例は2005年時点の実態によるものである。

２）空欄はなしを示す。
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営を展開することを決意していた。それに，自

宅の家畜が少ないため，他人の家畜も受託する

ようになった。現在同村農家の家畜以外に，周

辺農耕地域の耕種農家の家畜も受託していると

いう。耕種業は息子に任せて行ない，息子１人

で間に合わないため，土地の一部分は貸し出し

ているという。Ｆ点では，定住化されたばかり

で，耕種作業経験が不足，また落ち着いてない

などの理由で，家畜の秋と夏営地による遊牧を

全員で委託している。

以上より，定住地ごとの事情により委託や雇

用の有無とその委託や雇用の期間は異なってい

ることが事例地の実態によって分かる。委託先

や委託料金の支払いもそれぞれであるが，委託

先はまとめていうと，定住していない親子・兄

弟・親戚関係の遊牧民である場合が多い。被雇

用者も親戚が中心である場合が多い。委託料金

の支払い方法は現金，物納，労働提供など多様

な形態がとられている。また，牧畜部門におけ

る受委託と雇用は家畜の夏秋による移動を基づ

いて発生している。家畜の移動は家畜の規模の

大小にかかわらず，基本的に委託方式が取られ

ているといえる。

４）畜産物と牧畜部門の収入

定住地における畜産物は，羊・牛・馬・駱駝

など家畜（活畜）以外に，また牛乳・羊毛・皮

など原料的生産物と自家加工品であるバター，

チーズなど乳製品も含む。

各定住地における畜産物の販売と収入を表

4－6によってみると，畜産部門の収入は主に羊

を中心にする家畜（活畜）の販売によることが

わかる。聞き取りによると，家畜（活畜）の販

売にはおおむね二種の販売方法がある。一つは，

昔から引き続いてきた商人の購買による販売方

法である。この方法では，周辺の商人は遊牧地

帯に来て家畜を購買する。一つは，90年代後半

に形成されたバザルによる販売方法である。こ

の方法は，各地域郷や鎮行政に属するいくつか

表4－6 畜産物と畜産部門の収入

販売金額（元) 販売量
農家
番号

家畜 毛皮 乳製品 家畜（頭) 毛皮（kg) 乳製品（kg)販売
総額
（元） 羊 牛 馬 駱駝 羊毛 皮 牛乳 バター チーズ 羊 牛 馬 駱駝 羊毛 皮 牛乳 バター チーズ

Ｃ－１ 1,620 1,440 180 8 3
Ｃ－２ 3,220 420 2,800 4 2,000
Ｃ－３ 23,600 12,000 2,000 2,000 400 7,200 100 2 130 10 5,500
Ｃ－４ 26,300 6,750 350 1,600 300 15,000 1,250 1,050 50 1 120 10 12,000 50 70
Ｃ－５ 6,780 6,000 180 600 30 150 20

Ｊ－１ 7,860 3,750 2,500 1,400 210 15 2 70 7
Ｊ－２ 21,700 7,500 6,900 3,400 3,600 300 30 3 2 180 10
Ｊ－３ 5,060 2,500 1,200 1,300 60 10 1 65 2
Ｊ－４ 5,580 2,300 1,000 1,500 330 300 150 10 1 75 7 15 10
Ｊ－５ 6,990 3,450 3,300 240 15 225 8

Ｘ－１ 30,750 26,000 750 4,000 110 30 800
Ｘ－２ 8,370 4,000 450 1,120 2,800 20 15 80 417
Ｘ－３ 8,360 2,800 5,000 60 500 20 300 3 300
Ｘ－４ 19,900 18,000 1,500 400 10 1 16
Ｘ－５ 1,360 160 1,200 8 200

Ｆ－１ 16,610 9,680 6,300 630 44 5 16
Ｆ－２ 26,350 20,000 3,000 1,500 900 950 100 2 1 3 21
Ｆ－３ 9,820 5,000 1,200 2,500 640 480 25 1 1 4 12
Ｆ－４ 12,850 4,200 6,000 2,000 650 20 5 1 11
Ｆ－５ 6,140 4,000 1,900 240 20 1 8

Ｃ点平均 12,304 6,548 1,175 1,260 380 8,333 1,250 1,050 47 2 133 9 6,500 50 70
Ｊ点平均 9,438 3,900 2,900 3,400 2,220 228 300 150 16 2 2 123 7 15 10
Ｘ点平均 13,748 10,933 18,000 1,500 5,000 364 500 1,120 2,667 50 10 1 300 14 300 80 472
Ｆ点平均 14,354 8,576 4,125 1,800 2,500 770 590 42 3 1 1 4 14

資料：実態調査（2005年）により作成。

註：１）事例は2005年時点の実態によるものである。

２）平均数は事例農家の平均である。

３）皮は自家消費した家畜の皮である。羊・牛・馬の皮を含む。

４）空欄はなしを示す。
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の村は，１週間や１ヶ月間のうち決められた日

に順番にバザルを開催する。周辺他村の定住農

家はそのバザルによって家畜の売買を行なう。

前者の方法では家畜をより大量に現金で取り引

きすることができ，後者の方法では需要による

零細的販売や物と物の交換などをできるとい

う。

その他の畜産物の販売は地域によってそれぞ

れとなっている。具体的にみると，羊毛は自家

消費した少数一部農家を除外し，その他の農家

で販売が行なっている。販売先は国家指定の羊

毛加工企業や他省の関連企業である。皮は家畜

と同様に各地域各農家で販売を行なっている。

その販売先は専業の毛皮購買商人あるいは付近

にある革製品加工企業の購買点などである。乳

製品はＣ点とＸ点を中心に販売されている。Ｊ

点では１戸が少量しか販売していない。Ｆ点で

は販売がまだみられない。とくにＣ点における

乳製品あるいは牛乳の販売は多く，販売収入も

大きくなっていることが見て取れる。これは第

３章で述べたように，Ｃ点は昌吉回族自治州の

中心都市である昌吉市に近く，交通が便利であ

るためである。また，新疆および中国における

有名ないくつかの乳製品加工企業が昌吉市にあ

るためである。通常，定住農家と企業の間に牛

乳の売買契約関係が確立され，農家は定期的に

これらの企業に牛乳を提供している（Ｃ－２，

Ｃ－３，Ｃ－４農家）。そのため，Ｃ点農家の牧

畜部門収入のうち，牛乳の販売による収入は家

畜販売の収入より高いケースも見られる（Ｃ－

４）。しかし，その他の乳製品の販売は他の地域

と同様に零細的販売による。Ｘ点も新源県の中

心地である新源鎮に近いが，しかも乳製品の販

売は零細的販売によるため，収入もそれほど高

くない。Ｊ村は孤立的存在であるうえに交通も

不便であるため，新鮮度を要求する乳製品の販

売は現段階で実現できない。Ｆ点は牧畜業中心

地域であるため，周辺も牧畜農家であり，現段

階では需要が形成されていない。そのため自家

消費を主としている。

また，事例農家には見られないが，行政の紹

介によると市場には地域的な特徴があり，Ｃ点

とＸ点では上述した畜産物以外のような畜産物

の生産販売も行っている。すなわち，馬乳，馬

肉，薫製の馬肉，馬肉ソーセージ，駱駝乳，駱

駝肉，ヨーグルトなどの生産物も生産され，Ｃ

点では主に観光客を対象に販売されている。Ｘ

点では主に新源鎮や伊寧市の小売商人を対象に

販売されている。あるいは消費者への直接販売

も行なっている。

各定住地畜産物のこのような販売による収入

水準を平均的にみてみると，Ｊ点以外のその他

の地域の畜産部門収入水準はほぼ同様であり，

1.2～1.4万元あたりであるが，Ｊ点は最も低

く，１万元台未満となっている。

概して，定住地における牧畜部門経営の展開

は羊を中心に行い，家畜の飼養と管理は冬春に

はあるいは農閑期には定住地と冬営地において

定住農家自らおこなわれ，夏と秋には遊牧によ

る。その遊牧は主に委託方式が取られている。

畜産物の生産と販売は羊を主とする生畜により

行なわれている。具体的な畜産物の生産と販売

の内訳が地域ごとに異なっているが，それによ

る畜産部門の収入水準はほぼ同様である。

３．耕種部門における経営の展開

１）土地利用の概要

各定住地内部において，家族人口や土地の質

によって１戸当たりの耕地面積はばらつきがあ

る。それに地域的にもこの差異が存在する。こ

れは各地域における土地資源の占有量とその土

地の質によると考えられる。平均的にみると１

戸あたり30～40畝の耕地を所有している。

定住化による耕種業経営の展開を各定住地に

おける土地利用の概要（表4－7）をみると，ま

ず土地（耕地）貸借の発生が見られる。そのう

ち，土地の貸付が土地の借入より圧倒的多いこ

とがみてとれる。20戸のうち７戸で貸付を行っ

ている。さらに各定住地において土地の貸付が

発生しているうえに，貸付地の面積が農家耕地

面積に占める割合に格差が生じていることがわ

かる。例えばＦ－４農家は50畝の耕地を所有

し，そのうちわずか３畝しか貸付けてない。反

対に，Ｘ－５農家は所有する38畝の耕地のうち

28畝も貸付している。その理由として労働力不

足が挙げられているが，貸付地割合の大小に
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よって農家ごと労働力の不足程度も推測され

る。相対的に，土地の借入は１戸（Ｆ－５）に

とどまっている。その理由は，この農家が遊牧

による家畜の委託料の支払いは現金の代わり

に，受託者にアルファルファを提供するように

契約され，そのため土地を借入してアルファル

ファを多く作付けしたのである。

次に作付けの状況をみると，Ｊ点を除いた他

の定住地では飼料作物が平均６～７割であり，

残り３割が食糧作物と経済作物である。これに

よって，飼料生産によって定住地における牧畜

部門が支えられていることがうかがえる。逆に，

Ｊ点では約７割弱の作付けが食糧（小麦）作物

となっている。これはＪ点の土地条件が小麦栽

培に適することと，Ｊ点の草地面積が相対的に

大きく（前掲表4－1），さらに冬営地と住宅・畜

舎が連結しており，現在の飼料生産規模では家

畜の飼料需要が満たせるためであると考えられ

る。経済作物の作付けは各定住地で見られるが，

その経済作物の具体的な内容は定住地ごとに多

様である。これは各地域の市場アクセス条件に

よると考えられる。とくにＣ点とＸ点ではその

割合が比較的高い経営が見受けられる。すなわ

ち，経済作物はＣ点では綿花・トマト・向日葵

を中心に，Ｊ点とＦ点は向日葵，Ｘ点は甜菜と

豆を中心に作付けしていることが見て取れる。

さらに，Ｊ点（1.3％）とＦ点（5.2％）のよう

な経済作物の作付割合が低いものに対してＣ点

（19.9％）とＸ点（17.0％）の割合が高く，商

業的農業が相対的に進んでいる地域であること

がわかる。その理由は，Ｃ点のトマトとＸ点の

甜菜はその現地における農産物加工企業との契

約によって栽培されている。また，Ｃ点の綿花

とＸ点の豆は農家自ら決定したものであるが，

表4－7 土地利用の概要

耕地面積（畝) 作物別作付面積（畝) 作付割合（％)

飼料作物
食糧
作物

経済作物農家
番号 経営

面積
所有
面積

飼料
作物

食糧
作物

経済
作物うち

借入地
うち
貸付地

小計
ト
ウ
モ
ロ
コ
シ

ア
ル
フ
ァ
ル
フ
ァ

小麦 小計 綿
花

ト
マ
ト

向
日
葵

甜
菜 豆

Ｃ－１ 27 27 20 20 7 7 74.1 25.9
Ｃ－２ 50 60 10 27 20 7 23 20 3 54.0 46.0
Ｃ－３ 30 40 10 15 5 10 15 50.0 50.0
Ｃ－４ 24 24 12 7 5 12 50.0 50.0
Ｃ－５ 20 20 20 20 100.0

Ｊ－１ 45 45 7 7 38 15.6 84.4
Ｊ－２ 45 45 25 10 15 20 55.6 44.4
Ｊ－３ 70 70 20 20 50 28.6 71.4
Ｊ－４ 33 33 5 5 28 15.1 84.9
Ｊ－５ 39 64 25 17 7 10 19 3 3 43.6 48.7 7.7

Ｘ－１ 60 60 50 20 30 10 83.3 16.7
Ｘ－２ 35 35 5 5 10 20 20 14.3 28.6 57.1
Ｘ－３ 70 70 55 15 40 15 78.6 21.4
Ｘ－４ 60 80 20 40 20 20 20 20 66.7 33.3
Ｘ－５ 10 38 28 10 10 100.0

Ｆ－１ 40 40 35 7 28 5 87.5 12.5
Ｆ－２ 60 60 29 14 15 20 11 11 48.3 33.3 18.3
Ｆ－３ 29 40 11 29 4 25 100.0
Ｆ－４ 47 50 3 36 6 30 10 1 1 76.6 21.3 2.1
Ｆ－５ 53 22 31 38 9 29 15 71.7 28.3

Ｃ点平均 30 34 10 19 13 11 14 15 7 20 3 62.3 17.9 19.9
Ｊ点平均 46 51 25 15 10 13 31 3 3 31.9 66.8 1.3
Ｘ点平均 47 57 24 32 14 30 12 20 20 20 68.1 14.9 17.0
Ｆ点平均 46 22 44 7 33 8 25 13 6 6 72.9 21.8 5.2

資料：実態調査（2002～2005）により作成。

註：１）事例は2005年時点の実態によるものである。

２）平均数は事例農家の平均である。

３）空欄はなしを示す。
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その背景としてはこれらの地域はそもそもこれ

らの作物に適する地域であり，契約がなくても

市場によって売れる生産物である。向日葵の作

付はＸ点を除いた各定住地で見られるが，その

作付面積は比較的小さく，販売よりも自家消費

（食油の原料）のために栽培している場合が多

い。

また，作付けを農家ごとにみると，飼料作物・

食糧作物と経済作物の作付け割合がそれぞれ異

なっていることが見て取れる。それに同じ地域

の農家としても，それぞれの作付けの偏りが異

なっていることがわかる。例えば，Ｃ点のうち

Ｃ－１，Ｃ－２農家は飼料作物と経済作物を中

心に作付けした点で作付が同様であるが，それ

ぞれの割合が異なっている。Ｃ－１農家では飼

料作物が約74％，経済作物が26％を占め，Ｃ－

２農家では飼料作物が54％，経済作物は46％を

占める。つぎに作物の内訳をみるとそれぞれま

た違う作物に偏っていることが見て取れる。

Ｃ－１農家は飼料作物としてトウモロコシ，経

済作物として綿花を作付けし，その構造がとて

も単純であるのに対し，Ｃ－２農家は飼料作物

としてトウモロコシとアルファルファ，経済作

物としてトマトと向日葵という作物が多様であ

る。その他の農家の作付その割合を見ても，そ

れぞれ異なっていることが見て取れる。

以上のように，定住化による耕種部門におけ

る土地利用は，飼料生産によって牧畜部門を支

えたと共に，食糧生産と経済作物生産によって

定住農家の食糧需要を満たし，所得を増加させ

るような役割を果たしている。

２）耕種部門における雇用

2005年時点における耕種部門の雇用関係は

表4－8に示したように，Ｃ点のＣ－１とＣ－２

の農家にしか見られない。さらに，この雇用関

係は経済作物の生産によって発生している。す

なわち，綿花（Ｃ－１農家）とトマト（Ｃ－２

農家）といった収穫のために手間がかかる作物

の収穫時期を中心とした雇用が行なわれてい

る。被雇用者も定住農家と血縁的関係がまった

くない労働者であり，とくに他の省から来た「外

来労働者」が雇用される場合が多いという。そ

れは，これらの「外来労働者」はそもそも耕種

農家であるため収穫経験が豊富にあり，より経

済的であることが理由ではないかと考えられ

る。

また，その他の耕種経営活動はほぼ定住農家

自らが行い，これによって前述したように耕種

部門における生産経営は定住農家の担い手労働

力を主として行っていることが証明できると考

えられる。

３）作物の商品率と耕種部門の収入

耕種部門の収入構成を表4－9に示した。おお

よそ作物販売と貸地収入の２つの収入源があ

り，そのうち作物販売からの収入が主要な収入

源になっていることが見て取れる。これを作物

別による販売と貸地収入の有無から見るし，各

定住地および定住農家の具体的な収入源はそれ

ぞれ異なっていることもわかる。Ｃ点では，作

物販売による収入の構成から３つのケースに分

けられる。

１つ目は，Ｃ－１とＣ－２農家のように作物

販売による収入は２つの作物，すなわち飼料作

物と経済作物の販売から構成されている。ただ

し，販売額の割合から見ると，Ｃ－１農家は飼

料作物を中心に販売している（75％を占める）

表4－8 耕種部門における雇用労働力

農家
番号

被雇用者との
血縁関係の有無

作業
内容

労賃単価
支払総額
（元)

Ｃ－１ 無 綿収穫 25元/人日 2,000

Ｃ－２ 無 トマト収穫 20元/人日，0.7元/kg 2,500

資料：2005年聞き取り調査により作成。

註：１)耕種部門において雇用を行っていた農家はＣ－１，Ｃ－２農家のみ

である。

２)Ｃ－２農家の労賃支払は，日給制と収穫重量による出来高制を併用

し算出している。
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のに対してＣ－２農家は経済作物を中心に販売

している（66.5％を占める）。これにより同じ

ケースの中でも販売中心となる作物が農家ごと

にまた異なっていることが考えられる。さらに，

貸地収入はＣ－１農家では発生してないが，

Ｃ－２農家では発生している。

２つ目は，Ｃ－３とＣ－４農家のように作物

販売の収入は１つの作物すなわち食糧作物の販

売によるケースである。それに貸地収入も発生

している。

３つ目は，Ｃ－５農家のように作付けが自家

消費を主とし，作物販売や貸地による収入が発

生していないケースである。Ｊ点における耕種

部門の収入は，主に食糧作物の販売による収入

となっている。そのうち，Ｊ－３農家には飼料

作物の販売も見られる。ただし，その販売額の

割合は19.5％しか占めない。また，Ｊ－５農家

のみ貸地収入が発生している。Ｘ点において，

Ｘ－１農家では耕種部門収入が発生していな

い。またＸ－５農家では貸地収入を除いた作物

販売収入もゼロとなっている。その理由はＣ点

で述べた点と同様に，この２つの農家は自家消

費を中心にしていることが考えられる。Ｘ－２

農家の耕種部門収入は食糧作物と経済作物の収

入によるが，そのうち経済作物の販売額割合は

約89％を占め，主要な収入源となる。Ｘ－３農

家は主に食糧作物の販売による。Ｘ－４農家は

経済作物の販売によるが，また貸地収入も発生

している。Ｆ点において耕種部門の収入は，Ｆ－

１とＦ－５農家は飼料作物の販売による。Ｆ－

２農家は飼料作物と経済作物の販売による。

Ｆ－３とＦ－４農家では作物の販売が発生して

いないが，両農家でも少量の貸地収入が発生し

ていることがわかる。このような収入水準を各

地平均によってみると，Ｊ点は最高（1.9万元）

で，その次はＸ点（1.7万元）とＣ点（1.2万元）

表4－9 耕種部門の販売額及び農産物の商品化率

作物別販売額（元) 販売額割合（％) 農産物商品化率（％)
農家
番号

貸地
収入
（元）合計

飼料
作物

食糧
作物

経済
作物

飼料
作物

食糧
作物

経済
作物

飼料
作物

食糧
作物

経済
作物

Ｃ－１ 16,000 12,000 4,000 75.0 25.0 100.0 100.0
Ｃ－２ 23,900 8,000 15,900 33.5 66.5 76.2 100.0 1,800
Ｃ－３ 2,600 2,600 100.0 66.7 1,800
Ｃ－４ 6,400 6,400 100.0 83.3
Ｃ－５

Ｊ－１ 16,100 16,100 100.0 82.6
Ｊ－２ 8,050 8,050 100.0 71.4
Ｊ－３ 35,980 7,000 28,980 19.5 80.5 60.3 90.0
Ｊ－４ 18,000 18,000 100.0 98.2
Ｊ－５ 8,500 8,500 100.0 82.2 2,500

Ｘ－１
Ｘ－２ 18,800 2,000 16,800 10.6 89.4 50.0 100.0
Ｘ－３ 2,400 2,400 100.0 66.7
Ｘ－４ 35,000 35,000 100.0 100.0 3,400
Ｘ－５ 4,200

Ｆ－１ 2,500 2,500 100.0 14.3
Ｆ－２ 4,640 1,690 2,950 36.4 63.6 88.3
Ｆ－３ 1,100
Ｆ－４ 300
Ｆ－５ 2,000 2,000 100.0 11.8

Ｃ点平均 12,225 10,000 4,500 9,950 40.9 18.4 40.7 37.0 14.4 40.7 1,800
Ｊ点平均 17,326 7,000 15,926 8.1 91.9 4.9 80.6 2,500
Ｘ点平均 18,733 2,200 25,900 7.8 92.2 4.6 92.2 3,800
Ｆ点平均 3,047 2,063 2,950 67.7 32.3 6.5 28.5 700

資料：実態調査（2005年）により作成。

註：１）事例は2005年時点の実態によるものである。

２）平均数は事例農家の平均である。

３）空欄はなしを示す。

４）農産物商品化率は，販売量を総収穫量で割った値である。
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の順であり，これらの３地域の収入水準は，１

万～２万元の間にある。これに対してＦ点の収

入水準は3,047元となり，とても低くなってい

る。これにより，Ｆ点の耕種業生産は自給を中

心にしていることが考えられる。

また，各定住地作物の商品化率を農家ごとに

みてみると，農家それぞれの状況が異なってい

ることが分かる。これを定住地平均でみると，

Ｃ点では経済作物の商品化率が最大で約

40.7％となり，その次は飼料作物（37.0％）と

食糧作物（14.4％）の順になっている。三種類

の作物は自給以外に販売のためにも作られてい

ることが予想できる。それにＣ点の市場アクセ

ス条件も比較的良いことが背景である。Ｊ点で

は食糧作物の商品化率は最大80.6％であり，飼

料作物は4.9％しかいない。経済作物は自家消

費のため作付けされ，販売されていない。前述

した通りにＪ点の耕地は小麦に適するため，小

麦が大量に作られ，耕種部門による主な収入源

とされていることが考えられる。Ｘ点では経済

作物の商品化率は最大92.2％にも達し，食糧作

物は4.6％しかいない。飼料作物の商品化率は

ゼロである。これによって収入を増やせる手段

として経済作物が作られていることが考えられ

る。Ｆ点では経済作物の商品化率は28.5％，飼

料作物は6.5％，食糧作物はゼロである。Ｆ点は

成立されたばかりであるため，作付作業経験が

まだ不足しており，自給が主要な目的であると

考えられる。そのため比較的低い商品化率と

なっている。

つまり，作物の商品化率を全般的にいうと，

経 済 作 物（最 大 92.2）＞食 糧 作 物（最 大

80.6％）＞飼料作物（最大37.0％）の順に高く

なっている。ここで注目したいのは，飼料作物

は作付面積・生産量ともに大きなウェイトを占

めるにもかかわらず（前掲表4－7），商品率は最

も低くなっている。これにより，牧畜業部門と

結合した経営内自給が中心であることが指摘で

きる。

総じて，定住地における耕種部門生産経営の

主要な目的は，牧畜部門生産経営に必要となる

飼料作物と定住農家の生活に必要となる食糧作

物の生産であり，これは定住農家の担い手労働

力により行われるようになっているが，現段階

では牧畜部門の経営規模に対して，家畜飼料と

食糧の自給を満たしたうえにある程度の作物販

売も可能となっている。そのため，各地域は土

地に適した作物や市場に適した作物の栽培に

よって収入水準をアップさせようとしているこ

と考えられる。また各定住地や定住農家の状況

によりその収入水準はばらつきがある。

４．労働力の利用

労働力の利用に関して，家畜の移動にかかわ

る受委託・雇用方式の定着により，定住農家世

帯員の多様な農外就業と，兼業収入の獲得がす

すんでいることが表4－10から見て取れる。

農外就業を行なっている農家すなわち兼業農

家は各地点で見られるが，とくに都市近郊に位

置するＣ点では顕著である。Ｃ点において兼業

内容が多様であり，兼業収入も相対的に多い。

５戸事例農家のうち，Ｃ－２農家を除いた他の

４戸が兼業に従事している。Ｃ－１農家は妻の

担当で2001年から商店を開き，日常生活用品の

営業を行っている。Ｃ－３農家では，妻が2004

年からレストラン経営を行なっている。このレ

ストランはＣ点が属する阿什里郷が開発した

「阿什里郷天山滑雪場（スキー場）」をきっかけ

にしてできたものである。経営期間はスキーの

時期である12月と１月の２ヶ月間しかないが，

現地の冬には馬肉と馬ソーセージを食べる習慣

を用いて経営の特色として生かし，主要なメ

ニューとしている。原料は市場から調達してい

る。また長男は農閑期を利用して運送業にも従

事し，主に草飼料の運送や家畜の営地間におけ

る運送を行なっている。次女は大学を卒業して

から就職できず，阿什里郷に設立された電信局

でアルバイトをしている。Ｃ－４農家では次男

も同様に大学を卒業したあと就職できず電信局

でアルバイトをしている。Ｃ－５農家は，世帯

主は運転がとても好きであるため，家畜を弟に

担当させ，耕地には手間がかからないアルファ

ルファを作付けし，自らは1993年からトラック

を購入して運送業に従事している。妻がＣ－３

農家の妻と同様にスキーの時期を利用してレス

トラン経営を従事しているとともに，他の休閑

期を利用して手芸品を作り，観光客に販売して
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いる。その他の定住地をみてみると，Ｊ点では

Ｊ－４農家とＪ－５農家のみ兼業収入がある。

Ｊ－５農家世帯主は村長の職務を執行している

ため，村政府から給料をもらっている。Ｊ－５

農家の息子はその村範囲で運送業を従事してい

る。Ｘ点ではＸ－５農家しか兼業を従事してい

ない。具体的に自家の家畜の遊牧を行いながら

村あるいは他の村農家の家畜の遊牧による受託

も行なっている。Ｆ点ではＦ－４とＦ－５農家

のみ兼業を従事し，Ｆ－４農家は家具造りと住

宅建設を従事している。Ｆ－５農家は塀建設と

ともに，冬季農閑期に他の労働力不足である農

家に雇用され，冬季における家畜の遊牧を担当

している。しかし，住宅の建設や塀の建設によ

る兼業は定住地建設の初期段階ではあるとして

も，住宅建設の完全化よりこのような兼業チャ

ンスがなくなるため，長く続けないと考えられ

る。

また，兼業農家の収入を各定住地平均で見る

と，Ｃ点は最も高く（1.65万元）となり，２番

目の高いＦ点（0.81万元）より１倍の格差があ

る。その次はＪ点（0.13万元）とＸ点（0.06万

元）となり，前の２点と比べるととても低くなっ

ている。このような農外就業の進展は，地域の

社会経済的な条件，立地条件に規定されている

ところが大きいといえる。

５．定住農家経済の構造

以上農家の収入を部門別でみてきたが，ここ

ではまとめたかたちで定住農家経済の構造をみ

ることにする。各定住農家の部門別収入割合を

みると（表4－11），Ｃ点では，Ｃ－１とＣ－２

農家の耕種部門による収入割合は高い（73.3％，

88.9％）が，相対的にＣ－３とＣ－４農家の牧

畜部門による収入割合が高く（50.2％，64.0％）

なっているが，Ｃ－３農家の他の収入も高い

（40.4％）割合を示している。Ｃ－５農家の他

の収入の割合は最大83.6％となっている。Ｊ点

では，Ｊ－２農家の牧畜部門による収入割合は

最大（72.9％）となり，その他の農家において

耕種部門による収入割合が高く（67.2％，

表4－10 兼業状況・従事者と兼業収入 （単位：元)

自営業経営 運送 製造販売 臨時雇用 牧畜 その他
農家
番号

兼業
収入
合計

就業
者

内容 収入
就業
者

収入
就業
者

内容 収入
就業
者

内容 収入
就業
者

内容 収入
就業
者

内容 収入

Ｃ－１ 4,200 妻 商店 4,200
Ｃ－２
Ｃ－３ 19,000 妻 レストラン 8,000 息子 5,000 娘 電信局 6,000
Ｃ－４ 8,400 息子 － 8,400
Ｃ－５ 34,500 妻 レストラン 12,000 主 19,000 妻 手芸品 3,500

Ｊ－１
Ｊ－２
Ｊ－３
Ｊ－４ 1,550 父 村長 1,550
Ｊ－５ 1,200 息子 1,200

Ｘ－１
Ｘ－２
Ｘ－３
Ｘ－４
Ｘ－５ 600 主 受託 600

Ｆ－１
Ｆ－２
Ｆ－３
Ｆ－４ 13,000 主 家具 6,000 主 住宅建設 7,000
Ｆ－５ 3,300 主 塀建設 1,300 主 雇用 2,000

Ｃ点平均 16,525 12,000 3,500 7,200
Ｊ点平均 1,375 1,200 1,500
Ｘ点平均 600 600
Ｆ点平均 8,150 6,000 4,150 2,000

資料：実態調査（2005年）により作成。

註：１）事例は2005年時点の実態によるものである。

２）平均は事例農家の平均値である。

３）空欄はなしを，－は未了を示す。
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87.7％，71.6％，57.3％）なっている。そのう

ち，Ｊ－１とＪ－５農家の牧畜部門による収入

もより高い割合（32.8％，36.4％）を示してい

る。Ｘ点では，Ｘ－１農家の収入は牧畜部門の

みの収入となり，Ｘ－３農家の牧畜部門による

収入割合は最大（77.7％）で，Ｘ－２，Ｘ－４

とＸ－５農家の耕種部門による収入割合は最大

（69.2％，65.9％，75.5％）になると同時に，

牧畜部門による収入割合はより高くなってい

る。Ｆ点では，Ｆ－４農家が他の収入割合

（49.7％）は牧畜部門収入割合（49.1％）より

やや高くなっている以外，他の４戸は牧畜部門

の収入割合が最大となっている。これにより，

農家の収入は牧畜部門，耕種部門と他の（兼業）

収入に構成されているといっても，農家ごとに

各部門収入の割合が異なっており，ばらつきが

あることが分かる。

また，各定住地における収入構造を部門別の

平均的割合によりみると，Ｃ点における牧畜部

門（34.2％）・耕種部門（29.1％）・その他の部

門（36.7％）別収入割合はほぼ均等であり，都

市近郊的な経営形態であることがうかがえる。

Ｊ点とＸ点は牧畜部門と耕種部門とも収入割合

がより高く，半農半牧的な経営になっていると

うかがえる。具体的には，どちらかと言えばＪ

点は耕種部門（64.1％），Ｘ点は牧畜部門

（51.9％）にややウェイトがあることが見て取

れる。Ｆ点は牧畜業（72.8％）を中心とした経

営であるといえる。さらに，トータルの収入水

準によると，Ｃ点が最も高く（3.6万元），つい

でＪ点（2.8万元）とＸ点（2.7万元），最後に

Ｆ点（2.0万元）という序列が確認できる。

以上見てきたような地域間の相違は，定住地

表4－11 部門別収入割合と農家経済

部門別収入割合（％) 粗収入（元) 支出（元)
農家
番号

利益
（元)

牧畜
部門

耕種
部門

他の
収入

合計
牧畜
部門

耕種
部門

他の
収入

合計
雇用
委託

生産
支出

生活
支出

Ｃ－１ 7.4 73.3 19.2 21,820 1,620 16,000 4,200 11,190 2,480 3,510 5,200 10,630
Ｃ－２ 11.1 88.9 0.0 28,920 3,220 25,700 12,240 2,500 5,580 4,160 16,680
Ｃ－３ 50.2 9.4 40.4 47,000 23,600 4,400 19,000 12,560 2,800 2,160 7,600 34,440
Ｃ－４ 64.0 15.6 20.4 41,100 26,300 6,400 8,400 10,850 3,250 7,600 30,250
Ｃ－５ 16.4 83.6 41,280 6,780 34,500 10,090 900 9,190 31,190

Ｊ－１ 32.8 67.2 23,960 7,860 16,100 15,528 840 7,848 6,840 8,432
Ｊ－２ 72.9 27.1 29,750 21,700 8,050 12,518 1,620 5,758 5,140 17,232
Ｊ－３ 12.3 87.7 41,040 5,060 35,980 16,846 12,806 4,040 24,194
Ｊ－４ 22.2 71.6 6.2 25,130 5,580 18,000 1,550 11,192 300 5,232 5,660 13,938
Ｊ－５ 36.4 57.3 6.3 19,190 6,990 11,000 1,200 28,178 5,778 22,400 －8,988

Ｘ－１ 100.0 30,750 30,750 19,145 4,200 2,925 12,020 11,605
Ｘ－２ 30.8 69.2 27,170 8,370 18,800 14,310 3,600 2,650 8,060 12,860
Ｘ－３ 77.7 22.3 10,760 8,360 2,400 13,090 3,250 9,840 －2,330
Ｘ－４ 34.1 65.9 58,300 19,900 38,400 26,380 3,000 720 22,660 31,920
Ｘ－５ 24.5 75.5 5,560 1,360 4,200 6,320 520 5,800 －760

Ｆ－１ 86.9 13.1 19,110 16,610 2,500 12,020 2,025 1,775 8,220 7,090
Ｆ－２ 85.0 15.0 30,990 26,350 4,640 13,950 3,290 10,660 17,040
Ｆ－３ 89.9 10.1 10,920 9,820 1,100 9,650 2,010 7,640 1,270
Ｆ－４ 49.1 1.1 49.7 26,150 12,850 300 13,000 9,530 3,170 6,360 16,620
Ｆ－５ 53.7 17.5 28.8 11,440 6,140 2,000 3,300 9,835 3,180 6,655 1,605

Ｃ点平均 34.2 29.1 36.7 36,024 12,304 13,125 16,525 11,386 2,593 3,080 6,750 24,638
Ｊ点平均 33.9 64.1 2.0 27,814 9,438 17,826 1,375 16,852 920 7,484 8,816 10,962
Ｘ点平均 51.9 48.1 26,508 13,748 15,950 15,849 3,600 2,013 11,676 10,659
Ｆ点平均 72.8 10.7 16.5 19,722 14,354 2,108 8,150 10,997 2,025 2,685 7,907 8,725

資料：実態調査（2002～2005）により作成。

註：１）事例は2005年時点の実態によるものである。

２）平均数は事例農家の平均である。

３）空欄はなしを示す。

４）生産支出は水代・機械利用・化学肥料・農薬・種などの主な支出を含む。

５）生活支出は食料代・教育費・治療費・被服・交通費・電気代・水代などの主な支出を含む。
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の生産・社会生活基盤の整備水準と直接的な関

連がみられないことに注目したい。例えば，定

住化が成功した地域であるＸ点と平均的な地域

であるＪ点の生産・社会生活基盤には格差があ

るのに対して，経営形態や経営成果にはそれほ

どの開きが見受けられない。このことは，各地

域の社会経済的な条件，とりわけ市場アクセス

条件によって規定される経営展開の側面から説

明される必要がある。この点が第２章で述べた

「３次的差異」にあたる。さらには，同一地域

の農家間にも家畜販売，商品作物の取り組み，

自営兼業も含めた農外収入の獲得といった諸対

応に基づいた収入格差の形成が見受けられる。

このことは，定住農家の定住化という環境変化

への対応能力や経営管理能力に基づく差異であ

ると考えられる。この点が同じく第２章で述べ

た「４次的差異」が生み出されているといえる。

第３節 定住化による経営の変容

本節では，定住化による牧畜業（遊牧）経営

の変化のプロセスを把握する観点から，４年間

の継続的な実態調査の結果を基づいて判明する

限りで，牧畜部門と耕種部門の変容に関して検

討を行なう。

１．牧畜部門の変容

牧畜部門の変容を頭数規模と畜種構成におけ

る変化によってみることにする。まず，家畜飼

養頭数の推移をみると（表4－12），家畜頭数の

規模にはそれほどの変化は見られない。しかし，

その微小な変化でも具体的に波状的な変動，逓

増的な変動と逓減的な変動といった３つのケー

スが存在していることが見て取れる。これを羊

単位に換算した家畜総頭数からみると，Ｃ点に

おいてＣ－１農家の家畜の規模は小さいあるい

は100頭未満であるのにもかかわらず，頭数は

逓減傾向となっている。その理由を前掲表4－

11で示した農家経済の構造とあわせて検討し

てみると，現段階では当農家は耕種経営と商店

経営を中心にしていることが考えられる。続い

て，Ｃ－２，Ｃ－３とＣ－４農家の家畜規模は

波状的な変化傾向にあるが，Ｃ－２農家の規模

が小さい，変動の幅も小さく，基本的には耕種

経営を中心に，現有家畜規模を維持する方針で

あることが考えられる。相対的に，Ｃ－３とＣ－

４農家の家畜規模は100頭以上と比較的に大き

く，変動の幅もより大きくなっている。これは

牧畜経営を中心にしていることと，その変動は

毎年家畜の販売量の多少によるのではないかと

考えられる。Ｃ－５農家の家畜規模も比較的大

きく増加している。これにより耕種経営よりも

牧畜経営を中心にする方針であることが考えら

表4－12 家畜飼養頭数の推移 （単位：頭)

羊換算頭数 家畜総頭数 羊 牛 馬 駱駝農家
番号 01年 03年 04年 05年 01年 03年 04年 05年 01年 03年 04年 05年 01年 03年 04年 05年 01年 03年 04年 05年 01年03年04年05年

Ｃ－１ 70 30 30 25 62 26 26 21 60 25 25 20 2 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0
Ｃ－２ 65 50 45 50 45 34 33 22 40 30 30 15 5 4 3 7 0 0 0 0 0 0 0 0
Ｃ－３ 140 115 210 140 124 87 161 107 120 80 150 100 4 7 8 4 0 0 1 1 0 0 2 2
Ｃ－４ 190 160 230 139 133 171 120 120 150 14 8 16 0 0 0 0 0 0
Ｃ－５ 110 140 104 134 100 130 2 2 0 0 0 0

Ｊ－１ 342 143 183 212 173 75 99 96 140 60 80 70 12 10 14 17 5 2 2 6 16 3 3 3
Ｊ－２ 193 211 226 309 118 138 149 189 100 120 130 160 15 17 18 25 3 1 1 4 0 0 0 0
Ｊ－３ 8 67 72 97 3 37 42 55 2 30 35 45 5 5 8 1 2 2 2 0 0 0 0
Ｊ－４ 62 82 108 32 40 53 25 30 40 5 8 10 2 2 3 0 0 0
Ｊ－５ 106 146 69 101 60 90 8 10 1 1 0 0

Ｘ－１ 480 542 532 250 312 327 200 262 282 20 20 20 30 30 25 0 0 0
Ｘ－２ 153 237 257 57 316 179 34 140 160 19 17 17 4 2 2 0 0 0
Ｘ－３ 127 101 88 89 76 88 80 70 76 7 5 0 2 1 2 0 0 0
Ｘ－４ 264 312 268 148 182 170 120 150 150 24 30 20 4 2 3 0 0 0
Ｘ－５ 79 69 47 37 40 30 3 3 4 4 0 0

Ｆ－１ 178 156 106 145 123 95 137 115 90 7 7 2 1 1 1 0 0 0
Ｆ－２ 196 186 186 126 124 132 110 110 120 10 8 6 6 6 6 0 0 0
Ｆ－３ 153 178 182 76 104 108 60 88 92 6 8 8 7 6 6 3 2 2
Ｆ－４ 146 125 126 48 44 54 25 25 37 17 14 13 6 5 4 0 0 0
Ｆ－５ 71 46 40 5 1 0

資料：実態調査（2002～2005）により作成。

註：空欄は不詳を示す。
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れる。

Ｊ点においては，Ｊ－１農家は2003年に家畜

頭数が減少し，その後増加傾向にある。それは

2002年にＪ－１農家が分家したことが原因で，

それを除くと増加傾向にある。また，その他の

農家の家畜規模も増加傾向であることが見て取

れる。そのため，Ｊ点では家畜飼養は全体的に

規模拡大方針であることが考えられる。これは

前述したようにＪ点の草地資源が比較的に豊富

であることが主要な背景であるといえる。

Ｘ点においてＸ－１とＸ－２農家は増加傾向

であり，うちＸ－１農家の規模は最も大きい

（500頭以上）であるにも関わらず，規模拡大が

続いている。これを農家経済からみると，牧畜

部門からの収入は当農家の唯一の収入源である

ことが分かる。Ｘ－３とＸ－５農家は減少傾向

であるが，うちＸ－３農家では主な収入源であ

るのにもかかわらず，家畜規模が減少している。

それにより生産，生活を保障するため，年々家

畜の販売量が増え，家畜の規模が縮小している

ことが考えられる。このまま続くと悪循環にお

ちいり，そもそも収入水準が比較的低い当農家

は生活に困難な状況になる可能性がある。Ｘ－

５農家は耕種経営を中心としているうえに，家

畜規模の減少幅が小さく，正常的な範囲にある。

これにより規模維持的経営であると考えられ

る。

Ｘ－４農家は波状的変動であるが，規模は

200～300頭の間であり，比較的大規模であると

いえる。耕種部門経営を中心にしているため，

現有規模を維持する方針であるではないかと考

えられる。

Ｆ点においては，Ｆ－３農家は微増傾向であ

り，他の農家は減少傾向にある。それは，Ｆ点

は設立されたばかりであり，まだ基礎的建設段

階であるため，生産・生活需要以外に，住宅や

舎飼など建設のためにも資金が必要となってい

るため，家畜を通常より大量に販売しているこ

とが考えられる。

次に，畜種構成の変化を見てみると，おおむ

ね新疆全体の構成と一致し，羊を中心にする構

造である。家畜の比例構造でも変化が微小であ

り，ほぼ維持されている場合がほとんどである。

また，その変化傾向も大体家畜総頭数規模の変

化傾向と一致していることがわかる。

２．耕種部門の変容

経営耕地の規模は各定住地行政の分配により

固定されている上に，現段階では土地の貸借も

限られている。そのため，耕種部門の変容を表

4－13にまとめた土地利用の推移によりみる

と，経営耕地規模も現状維持で推移しているこ

とが見て取れる。

次に作付け構成を見ると，先に現状から指摘

した地域的な傾向は維持されている。飼料作物

と食糧作物は各地点でほぼ同様な構成である

が，経済作物の構成は地域性が顕著である。ま

た，個別農家単位で見れば特徴的な対応も見ら

れる。例えば，経済作物の割合が高いＣ点とＸ

点の農家に着目してみると，Ｃ点は綿花とトマ

トを中心に栽培している。Ｘ点は甜菜と豆を中

心に栽培している。さらに，Ｃ－１やＣ－２，

Ｘ－２やＸ－４農家のように作付け割合が年々

大きく変動していることが確認できる。これら

の農家は耕種部門において経済作物を主要な収

入源としており，年々の市場動向に応じて作物

選択，作付面積の調整を行なっていることが推

察される。

以上のような分析により，耕種経営の展開が

耕地面積の制限によって制約を受けており，牧

畜経営でも顕著な規模拡大は見られず，ほぼ現

状維持的な経営となっていることを具体的に把

握した。この点は，現段階における定住化によ

る経営展開の問題点であると指摘できる。

第４節 定住化による生活方式の変容

１．生活環境の変容

定住化により，比較的に安定的な生活環境が

形成されたといえる。主な生活環境の変化を表

4－14にまとめた。まず，住居が定められた生活

が始まった。すなわち，定住化に伴って，定住

農家はレンガ造りの広い住宅に居住した。住宅

建設には各地点行政からある程度の補助が行な

われたが，各地点行政の財政力と施策時期によ

りその補助の内訳が異なっている。例えば，Ｃ

点における住宅建設は1996年に行われ，翌年か

ら利用が始まっている。初期建設費は2.4万元

104 北海道大学大学院農学研究院邦文紀要 第30巻 第1号



であり，1992年に自発的に定住したＣ－３農家

を除いて，その他の農家は政府から４千元の補

助を受けていた。その後，家族数が増えたこと

により自己資金で住宅を増棟しているケースも

ある（Ｃ－３，Ｃ－４農家）。Ｊ点では1995年

に住宅・畜舎の建設が行なわれ，建設費は５万

元，そのうち１万元程度の補助（郷から0.5万

元，県から0.5万元）が含まれている。また，

Ｊ－２，Ｊ－４，Ｊ－５は自己資金で増棟もし

ている。Ｘ点では，定住農家の住宅建設は最初

から自己資金で行なわれ，Ｘ－１，Ｘ－４，Ｘ－

５農家は増棟している。Ｆ点は2002年に住宅建

設が行なわれ，建設費は2.6～3.5万元で，その

うち補助は１～1.3万元となっている。

また，耐久消費財の購入がすすみ，生活の「近

代化」がはかられている。テレビは完全に普及

され，すべての農家で保有している。DVDはＦ

点を除いた他の定住地で保有している農家が多

い。カセットテープはＣ－４農家以外は保有し

ている。冷蔵庫と洗濯機はＣ点とＸ点を中心に

保有する農家が多く，また，固定電話はＣ点と

Ｆ点で整備されたが，Ｊ村とＸ村の固定電話は

まだ整備されてないため，携帯を中心に利用さ

れている。

表4－13⑴ 土地利用の推移

耕地面積（畝) 作付割合（％) 作物別作付面積（畝)

飼料作物 食糧作物 経済作物
農家
番号 年次 経営

面積
所有
面積

飼料
作物

食糧
作物

経済
作物

うち
貸付
地

小計

ト
ウ
モ
ロ
コ
シ

ア
ル
フ
ァ
ル
フ
ァ

小
麦 小計 綿花

ト
マ
ト

向
日
葵

甜
菜 豆

2001 40 40 30.0 45.0 25.0 12 12 18 10 10
2003 27 27 66.7 33.3 18 9 9 9 9

Ｃ－１
2004 42 27 15 11.9 16.7 71.4 5 5 7 30 30
2005 27 27 74.1 25.9 20 20 7 7

2001 65 65 76.9 23.1 50 50 15 15
2003 41 60 19 39.0 24.4 16 10 6 10 10

Ｃ－２
2004 60 60 33.3 16.7 33.3 20 20 10 20 10 10
2005 47 60 13 57.4 42.6 27 20 7 20 20

2001 40 40 55.0 45.0 22 12 10 18
2003 40 40 100.0 25.0 40 20 20 10

Ｃ－３
2004 30 40 10 100.0 30 20 10
2005

2003 24 24 70.8 29.2 17 12 5 7
Ｃ－４ 2004 24 24 100.0 24 19 5

2005 24 24 50.0 50.0 12 7 5 12

2004 20 20 100.0 20 20
Ｃ－５

2005 20 20 100.0 20 20

2001 80 80 75.0 25.0 60 30 30 20
2003 28 45 17 46.4 53.6 13 4 9 15

Ｊ－１
2004 45 45 17.8 82.2 8 8 37
2005 45 45 15.6 84.4 7 7 38

2001 40 40 75.0 25.0 30 15 15 10
2003 40 40 62.5 37.5 25 10 15 15

Ｊ－２
2004 45 45 55.6 44.4 25 10 15 20
2005 45 45 55.6 44.4 25 10 15 20

2001 75 75 9.3 66.7 24.0 7 7 50 18 18
2003 70 70 28.6 71.4 20 20 50

Ｊ－３
2004 70 70 28.6 71.4 20 20 50
2005 70 20 20 50

2003 32 32 15.6 84.4 5 5 27
Ｊ－４ 2004 32 32 12.5 87.5 4 4 28

2005 33 33 15.2 84.8 5 5 28

2004 45 64 19 15.6 62.2 22.2 7 7 28 10 10
Ｊ－５

2005 39 64 25 43.6 48.7 7.7 17 7 10 19 3 3

資料：実態調査（2002～2005）により作成。

註：空欄はなしを示す。
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さらに，定住農家子弟の教育条件が改善され，

かつては困難であった高校以上の就学もみられ

る。すなわち子供の入学率や進学率は上昇し，

とくに大学への進学も見られるようになってい

る。しかし，大学を卒業してから基本的に原籍

に戻される方針である現段階では，専門により

現地で就職することが不可能である場合もあ

る。例えば，Ｃ－３とＣ－４農家の大学を卒業

していた子弟が就職できず，郷の電信局でアル

バイトしている。この問題は社会関係の範囲が

非常に狭い定住農家には大きな問題となってお

り，子弟に対する期待と現実との乖離という局

面が多く見られ，子弟の教育に対する積極性が

失なわれるような新たな問題が生じてくる可能

性がある。

２．年間行事の変化

１）定住化による年間行事の変化

遊牧地域における年間行事は，社会的連帯感

を醸成し，男女交流，相互的友情や信頼を深め

る重要な役割をもっている。表4－15にはカザ

フ族の主要な伝統的な年間行事と定住化による

変化を示した。年間行事は，宗教的な行事（ロー

ズ祭，クルバン祭，割礼お茶会，赤ん坊祝会），

トルコ系民族の間で行われていた行事（ノルズ

祭），一般的行事（結婚結納，結納お茶会，結婚

お祝い，親戚訪問），遊牧社会によって形成され

た行事（郷帰り，郷帰お茶会，敬老お茶会，競

馬，女の男追い，相撲）などである。定住化以

前には，新疆の遊牧地域における年間行事の内

容（宗教的な行事を除外），開催時期および開催

方式などはほぼ同様であった。開催時期が決め

表4－13⑵ 土地利用の推移

耕地面積（畝) 作付割合（％) 作物別作付面積（畝)

飼料作物 食糧作物 経済作物
農家
番号 年次 経営

面積
所有
面積

飼料
作物

食糧
作物

経済
作物

うち
貸付
地

小計

ト
ウ
モ
ロ
コ
シ

ア
ル
フ
ァ
ル
フ
ァ

小
麦 小計 綿花

ト
マ
ト

向
日
葵

甜
菜 豆

2003 50 90 40 80.0 20.0 40 20 20 10
Ｘ－１ 2004 55 55 81.8 18.2 45 15 30 10

2005 60 60 83.3 16.7 50 20 30 10

2003 25 25 20.0 80.0 5 5 20 20
Ｘ－２ 2004 35 35 14.3 28.6 57.1 5 5 10 20 20

2005 35 35 14.3 28.6 57.1 5 5 10 20 20

2003 40 40 62.5 37.5 25 15 10 15
Ｘ－３ 2004 70 70 78.6 21.4 55 15 40 15

2005 70 70 78.6 21.4 55 15 40 15

2003 20 20 100.0 20 20
Ｘ－４ 2004 60 90 30 66.7 33.3 40 20 20 20 20

2005 60 80 20 66.7 33.3 40 20 20 20 20

2003
Ｘ－５ 2004 10 38 28 100.0 10 10

2005 10 38 28 100.0 10 10

2003 32 32 68.8 31.3 22 9 13 10
Ｆ－１ 2004 40 40 87.5 12.5 35 7 28 5

2005 40 40 87.5 12.5 35 7 28 5

2003 30 30 100.0 30 20 10
Ｆ－２ 2004 60 60 48.3 33.3 18.3 29 14 15 20 11 11

2005 60 60 48.3 33.3 18.3 29 14 15 20 11 11

2003 40 40 50.0 50.0 20 20 20
Ｆ－３ 2004 40 40 100.0 40 20 20

2005 29 40 11 100.0 69.0 29 4 25 20

2003 40 40 50.0 50.0 20 20 20
Ｆ－４ 2004

2005 47 50 3 76.6 21.3 2.1 36 6 30 10 1 1

Ｆ－５ 2005 53 31 22 71.7 28.3 38 9 29 15

資料：実態調査（2002～2005）により作成。

註：空欄はなしを示す。
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られている行事以外の各行事の開催は，①営地

の立地，②遊牧経営の作業，③収入の獲得時期

に規定されていた。すなわち，行事は自然条件

に強く規定され，遊牧生産の担い手であるアウ

ルが集合する営地において，アウル同士の共同

や加工作業の中断が可能な時期で，しかも家畜

販売にともなう現金収入が獲得できる時期に開

催されていた。しかし，上述したように定住化

によって伝統的な生産経営方式に変化が生じ，

アウル単位での遊牧から家族単位での遊牧に変

化し，しかも耕種作業が同時に行われるように

なった。これによって耕種作業を担当する一部

の家族労働力と家族構成員が通年定住地にとど

まり，一部の行事は随時行われるように変化し

ている。また，生産，生活条件の安定化によっ

て，都市的な生活文化習慣の影響を受け，行事

それ自体もその参加対象や主催などの面で変化

が生じている。

２）年間行事内容の変化

定住化の前後で宗教的・民族的・一般的な行

事などはその内容に変化はみられないが，遊牧

社会によって形成された行事には変化がみられ

る。それは，以下の３つのパターンに分けられ

る。１つ目は行事そのものの変化である。具体

的には，「敬老お茶会」は伊 地区と昌吉回族自

治州では「祝寿式」に変わっている。また，定

住化以前は「誕生日のお祝い」は実施されなかっ

たが，定住化によって老人と子供の誕生日のお

祝いを行うようになった。そして老人の場合で

は60歳，70歳の誕生日を特別に祝い，敬老お茶

会の代わりとしている。これは，定住化による

経営方式の変化によって生産，生活条件が安定

し，行事の開催は時期的制限を受けないように

なったためである。また，この２つの地域は定

住地が都市に近いため，都市的な生活文化習慣

の影響を受けている。逆に，阿勒泰地区におけ

る定住地は都市から離れており，その影響は現

段階ではあまり大きくないと考えられる。

２つ目は開催されなくなった行事の存在であ

る。例えば，「郷帰り」という行事は３つの地域

のいずれでも開催されなくなった。「郷帰お茶

会」も伊 地区のみでしかみられない。これは，

定住化にともない，アウル単位での家族全員の

移動という形から，現在は家族のうち遊牧の担

表4－14 定住農家の消費財保有および就学状況

住宅・畜舎建設 所有耐久消費財 子息の就学状況（人)

敷地面積（m) 建築費（元) 学校教育農家
番号 建築・増築

年次（年） テレビ DVD
/VCD

カセット
テープ

冷蔵
庫

洗濯
機

固定
電話

携帯
電話

子息
人数

家庭
教育住宅 畜舎

自己
資金

補助
額

大学 専門 高校
中学
校

小学
校

Ｃ－１ 1997 96 150 24,000 4,000 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 1
Ｃ－２ 1997 96 150 24,000 4,000 ○ ○ ○ ○ ○ 1 1
Ｃ－３ 1992，1998，200 200 300 50,000 なし ○ ○ ○ ○ ○ 3 1 1 1
Ｃ－４ 1995，1997 182 320 46,000 4,000 ○ ○ ○ 4 1 3
Ｃ－５ 1995 250 150 70,000 4,000 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2 2

Ｊ－１ 1996 96 150 50,000 10,000 ○ ○ ○ ○ 3 1 1 1
Ｊ－２ 1996，2000，2001 96 150 60,000 10,000 ○ ○ ○ ○ ○ 3 1 1 1
Ｊ－３ 1999 128 150 30,000 4,000 ○ ○ ○ ○ 2 1 1
Ｊ－４ 1998，1999 112 150 22,800 10,000 ○ ○ ○ ○ 2 1 1
Ｊ－５ 1997，2001 120 150 35,000 10,000 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7 3 2 2

Ｘ－１ 1997 200 425 80,000 なし ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 2 1 1
Ｘ－２ 1996，2003，2004 270 225 85,500 なし ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 1
Ｘ－３ 1994 96 120 19,000 なし ○ ○ ○ ○ 4 4
Ｘ－４ 1996，2000 200 320 70,000 なし ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 3 1 1 1
Ｘ－５ 1997，2002，2005 106 49 19,500 なし ○ ○ ○ ○ 2 1 1

Ｆ－１ 2003，2004 96 224 34,000 13,000 ○ ○ ○ ○ 3 2 1
Ｆ－２ 2003 102 140 35,000 13,000 ○ ○ ○ ○ 3 3
Ｆ－３ 2003 72 120 26,000 10,000 ○ ○ ○ ○ 3 1 2
Ｆ－４ 2003 72 120 26,000 10,000 ○ ○ ○ 4 2 1 1
Ｆ－５ 2003 72 120 26,600 10,000 ○ ○ ○ ○ 3 3

資料：実態調査（2002～2005）により作成。

註：１）事例は2005年時点の実態によるものである。

２）空欄はなしを示す。

３）○は１台以上所有していることを示す。
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当者あるいは遊牧を受託する者のみの移動に変

わり，他の家族構成員が長期にわたって定住地

にいるため，特別に行事の形をとって遊牧に従

事していた人を迎える必要がなくなったためと

考えられる。

３つ目は行事の主催者の変化である。「競

馬」・「女の男追い」・「相撲」などの行事は，定

住化以前には他の行事の付帯行事として行われ

た場合が多く，しかも経営単位であるアウル単

位で行う場合が多かった。定住化後は，経営単

位の変化によって行事の主催もアウル単位から

家族単位に変わった。しかし，行事の際に大小

家畜や着物を賞品とすることが一家族単独では

負担になるため，これらの行事は次第に実施さ

れなくなってきている。その代わりに，クルバ

ン祭，ノルズ祭，国の日などの大規模な祭りが，

県あるいは郷行政の主催で行なわれる場合が多

くなっている。さらに，伊 地区では「地区少

数民族運動会」が，行政主催で行われており，

郷大会およびその上位大会である県大会が開催

されている。

表4－15 定住化にともなう遊牧民の年間行事の変化

定住化後の変化
区分 項目 定住化以前の伝統的な行事の内容など

阿勒泰地区 伊 地区 昌吉回族自治州

ローズ祭 30日間断食後のお祝い ―

クルバン祭 家畜一頭を屠り犠牲とする ―
宗教的

割礼お茶会 男の子の祭り（競馬・相撲などが付帯行事） ― 付帯行事は開催なし 付帯行事は不定期開催

赤ん坊祝会 新しく生まれた赤ちゃんのお祝い ―

民族的 ノルズ祭 特別な料理を作り春を迎える ―

結婚結納 花婿側が花嫁側に結婚の要請をする ―
内
容 結納お茶会 婚約式 ―

一般的
結婚お祝い 結婚式（競馬・相撲などが付帯行事） ― 付帯行事は開催なし 付帯行事は不定期開催

親戚訪問 親戚間相互いに訪問する ―

郷帰り 新しく営地に来た遊牧民を慰問する 開催なし

郷帰お茶会 新しく営地に来た遊牧民のためのお祝い 開催なし 戻った遊牧民のお祝い 開催なし

敬老お茶会 年長者のためのお祝い ― 祝寿式に変更
遊牧社会

女の男追い

競馬 アウルもしくは行政が主催し，行政が表彰 家族もしくは行政が主催
県と郷がそれぞれ

「民運会」の形で主催
行政が主催

相撲

宗教的 イスラム教暦５～６月もしくは９～11月 随時（８～11月中心） 随時

民族的 旧正月（３月22日祭日） ―
時
期 結婚など 随時

一般的 ５～６月もしくは９～10月
親戚訪問 ８～３月 10～３月

遊牧社会 ５～６月もしくは９～10月 随時（９～10月中心)

宗教的 居住地，冬営地の住宅 定住地住宅

民族的 居住地 ―開
催
場
所

結婚など 冬営地住宅 定住地住宅 定住地住宅もしくはレストラン
一般的

親戚訪問 親戚の居住地 ―

遊牧社会 冬営地住宅もしくは草原 ―

ローズ祭 断食は60歳以上が中心，祝いは全員 断食は本人の自由（学生は免除）
宗教的

赤ん坊祝会など 営地在住者全員もしくは親戚間・郷村内 参加人数増加

民族的 地区全員 ―
参
加
対
象

結婚など 営地在住者全員もしくは親戚間・郷村内 ―
一般的

親戚訪問 親戚間 参加人数増加 誕生日・見舞いのみに減少

遊牧社会 営地在住者全員もしくは親戚間・郷村内 ― 営地内もしくは郷村内

資料：実態調査（2004年），甫尓加甫・志賀永一［113］

註：１)「―」は変化なしを示す。

２)定住化以前は1994年の阿勒泰地区の実態調査（甫尓加甫・志賀永一［113］）を参照にしている。

３)区分の宗教的はイスラム教民族により行われる主要な行事を示し，民族的はトルコ系民族により

行われる主要な行事を示し，一般的は宗教・民族に関係なく行われる行事，遊牧社会は遊牧社会

により形成された行事を示す。

４)「民運会」は中国少数民族地域で行われる「少数民族運動会」の略称である。
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３）開催時期の変化

定住化以前には，祭日が決められている行事

以外は，ほとんど５～６月と９～10月という２

つの時期に集中していた。それは，家畜の放牧

管理を含めて作業競合がある程度少なく，全ア

ウルが比較的近接することで地域社会が形成さ

れる時期であった。くわえて10月には，大量の

家畜などの販売による現金収入があるうえ，盛

大な行事を行うのに適する場所に営地があるた

め，大規模な行事は10月に集中して行われてい

た。定住化以後は，一般的な行事はほとんど随

時行うようになった。ただし，阿勒泰地区では

依然として10月ごろに行う場合が多い。その理

由は，この時期は定住化以前と同じく大量の家

畜販売によって現金収入があり，行事を行い易

いためである。また，親戚訪問の時期は10月～

３月までとなっている。この時期は定住地で耕

種作業を担当する遊牧民の農閑期であり，遊牧

を担当する遊牧民も定住地で放牧管理する時期

にあたる。そのため，この時期を利用して親戚

訪問を行うように変化している。

４）開催場所の変化

競馬・女の男追い・相撲などは行事の性質か

ら，かならず草原という広い場所で行われる。

それ以外の行事は，定住化以前には冬営地の住

宅で行われたが，定住化後はほとんど定住地の

住宅で行われるようになった。ただし，昌吉回

族自治州における調査対象地は昌吉市に近いた

め，その定住地にある学校の食堂を土日あるい

は祭日に利用して開催されている。遊牧民の定

住地の条件に左右されるが，前述したように都

市生活文化の影響の一端と考えられる。

５）参加対象の変化

ローズ祭・クルバン祭・ノルズ祭という大規

模な行事は全員を対象に行われ，変化はほとん

どみられない。ただし，定住化以前にはローズ

祭の場合，30日間の断食は遊牧作業の過重を理

由に60歳以上の老人を中心とした代表者で行

われていたが，定住化後は年齢と関係なく（た

だし，学生を除く），個人の意思によって行われ

るようになった。定住化によって生活条件があ

る程度改善されたうえに，遊牧範囲が限られ，

また遊牧時期も短くなり冬春の作業は定住地で

行うようになったため，若者も参加が可能に

なったと考えられる。

また親戚訪問は，阿勒泰地区の場合，定住化

によって生活条件が改善され，現金収入も向上

したという理由で相互の訪問は増加したが，反

対に伊 と昌吉の場合では，耕種作業が増え，

時間的な余裕が少なくなったため，親戚間の訪

問は誕生日のお祝いとお見舞いのみに限られる

ようになった。また，その他の行事の参加対象

は，定住化以前は親戚アウルという血縁的な関

係者と友人アウルなどの地縁的な関係者を中心

に行われたが，定住化後は家族単位で参加する

ようになった。それは経営単位が家族に変わっ

たことによると考えられる。そのため親しい家

族間の場合は，郷村という地縁関係を超えて行

事に参加する例もみられる。

以上，新疆の遊牧地域において，主要な遊牧

民族であるカザフ族を対象に，定住化にともな

う年間行事の変化とその背景について分析を

行ってきた。あくまでも事例的な考察ではある

が，その特徴は以下のようにまとめることがで

きる。

第１に，宗教的な行事と大規模な行事は依然

として継続的に実施される傾向がみられる。定

住化による経営方式の変化にともなって，その

他の行事にはさまざまな変化が見られたが，

ローズ祭・クルバン祭・ノルズ祭などの宗教的，

民族的な行事には変化がみられなかった。

第２に，競馬・女の男追い・相撲など，大規

模で経済的負担をともなう行事は，実施単位が

アウルから行政に変わった。定住化以前の一般

的な年間行事はほとんどアウル単位で行われ，

アウル間で相互に援助があった。しかし，定住

化後には経営の単位が家族に変わったことに

よって，各種行事も家族単位で行われる場合が

増加した。加えて，行事の実施は経済的負担が

大きいことから，家族単位の実施は減少し，こ

れらの伝統的な行事を継続するため，行政が主

催するように変化したと考えられる。

第３に，行事が血縁・地縁関係を中心とした

ものから個別的にあるいは家族間の関係を中心

に行われるようになった。定住化および経営方
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式での変化によって，遊牧民の生活がより安定

化し，こうした変化にともない都市住民の行事

やその実施方法が普及するという都市的な生活

文化の影響が見られるようになってきたが，そ

れは定住地の立地条件により差異が生じていた

ことが指摘できる。

３．定住化に対する評価

定住農家に対して，定住化に対する評価を

オープンに聴き取りした結果を表4－16に示し

た。いずれの地点においても，生活水準の向上

にかかわる肯定的な評価が見られることが特徴

である。これは定住農家が挙げた評価の理由か

らもわかる。具体的にみると，Ｃ点とＸ点定住

農家の評価理由はほぼ同様であり，教育水準，

医療水準が上昇し，生活条件がよくなり，都市

的な生活をできるようになったという理由を挙

げた。Ｊ点の定住農家は，テレビを見られるよ

うになり，生活の利便性が高まったという。Ｆ

点の定住農家は生活が安定されたという。また，

現状に存在する問題については，定住地生産・

社会生活基盤の整備程度，あるいは学校，教育，

道路，交通手段などの面ではある程度の問題が

存在していることを意識していた。それに，優

先的に整備して欲しい項目については，子供の

教育問題のうち大学への進学率の向上を希望す

る農家が多かった。これは最初で述べたように，

就学児童を抱えた世帯が定住農家の大半を占め

ているため，教育機会に対する関心が非常に高

くなっていることが原因であると考えられる。

次は道路と交通機関問題で，その次は生活条件

のもっとも改善となっていた。

つまり，定住農家は子弟の教育を最も重視し，

大学に進学できることによって農牧業から脱離

させたい気持がとても強くなっていることが感

じられる。

第５節 小 括

本章では，まず４地点・20戸の定住農家を対

象に実態分析をおこない（表4－1），定住化によ

る経営方式の変化を特徴づけた。

事例定住農家20戸の概況を示したのが表

4－2であるが，全体として定住化は40代を中

心とした世代を中心に進んでおり（40代以下が

20戸中16戸を占める），働き盛りの夫婦と就学

児童を抱えた家族構成が特徴であることをまず

確認した。

以下では，本章で明らかとなった点について，

「牧畜業経営の現況」，「経営方式の変化」，「生

活方式の変化」に分けて要約する。

牧畜業経営の現況>

草地利用と家畜移動の現状を見ると（表4－

3，図4－1），舎飼がおこなわれ，冬営地と春秋

営地の利用期間を短縮し，舎飼期間が延長され

ている。家畜飼養は羊が中心であり，飼養頭数

規模は羊換算頭数で100頭台が20戸中９戸と

最も多く，300頭以上も２戸みられる（表4－4）。

これらの家畜飼養においては，前掲図4－1で示

したように，各定住地の自然条件に規定された

特有の移動方式がある。おおむね冬春には定住

地と冬営地，夏秋は移動するが，家畜の移動は

規模の大小にかかわらず６割の農家で委託方式

がとられている（表4－5）。雇用に依存した移動

方式をあわせれば，全体の75％が外部化をおこ

なっている。委託先は，定住していない親子・

兄弟・親戚関係の遊牧民であり，被雇用者も親

表4－16 事例農家による定住化以後の社会生活基盤の評価

定住化への評価とその理由 現状の課題
優先的に整備して
欲しい項目

Ｃ点 ○
教育水準，医療水準が上がった
都市へのアクセスが改善した

大学進学率の向上

Ｊ点 ○
テレビを見られるようになった
生活の利便性が高まった

学校が閉鎖された
道路整備が不十分のため生産・生活が不便

生活条件の改善
道路建設

Ｘ点 ◎
生活条件がよくなった
都市的な生活が出来るようになった

電気が利用できない地域がある 教育水準の向上

Ｆ点 ○ 生活が安定した
常勤の教師がいない
公共交通手段がない

庭園建設
大学進学率の向上

資料：実態調査（2005年）により作成。

註：事例は2005年時点の実態によるものである。
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戚が中心である。委託料の支払いは現金，物納，

労働提供など多様な形態がとられている。この

ような受委託・雇用方式に支えられた畜産部門

の収入は，羊を主とする家畜販売によっている

（表4－6）。定住化により遊牧で移動する人数

が減少し，生産単位はかつての「アウル」から

家族単位に変化していると言えよう。

次に，土地利用の状況を見ると（表4－7），平

均30～40畝の耕地を保有しているが，刈り入れ

が１件，貸し付けが７件あり，農地貸借の発生

が見られる。その理由として，労働力不足が挙

げられている。作付作物は，Ｊ点を除いた他の

定住地では飼料作物が平均６割～７割を占め，

残り３割が食糧作物と経済作物である。飼料生

産によって牧畜部門が支えられていることがう

かがえる。Ｊ点では平均７割弱が食糧作物（小

麦）となっているが，小麦栽培の適地であるこ

とと，Ｊ点の草地面積が相対的に大きく（前掲

表4－1），さらに冬営地と住宅・畜舎が連結して

いるため，栽培飼料に頼らなくても飼料需要が

満たせるためである。経済作物の作付けは各地

点で見られるが，Ｃ点とＸ点ではその割合が比

較的高い経営が見受けられる。耕種部門におけ

る雇用関係は，Ｃ点の２戸の農家に見られるが

（表4－8），いずれも経済作物の生産に関連し

た収穫時期の雇用関係である。耕種部門の収入

構成を示すと（表4－9），商品化率は経済作物＞

食糧作物＞飼料作物の順に高いが，経済作物の

ウェイトが高いＣ点では飼料作物が，Ｊ点では

食糧作物（小麦）の商品化率も高くなっている。

続けて，労働力の利用を見ると，家畜移動に

かかわる受委託・雇用方式の定着により，定住

農家世帯員の多様な農外就業と，兼業収入の獲

得がすすんでいる（表4－10）。兼業農家は各地

点で見られるが，とくに都市近郊に位置するＣ

点では顕著である。このような農外就業の進展

は，地域の社会経済的な条件，立地条件に規定

されているところが大きい。

最後に，農家経済をまとめたかたちで示すと

（表4－11），Ｃ点は牧畜・耕種・その他の部門

収入がほぼ均等な部門割合を示し，都市近郊的

な経営形態が成立していることがうかがえる。

Ｊ点とＸ点は半農半牧的な経営となっている

が，どちらかと言えばＪ点は耕種部門，Ｘ点は

牧畜部門にややウェイトがある。Ｆ点は牧畜業

を中心とした経営である。トータルの収入・利

益水準を見ると，このような収入構成の違いに

もとづいて，Ｃ点＞Ｊ点＝Ｘ点＞Ｆ点という序

列が確認できる。

以上見てきたような地域間の相違は，定住地

の生産・社会生活基盤の整備水準と直接的な関

連がみられないことに注目したい。例えば，Ｘ

点（成功地域）とＪ点（平均的地域）の生産・

社会生活基盤には格差があるが，経営形態や経

営成果にはそれほどの開きが見受けられない。

このことは，各地域の社会経済的な条件，とり

わけ市場アクセス条件によって規定される経営

展開の側面から説明される必要がある。この点

が第２章で述べた「３次的差異」にあたる。さ

らには，同一地域の農家間にも家畜販売，商品

作物の取り組み，自営兼業も含めた農外収入の

獲得といった諸対応にもとづいた収入格差の形

成が見受けられる。このことは，定住化という

環境変化への対応能力や，経営能力にもとづく

差異であると考えられる。同じく第２章で述べ

た「４次的差異」が生み出されていると言える。

経営方式の変化>

こうした定住化による牧畜業経営の変化のプ

ロセスを，４年間の継続的な実態調査結果から

判明する限りで，簡単に確認しておく。

家畜飼養の変化を見ると（表4－12），全体と

して頭数規模と畜種構成にはそれほどの変化は

見られない。経営耕地規模も現状維持的に推移

している（表4－13）。作付構成を見ると（同表），

先に現状から指摘した地域的な傾向は維持され

ているが，個別農家単位で見れば特徴的な対応

も見られる。例えば，経済作物の割合が高いＣ

点・Ｘ点の農家（Ｃ－１，Ｃ－２，Ｘ－２）に

着目してみると，作付割合が年々大きく変動し

ていることが確認できる。これらの農家は経済

作物を主要な収入源としており（前掲表4－

11），年々の市場動向に応じて作物選択，作付面

積の調整をおこなっていることが推察される。

生活方式の変化>

続いて，定住化による生活方式の変化を検討

した。
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まず，生活環境の変化が挙げられる。表4－14

に示したように，定住農家はレンガ造りの広い

住宅に居住しており，各種の耐久消費財の保有

も標準化している。生活の「近代化」がはから

れていると言えるが，それと同時に子弟の教育

条件も飛躍的に改善され，かつては困難であっ

た高校以上の就学も定着しつつある。

次に，伝統的な遊牧民の生活習慣の変化を，

「年間行事」に着目してその変化を見れば（表

4－15），年間行事の内容，開催時期，開催場所，

参加対象などの面で定住化に即した変化がすす

んでいることが確認できる。

最後に，定住農家に対して，定住化に対する

評価をオープンに聴き取りした結果を表4－16

に示した。いずれの地点においても，生活水準

の向上にかかわる肯定的な評価が見られること

が特徴である。とりわけ最初に述べたように，

就学児童を抱えた世帯が定住農家の大半を占め

ているため，教育機会に対する関心がひじょう

に高い。問題点の指摘も道路といった基本的な

社会資本に加えて，この点をめぐるものとなっ

ている。

終章 定住化による草原牧畜業経営の変化

本論文では，新疆の代表的草原牧畜業地域で

ある昌吉回族自治州，伊 地区，阿勒泰地区に

おける定住地と定住農家を対象として，遊牧地

帯における遊牧民に対する定住化政策の実施に

よる定住地生産・社会生活基盤の整備現状と定

住農家の経営展開実態について分析した。第３

章及び第４章の事例分析において定住化施策に

よる新たな生産生活基盤の形成と農牧結合と

いった経営展開が定住農家の生産，生活に果た

している意義あるいは定住化の効果やその定住

化による経営方式の変化と特質を明らかにする

ことが課題であった。

以下では，各章の要約を述べたうえで，総合

的考察として結論を述べる。

第１節 各章の要約

第１章では新疆牧畜業の特徴を草地資源の分

布とその利用の側面から検討を加えた。まず土

地利用の形態から，新疆において可利用土地面

積中草地面積が最も多くあり，新疆は草原牧畜

業の展開に適応する地域であることを明らかに

し，その分布から新疆における草原牧畜業は北

新疆，さらに阿勒泰，伊 ，昌吉などの地域を

中心に展開していることを明らかにした。

同時に，草地資源の季節的分布が不均等であ

り，利用時期がもっとも長い冬営地は草地総面

積の約３分の１を占めるのにもかかわらず，そ

の可利用面積の割合はもっとも低くなることを

明らかにし，このことは家畜越冬飼料の不足問

題を引き起こす主な要因となり，定住化施策の

背景の一つであることを指摘した。

さらに，新疆牧畜業の特徴について時系列的

に検討を加え，新疆牧畜業生産額の伸びは農業

生産額を上回り，それは家畜頭数，畜産物の動

向からみても増加傾向であることを明らかに

し，これは人口の増加と畜産物需要の増加を背

景にすることを指摘した。とくに家畜の増加は

過放牧，草地の退化などを引き起こしているた

め，草地資源の保護と合理的な利用は大きな課

題となっていることを示している。

第２章は，遊牧地帯における定住化施策の背

景は，有史以来，常に自然災害による被害を受

けてきたこと，とくに自然草地の退化および砂

漠化問題が近年顕著なものとなってきているこ

とを概説し，それら問題発生の背景として人口

増加による食肉を始めとする畜産物への需要の

増加が過放牧を引き起こすことを明らかにし，

それに伴って，定住化施策が1986年において本

格的に実施され始めた経緯を明らかにしてい

る。

また定住化施策の画一的な施行は，地域間の

自然的条件の差異によって新たに地域間格差が

重層的に形成される可能性を指摘するととも

に，本論文では種々に発現する様々な差異を区

分し，本来的に存在する自然環境条件の差異を

「１次的差異」とした上で，定住化による生産・

社会生活基盤の整備水準による差異を「２次的

差異」，社会経済的条件あるいは市場アクセスに

規定される差異を「３次的差異」，定住農家の市

場対応意識と適応能力すなわち個人的な職能発

揮の差異を「４次的差異」であるという概念を

示している。

第３章は，定住化による生産・社会生活基盤
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形成について，事例地の定住化施策実態によっ

て明らかにするものである。まず定住化率に

よって，2000年前には定住化施策は重点的にお

こなわれ，それ以降の牧畜業振興の重点は酪農

振興に移ったことを明らかにしている。また各

事例地の施策現状によると，それぞれの自然環

境や各級政府の支援程度などにおいて定住化施

策の結果あるいは生産・社会生活基盤の整備に

は地域ごとに格差をもたらしていることを明ら

かにした。さらに，行政の評価である成功地域，

失敗地域と平均的な地域という分類によってみ

ても，同じ類型の地域でもその格差は依然とし

て存在していることが明らかになった。これは

前述した「２次的差異」にあたることを指摘す

るとともに整備水準が低くなる原因は資金不足

と行政の対応の違いであることを指摘した。ま

た未整備とみなされるところは今後整備の可能

性を持つが，整備不充分であるところはそのま

ま放置されがちであることを指摘している。

事例地のいずれも定住化の標準を完全に満た

していないことを明らかにし，この事実は「半

定住化」を規定している要因であることを指摘

した。それに，草資源の合理的利用と生態系を

保持する視点から，家畜の遊牧による移動は必

要であるあるいは家畜の半遊牧半定住的な「半

定住化」は今後も長期的に存在する必要がある

という観点を示した。

第４章は，定住化による経営の展開とその変

化，およびこの変化が定住農家の生活に及ぼす

影響と定住農家の定住化に対する評価に関して

検討を加えたものである。定住化による家畜飼

養はおおむね冬春には定住地畜舎と冬営地で行

なわれ，夏秋が遊牧による。家畜の移動ルート

は定住化以前のルートとほぼ同様であるが，主

な変化は冬営地と春秋営地の利用時期（春秋営

地においては春季の利用）を短縮して，その代

わりに舎飼を行なっていることが明らかになっ

た。それに，担い手労働力は主に耕種生産作業

を中心にしているため，家畜の夏秋の移動はほ

ぼ受委託や雇用によって行なっていることを明

らかにし，家畜の受委託方式は今後も家畜移動

の主な方式となる可能性を指摘した。土地利用

は飼料作物と食糧作物の作付けにおいて飼料と

食糧の自給問題を解決するのが目的であるのに

もかかわらず，定住地周辺の市場アクセス条件

により経済作物の作付も見られるが，これらの

作物の商品率により，土地利用は牧畜業部門と

結合した経営内自給が中心に行なっていること

を明らかにした。労働力の利用では，家畜の移

動は受委託による方式の形成により，定住農家

労働力の兼業化が進んでいることを明らかに

し，このような農外就業の進展は地域の立地条

件に規定されていることを指摘した。

さらに，農家経済の内訳により，定住化によっ

て経営を都市近郊的な経営，半農半牧的な経営

と牧業を中心にする経営といった３つの類型に

分けられることを明らかにした。また，このよ

うな地域間の相違は，定住地の生産・社会生活

基盤の整備水準と直接的な関連が見られないこ

とに注目し，各地域の社会経済条件あるいは市

場アクセスによって規定される経営展開の側面

から説明する必要があることを指摘した。さら

に，このような地域性は「３次的差異」にあた

ることと，生産生活条件変化への対応能力と経

営管理能力に基づく農家間の差異は「４次的差

異」にあたることを指摘した。

継続的調査データに基づいて，定住化による

牧畜業（遊牧）経営の変化に検討を加えると，

家畜飼養の規模と畜種構造ではそれほどの変化

がないこと，土地利用では地域的な傾向は維持

されているが，個別的には特徴的な対応も見ら

れることを明らかにし，経営規模の拡大につい

ては，一般的に可耕地条件による強い制約を受

けやすいという状況について指摘した。

最後に，定住化による生活方式の変化に検討

を加え，生活環境の変化により定住農家が安定

的，近代的生活ができるようになったこと，定

住農家の年間行事でも変化がおきていることを

明らかにし，遊牧による伝統的な文化や生活習

慣はこれからも変化がますます進んでいくこと

を指摘した。それに定住農家の定住化に対する

評価は，全般的に肯定的であることを明らかに

した。

第２節 総合的考察及び結論

実態分析にもとづいて，定住化による草原牧

畜業経営の変化を総合的に把握し，特徴づける
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のが本論文の課題である。第２章で提示した実

態分析の視点にもとづいて，第３章および第４

章では，変化を規定する要因として，自然的条

件格差である「１次的差異」，基盤整備水準格差

である「２次的差異」，経営条件格差である「３

次的差異」，主体間の差である「４次的差異」を

具体的に把握し，定住化に伴う新たな生産・社

会生活基盤の現状と定住農家の生産・生活の変

化を検討してきた。これらの検討により明らか

になった定住化政策の成果や定住農家の変化お

よびその特徴は，以下のように整理できる。

第１に，定住化政策により新たな生産・社会

生活基盤が形成されたが，それは定住地間で新

たな格差を形成していた。その格差は各定住地

の自然的条件（１次的差異）を基本としながら

も，政府の支援程度や一律的な定住化標準の実

現程度（２次的差異）によってもたらされてい

た。

第２に，経営方式は伝統的な遊牧による経営

方式から遊牧と農耕が結合された経営方式に転

換した。それに伴い，経営内では冬季間の舎飼

の実施や期間の延長，移動人数と移動する経営

数の減少，生産単位のアウル単位から家族単位

への転換といった変化をもたらしていた。同時

に，家畜飼養にみられた受委託方式の広がりは，

牧畜生産をめぐる新たな社会的関係の形成を示

していた。

第３に，定住化による耕種部門の導入・定着

は，各地域の自然的条件（１次的差異）と市場

アクセス条件（３次的差異）に規定されていた。

耕種部門の導入は主体的対応の差異（４次的差

異）の結果であり，商品生産への対応によって，

各地域・各経営において特徴的な経営形態の成

立が観察され，このことも新たな格差形成の要

因になっている。

第４に，このような社会生活基盤の形成と定

住化に伴って，定住農家の家族生活様式が大き

く変容すると同時に，伝統的な遊牧民の社会生

活様式の変化をさまざまな面で引き起こし，近

隣都市住民と同様の方向に向かっている。この

ような生活方式の変化は，他方での定住化をま

すます促進する関係にあるとみられる。

以上のように，定住化政策によって定住をす

すめた草原牧畜経営は地域格差を抱え，地域内

においても経営間の格差をもっている。しかし

ながら，これらの格差は，定住農家自身には格

差と意識されておらず，耕種部門の導入などに

よる所得確保や，生活の利便性や教育機会の向

上がもたらされた結果，定住化にもとづく新た

な生産・生活の実態は肯定的に評価されている。

しかしながら，生産・社会生活基盤水準に問題

を抱える実態は強く意識されており，これらの

整備を進めることは不可欠の対応である。いず

れにしても，定住農家の生産・生活の好転程度

は，生産・社会生活基盤の形成水準や，市場な

どへのアクセス条件によって大きく異なってお

り，これら条件整備のあり方が定住化政策の成

否を大きく左右していると考えられるのであ

る。
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Summary

 

The purposes of this paper are to summa-

rize and evaluate the settlement policy that is
 

implemented in the Xinjiang Uyghur,China,

through a case study of nomadic families.

Due to the increase in population the number
 

of livestock is increasing steadily in the
 

Xinjiang Uyghur. The main goal of the
 

current settlement policy is to sustain living
 

standard of nomads including those who have
 

relatively small number of domesticated ani-

mals.

In this respect, the government  is
 

introducing a completely new form of live-

stock production system, so-called settle-

ment, which requires the settlement of the
 

nomadic families. On the other hand, this
 

policy is implemented by the government as
 

an instrument for monitoring and controlling
 

of nomadic population and their movements.
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